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論文要旨 

 

 本論文は、１時間単位でみた電力消費の１日の中での最大値である日最大電力を研究対象とし、

電力消費の実績データを用いて、電力消費の見える化の手法を構築するとともに、その手法を用

いて2011年度以降におけるその減少動向を分析したものである。 

 本論文の目的は、①日最大電力の変動を視覚的に直観的かつ簡易に把握する見える化の手法を

構築すること、②その手法を用いて、日最大電力の減少動向すなわち節電が進んでいるか否かを

考察すること、これら２つである。日最大電力の減少動向の分析にあたっては、①日最大電力の

減少率、②日最大電力の気温感応度、これら２つの指標を用いて2011年度以降の動向を明らかに

している。分析対象地域は、東京電力および東北電力の供給管内である東日本地域である。分析

は、電力消費が増加する夏期および冬期を対象とし、電力会社の供給管内に相当する地方全体（関

東地方、東北地方）、電力会社需要家全体（東京電力、東北電力）、および電力会社の支店単位で

の実績である県単位で行っている。 

 2011年 3月に発生した東日本大震災等が契機となり、電力需要の抑制に向けた取り組みの一環

として電力需給の実績データが公表されてきている。節電の推進に向けて、公表データを用いた

各種分析やそこより得られる知見の蓄積が期待されている。しかしながら、節電への意識の希薄

化が指摘されている。節電への意識の希薄化を回避し、その意識を引き続き喚起していくには、

電力消費の状況、節電の必要性や有用性を定量的かつ直観的に把握できる見える化の取り組みが

効果的と考えられる。本論文では、日最大電力の変動を散布図、時系列グラフまたは数値指標と

して見える化する手法を構築している。 

 本論文が構築した見える化の手法は、次の３つである。 

 １つめは、前年度の同月同週同曜日の実績との比較より得られる気温の差分と日最大電力の差

分の比率との関係性を描いた散布図より、両者による一次の回帰式を導出し、その回帰式のＹ切

片を日最大電力の減少率とする手法である。Ｙ切片は気温差がなかったとした場合の減少率であ

り、気温変動による影響を考慮した減少率とみなすことができる。本論文では、この手法を日最

大電力の実績データに適用し、その減少率を算出している。この手法を用いた第４章での分析で

は、①冬期の関東地方では日最大電力の水準が減少してきており、電力需要のピーク時における

電力消費の抑制（節電）が進んでいると考えられること、②東北地方の冬期、関東地方および東

北地方の夏期については、2012年以降、日最大電力は横這いの水準であり、節電が進んでいるこ

とは確認できないこと、これらを明らかにしている。 

 ２つめは、日最大電力の減少率を日単位で算出し、その推移を時系列グラフにより把握する手

法である。日単位のデータを用いることから、減少率の推移を時系列グラフにより毎日確認する

ことができる手法である。電力需給が逼迫し電力需要の抑制が必要とされる事態が生じた場合に

は、この手法により追加的な節電への取組の必要性の有無を確認することができることとなる。

既存の日最大電力の減少率の報告は、主として結果報告型であった。本論文では、１つめの手法

による夏期または冬期全体を対象とし日最大電力の減少率を算出する結果報告型に加えて期中段

階から日最大電力の減少率を把握し、追加的な節電への取り組みの必要性の有無を確認すること

ができる動向把握型の手法を提示している。この手法は、本論文が独自に提案する手法である。 

 ３つめは、前日、前週同曜日、または前年同月同週同曜日の実績との比較より得られる気温の

差分と日最大電力の差分との関係性を描いた散布図より、両者による一次の回帰式を導出し、そ
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の回帰式の傾きを日最大電力の気温感応度とする手法である。これにより、気温が１℃上昇（ま

たは低下）した場合における日最大電力の増減分である気温感応度を散布図より把握することが

できることとなる。この手法は、より簡易に日最大電力の気温感応度を把握できる手法である。

この手法も、本論文が独自に提案する手法である。 
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第1章 序論 
 

1.1 研究の背景 

 2011 年３月 11 日に発生した地震と津波による被害（東日本大震災）および原子力発電所の事

故により、東京電力および東北電力の供給管内では大幅な電力供給不足が生じる事態となった。

同年７～９月には電力需要のピーク時における電力消費の15％削減（2010年実績比、以下「節電

目標」と呼ぶ）を求める電力使用制限令（電気使用制限等規則）が発動された。 

 電力需要のピーク時における電力消費の抑制（以下、「節電」と呼ぶ）に向けて、電力会社各社

では電力需給の逼迫状況を数値として随時公表するとともに、過去に遡って電力消費の実績デー

タを自社ホームページ（ＨＰ）に掲載1、2、3、4していた。節電が求められていた同年７～９月、イ

ンターネットの各種ポータルサイトと新聞各紙では、これらの公表データに基づく電力需給の動

向や見通しを毎日掲載していた。 

 電力会社が新たに公表したデータは、次の３つであった。１つは、各電力会社の管内需要家全

体でみた１時間単位での電力消費の実績値であった。これは、過去に遡ってデータを公表してい

た。２つめは、電力会社の管内需要家全体でみた５分間隔等での実績値であった。電力会社各社

では、翌日、前日実績をＨＰにて公表していた。３つめは、概ね県単位に相当する電力会社の支

店単位での日最大電力の実績値であった。この支店単位の実績値を会社ＨＰにて公表していたの

は、東京電力と東北電力の２社であった。両社では、会社ＨＰに前日の実績を掲載していた。支

店単位での１時間単位でみた電力消費の１日の中での最大値（以下、「日最大電力」と呼ぶ）の実

績値をＨＰで確認できる状況は、これまでにないものであった。なお、電力会社の供給管内全体

に相当する地方全体（例えば、関東地方、東北地方）での日単位でみた電力消費量と日最大電力

の実績値については、以前から電力系統利用協議会（2015年４月以降は電力広域的運営推進機関）

がデータベースとして協議会ＨＰ5で公表していた。この数値は、特定規模電気事業者（以下、「新

電力」と呼ぶ）の需要家分も含んだ数値であった。 

 日最大電力の実績データを誰もが簡易にＨＰから入手できる状況は、過去も含め初めての状況

であった。節電の推進に向けて、公表された電力消費の実績データを用いた各種分析や、分析よ

り得られる知見の蓄積が期待されるところとなっている。 

 2011 年夏期の節電対策による実績の評価事例をみると、夏期が終了した同年９月、東京電力

（2011）では、節電対策による効果（日最大電力の減少率）として東京電力需要家全体で対前年

比18％減であったと報告していた。同報告は、最大ピーク発生日の実績から算出した数値であり、

気温変動による影響を考慮した数値ではなかった。気温変動を考慮した日最大電力の減少率の報

                            
1 東京電力プレスリリース「「電力の使用状況グラフ（当社サービスエリア内）」の掲載開始について（2011

年 3月 22日公表）」東京電力ウェブサイト http://www.tepco.co.jp/cc/press/11032202-j. html （2016

年 8月 1日取得） 
2 東北電力プレスリリース「｢東北電力でんき予報｣のホームページへの掲載について（2011年 7月 7日公

表）」東北電力ウェブサイト http://www.tohoku-epco.co.jp/news/normal/1183366_1049.html （2016年 8

月 1日取得） 
3 東京電力「でんき予報」ウェブサイト http://www.tepco.co.jp/forecast/index-j.html （2016年 3月

30日まで公表） 
4 東北電力「東北電力でんき予報」ウェブサイト http://setsuden.tohoku-epco.co.jp/graph.html （2016

年 3月 30日まで公表） 
5 電力広域的運営推進機関「系統情報サービス」ウェッブサイト，https://www.occto.or.jp/（2015年 4

月 1日より公表） 
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告としては、公表データを用いて、永富（2011a）、西尾（2011）らが報告していた。これら報告

での 2011 年夏期における東京電力需要家全体でみた日最大電力の減少率は、対前年比 14～19％

減の水準であった。東北電力需要家全体でみた日最大電力の減少率も同程度の水準であった。 

 

 

1.2 2012年度以降における節電の定着状況 

 政府検討会合（総合資源エネルギー調査会基本政策分科会電力需給検証小委員会6など）では、

2011年春以降、毎春および毎秋の時期に来る電力需要のピーク（夏期および冬期）に対応するた

めにピーク時の電力需要の予測を行っていた。同予測では、電力需要の増減に関して、①気温変

動による影響、②経済活動等による影響（電力小売サービスに新規参入した特定規模電気事業者

（新電力）への電力の購入先の変更（離脱）による影響を含む）、③節電による影響（定着した節

電を含む）、これらに区分（図1 - 1）し、その影響を検討していた。 

 

 

図 1 - 1 政府検討会合資料での電力需要の増減要因の検討区分 

 

 

 上述の政府検討会合では、電力需要の減少分の１要素として節電行動の定着（定着した節電と

呼んでいる）による効果の見込み値を提示していた。これは、照明器具の交換やエアコンの温度

調整（設定温度の緩和）など企業や家庭での無理のない節電を想定したものであった。政府検討

会合資料での定着した節電の見込み値の年次推移（図 1 - 2）をみると、概ね夏期、冬期ともに

徐々に増加を見込んでいた。東北電力需要家全体での冬期のみ横ばいの見込みであった。この見

込み値は、来る電力需要のピークに向けた企業等による節電への取組予定をアンケート調査によ

り把握し算出したものであり、実績に基づくものではなかった。同数値は、前年度の夏期または

冬期の日最大電力の減少実績を基準とし、当該年度における節電の実施予定率に前年度と同等の

節電の継続予定率を乗じて算出したものであった。このため、節電の定着状況については、実績

に基づく評価は定まっていない。2012年度以降、節電が進んでいるか否かは確認されていない状

況にある。 

 

                            
6 総合資源エネルギー調査会基本政策分科会電力需給検証小委員会ホームページ http://www.me 

ti.go.jp/committee/gizi_8/18.html （2017年 5月 10日確認） 

政府検討
会合での

電力需要の
増減要因 新電力への電力購入先の

変更（離脱）による影響

定着した節電
（照明器具の交換やエア
　コンの温度調整などの
　無理のない節電）

その他の節電

経済活動による影響

気温変動による影響

節電による影響

経済活動等による

影響
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注）2016年度は、夏期および冬期ともに定着した節電の見込み値は、政府検討会合資料には記載されていなかった。 

図 1 - 2 政府検討会合資料が提示していた定着した節電の見込み値の年次推移 

出所）政府検討会合資料より作成。 

 

 

1.3 研究の目的と対象 

1.3.1 研究の目的 

 本研究の目的は、１時間単位でみた電力消費の１日の中での最大値である日最大電力について、

①その動向を視覚的に直観的かつ簡易に把握する見える化の手法を構築すること、②その手法を

用いて、日最大電力の減少すなわち節電が進んでいるか否かを考察すること、これら２つである。

日最大電力が減少しているか否か（減少動向）の分析にあたっては、①日最大電力の減少率、②

日最大電力の気温感応度、これら２つの指標を用いて2010年度以降における日最大電力の動向を

明らかにする。 

 なお、本研究では、菅沼（2013）、菅沼（2016）、菅沼（2017）での研究成果を内容に組み込ん

でいる。 

 

 

1.3.2 研究の対象 

 本研究では、公表された電力消費の実績データのうち、１時間単位でみた電力消費の１日の中

での最大値である日最大電力を研究の対象とした（図1 - 3）。また、本研究では、この電力需要

のピーク時における電力消費である日最大電力（単位はkWである）が抑制されることを節電と呼

ぶ。能動的な節電行動による削減分も含めた日最大電力の減少分を研究の対象とした。なお、１

日を通じた電力消費量の削減（省電力、単位はkWhである）とは区別している。 

 震災以前は、電力需要が増大するピーク時の電力消費に関して、需要家側では主として省コス

ト（電力料金の削減）の観点から検討されていた。2011年における電力需給の逼迫状況の出現に

より、電力の供給体制等（電源構成等）と節電対策との関係が改めて認識されるようになったこ

とも震災に伴い生じた社会的変化の１つである。各家庭や事業所等の需要家単位で節電を考える

ことに加えて、電力の供給体制も含めた全体システムとして電力の使用方法を改めて考えること

が求められる時代となった。Joskow（2012）は、アメリカにおける電力消費の上位100時間（比

定着した節電の見込み値
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率では1.1％に相当する）の電力供給のために発電能力の10～15％を装備する必要が生じている

と指摘している。また、依田（2015）は、ピーク時需要を抑えられれば電気代は 5～10％下げら

れると指摘している。電力需要のピーク時における節電に取り組むことは、電力事業としての採

算性向上にも寄与することとなる。既に電力会社では、個々の需要家とのピーク時における電力

消費を抑制する契約の拡大を進めてきている。本研究の対象とした日最大電力は、省エネルギー・

省電力の観点に加えて、電力事業の採算性向上の観点からも重要性が増す指標となっている。 

 

 

図 1 - 3 日最大電力と節電行動等との関係からみた本研究の対象 

 

 

1.3.3 研究の方法と内容 

 本研究では、日最大電力の実績データを用いて、気温変動による影響を考慮した日最大電力の

変動を視覚的に直観的かつ簡易に把握する見える化の手法を提示している。 

 これまで詳細不明であったものを形式知として捉え直し、より容易に理解できるようにしてい

く手法の有用性が注目されている。見える化、可視化と呼ばれている。具体的な手法としては、

(1)情報そのものの公開、(2)文字化・文書化、(3)数値化・定量化、(4)グラフ化、(5)プロセス図

化、(6)イメージ図化、(7)記号化、(8)ラベル表示、等がある。 

 電力消費の状況を分かりやすく把握する見える化手法の１つとして、気温変動と日最大電力と

の関係性を散布図で把握する方法がある。この散布図からは、夏期に気温が上昇（冬期は気温の

低下）すると日最大電力が増加することが確認できる（図1 - 4）。また、その応用型として前年

度の同月同週同曜日と比較した気温の差分と日最大電力の差分（または、差分の比率）との関係

性を散布図で把握する方法がある（図1 - 5）。この散布図での両者の関係性から一次の回帰式を

得ることができる。その回帰式のＹ切片は、気温変動を考慮した場合の日最大電力の減少分であ

り、その回帰式の傾きは、日最大電力の気温感応度と考えることができる。 

 本研究では、この気温変動と日最大電力の散布図を活用する手法を用いて、2010年度または前

年度の同月同週同曜日（以下、「同月同週同曜日比較」と呼ぶ）、各年度の前週同曜日（以下、「前

週同曜日比較」と呼ぶ）、または前日（以下、「前日比較」と呼ぶ）との比較により得られる気温

と日最大電力の差分データを用いて、①2011年度以降における日最大電力および気温感応度の減
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少動向を明らかにすること、②日最大電力の減少動向を日単位で把握する方法を構築すること、

③その算出結果を基に、2012年度以降において電力需要のピーク時における電力消費の削減すな

わち節電が進んでいるか否かを考察すること、これらを行う。 

 

 

図 1 - 4 日最大電力と日最高気温との関係性を描いた散布図（群馬県、2012 年度） 

 

 

図 1 - 5 気温の差分と日最大電力の差分との関係性を描いた散布図（同月同週同曜日比較、群馬県、

2011 年夏期） 

 

 

1.3.4 本研究で構築する見える化の手法 

 本研究での見える化とは、散布図または時系列グラフを用いて、電力消費（日最大電力）の変

動の実態と動向を視覚的にわかりやすく示すとともに、そこより電力消費の変動を代表する指標

を数値として導出することを指す。具体的には、①日最大電力は気温変動による影響を大きく受

けている実態を視覚的に直観的かつ簡易に把握できるようにすること、②気温の差分と日最大電

力の差分の比率との関係性を描いた散布図より得られる一次の回帰式のＹ切片を日最大電力の減

少率と見込むこと、③同様に散布図より得られる一次の回帰式の傾きを日最大電力の気温感応度

と見込むこと、④日最大電力の減少率の日推移をみることにより日最大電力の変動を把握（動向
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把握型）できるようにすること、これらを総称して見える化と呼ぶ。 

 

 

1.3.5 研究の意義 

 節電への意識の希薄化が指摘されている（みずほ情報総研 2015）。また、政府検討会合では、

2015年度冬期までは国民生活、経済活動等への影響を極力回避した無理のない形での節電への協

力を要請7していたが、2016 年夏期以降は電力需給が逼迫しない見込みであったことから節電へ

の協力は求めない状況となっている8。今後について、政府検討会合では、2030 年度に向けた徹

底した省エネの取組を進めていくことを目標として掲げている。緊急性は低下したが、節電への

取り組みは引き続き必要とされる状況にある。節電への取り組みは、緊急的対策の段階から長期

的持続的な取り組みの段階に移行している。 

 節電意識の希薄化を回避し、その意識を引き続き喚起していくには、電力消費の状況、節電の

必要性やメリットを定量的かつ直観的に把握できる仕組みを具体化する見える化の取り組みが効

果的と考えられる。行動経済学の分野では、Nudge（ナッジ）の概念が有効である分野の１つとし

て省エネ・省電力の分野を挙げている（Thaler・Sunstein 2009）。Nudge とは、「（注意をひくた

めにひじで）そっと突く」という原意を持つ言葉であり、「注意を促す」という意味も付与されて

いる。小松・西尾（2013）は、このナッジの概念の省エネルギーおよび省電力分野への応用に向

けて、節電・省エネアドバイスの見せ方やエネルギーの見える化のデザインに一層の工夫や改善

を重ねていくことが有用であると指摘している。電力消費の見える化への取り組みは、節電の推

進に向けた取り組みの１つとして位置付けられる。 

 本研究は、節電への意識の希薄化の回避に向けて、日最大電力の動向をグラフまたは数値とし

て見える化し、節電の進捗状況を継続的に追跡するものである。また、電力消費の見える化に向

けて、そのメニューの豊富化に寄与するものでもある。 

 

 

1.4 研究の構成 

 本論文は、全体で７章の構成とした（図1 - 6）。 

 第１章の序論では、研究の目的、方法等について記述した。また、電力消費の実績データの分

析にあたっての留意事項として、研究で使用した電力消費の実績データの概要、およびその増減

要素、新電力への電力の購入先の変更動向等について記述した。 

 第２章と第３章では、第４章以降での分析にあたって踏まえるべき基礎的事項について整理し

た。 

 第２章では、地方全体、電力会社需要家全体、および県単位でみた電力消費の実態と動向につ

いて分析した。日最大電力の最大ピーク値の年次推移、平日休日別にみた実態、2011年度の夏期

および冬期における日最大電力の推移等を整理した。 

 第３章では、参考となる先行研究として、電力消費の見える化への取組動向、電力需要の予測

方法、および日最大電力の減少率の算出方法についての研究動向を整理した。 

 第４章以降では、電力消費（日最大電力）の見える化の手法を構築するとともに、その手法を

                            
7 電力需給に関する検討会合「2015年度冬季の電力需給対策について」 http://www.kantei.go.jp/jp/ 

singi/electricity_supply/ （2017年 5月 10日確認） 
8 電力需給に関する検討会合「2016年夏季の電力需給対策について」 http://www.kantei.go.jp/jp/singi 

/electricity_supply/ （2017年 5月 10日確認） 
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用いた分析結果を記述した。 

 第４章では、同月同週同曜日の実績と比較する手法により2010年度比でみた日最大電力の減少

率を算出した。日最大電力が発生した時間帯のみのデータを用いる場合においても日最大電力の

減少率を算出することが可能であることを示している。 

 第５章では、日最大電力の減少率を日単位で把握する期中モニタリングの手法を提示した。こ

の手法を活用することにより、再び電力需給が逼迫する事態が生じた場合には、期中の段階（６

月～８月）において追加的な節電への取り組みの必要性の有無を確認することができることとな

る。 

 第６章では、日最大電力を対象とした気温感応度の指標を用いて、2011年度以降におけるその

動向を分析した。 

 第７章では、第４～６章での分析により得られた発見事項、得られた知見、政策的含意、なら

びに将来研究への示唆等を記載した。 

 

 

図 1 - 6 研究の構成 

 

 

1.5 分析の方法 

1.5.1 研究対象地域 

 本研究では、支店単位での電力消費の実績データ（日最大電力）が公表されていた東京電力お

よび東北電力の供給管内である東日本地域を研究対象地域とした。 

 

 

1.5.2 分析対象期間 

 分析対象期間は、2010～2016年度とした。比較にあたっての基準年は、前年度または震災前の

2010年度とした。 

 夏期における減少率の算出にあたっては、政府や自治体による節電要請が7月から始まってい

第６章　夏期および冬期における日最大電
力の気温感応度の見える化

第１章　序論

第２章　地方全体、電力会社需要家全体、
および県単位でみた日最大電力の動向

第３章　先行研究のレビュー

第７章　結論

第４章　夏期および冬期の期間全体でみた
日最大電力の減少率の見える化

第５章　夏期および冬期における期中段階で
の日最大電力の減少率の動きの見える化
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たことを踏まえ、７月から８月末（同月同週同曜日比較の都合により９月第１週のデータを一部

含む）までの前年度または2010年度の同月同週同曜日にあたる日のデータを比較対象として使用

した。例えば、2011 年７月１日（金）と 2010 年７月２日（金）とで比較した。比較年のデータ

のいずれかが祝日またはお盆期間の場合には、減少率の算出対象データから除外した。算出にあ

たって、夏期については土曜、日曜、祝日、およびお盆期間（８月 12 日～16 日）を除いた平日

を分析対象とした。冬期における減少率の算出にあたっては、年末年始（12月 28日～１月５日）

を除いた平日を分析対象とした。土曜、日曜、祝日、お盆期間（８月12日～16日）、および年末

年始（12月28日～１月５日）を休日と呼ぶ。 

 なお、中間期（春期、秋期）については、気温変動による影響は大きくない状況にあり、気温

以外の天気等による影響を別途の手法にて分析することが必要と考えられる。このため、本研究

では分析の対象とはしていない。 

 前年度または2010年度の同月同週同曜日との比較（前年同月同週同曜日比較）、同年度の前週

同曜日との比較（前週同曜日比較）、および同年度の前日比較にあたっての、分析対象日と比較対

象日は下表とした（表1 - 1～表1 - 6）。 

 

表 1 - 1 分析対象日と比較対象日（2010 年度の同月同週同曜日との比較の場合、夏期） 

 
 

表 1 - 2 分析対象日と比較対象日（前年の同月同週同曜日との比較の場合、夏期） 

 
 

表 1 - 3 分析対象日と比較対象日（前週同曜日との比較の場合、夏期） 

 
 

  

分析対象日 比較対象日

2011 年度 2011/7/1(金) ～ 8/31(水) 2010/7/2(金) ～ 9/1(水)
2012 2012/7/2(月) ～ 8/31(金) 7/5(月) ～ 9/3(金)

2013 2013/7/1(月) ～ 8/30(金) 7/5(月) ～ 9/3(金)

2014 2014/7/1(火) ～ 8/29(金) 7/6(火) ～ 9/3(金)
2015 2015/7/2(木) ～ 8/31(月) 7/1(木) ～ 8/30(月)
2016 2016/7/1(金) ～ 8/31(水) 7/2(金) ～ 9/1(水)

注）１．分析対象日は、８月末までを分析対象期間とする。

　　２．比較の都合により比較対象に翌月のデータを含む場合がある。

分析対象日 比較対象日

2011 年度 2011/7/1(金) ～ 8/31(水) 2010/7/2(金) ～ 9/1(水)
2012 2012/7/2(月) ～ 8/31(金) 2011/7/4(月) ～ 9/2(金)

2013 2013/7/1(月) ～ 8/30(金) 2012/7/2(月) ～ 8/31(金)

2014 2014/7/1(火) ～ 8/29(金) 2013/7/2(火) ～ 8/30(金)
2015 2015/7/1(水) ～ 8/31(月) 2014/7/2(水) ～ 9/1(月)
2016 2016/7/1(金) ～ 8/31(水) 2015/7/3(金) ～ 9/2(水)

注）１．分析対象日は、８月末までを分析対象期間とする。

　　２．比較の都合により比較対象に翌月のデータを含む場合がある。

分析対象日 比較対象日

2011 年度 2011/7/8(金) ～ 8/31(水) 7/1(金) ～ 8/24(水)
2012 2012/7/9(月) ～ 8/31(金) 7/2(月) ～ 8/24(金)

2013 2013/7/8(月) ～ 8/30(金) 7/1(月) ～ 8/23(金)

2014 2014/7/8(火) ～ 8/29(金) 7/1(火) ～ 8/22(金)
2015 2015/7/8(水) ～ 8/31(月) 7/1(水) ～ 8/24(月)
2016 2016/7/8(金) ～ 8/31(水) 7/1(金) ～ 8/24(水)

注）．分析対象日は、８月末までを分析対象期間とする。

　　２．比較の都合により比較対象に翌月のデータを含む場合がある。
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表 1 - 4 分析対象日と比較対象日（2010 年度の同月同週同曜日との比較の場合、冬期） 

 
 

表 1 - 5 分析対象日と比較対象日（前年の同月同週同曜日との比較の場合、冬期） 

 
 

表 1 - 6 分析対象日と比較対象日（前週同曜日との比較の場合、冬期） 

 
 

 

1.5.3 分析単位 

 分析単位は、電力会社の供給管内に相当し新電力の需要家分を含んだ実績である地方全体（関

東地方、東北地方）、新電力の需要家分は含まない実績である各電力会社の需要家全体（東京電力

需要家全体、東北電力需要家全体）、および電力会社がデータを公表していた電力会社の支店単位

とした（表1 - 7）。支店単位は、概ね県単位に相当する（以下、「県単位」と呼ぶ）。 

 地方全体の実績には、新電力の需要家分が含まれている。一方、電力会社需要家全体および県

単位の実績には、新電力の需要家分は含まれていないことに注意する必要がある。 

 関東地方は、東京電力の供給管内に相当する栃木県、群馬県、茨城県、埼玉県、千葉県、東京

都、神奈川県、山梨県、および富士川以東の静岡県東部である。東北地方は、東北電力の供給管

内に相当する青森県、秋田県、岩手県、宮城県、山形県、福島県、および新潟県である。 

 県単位については、2010年度における日最大電力の実績値が公表されていた群馬県、山梨県を

主たるケースとして分析した。また、東京 23 区については、2011～2016 年夏期における１時間

単位での電力消費の実績が公表されていることから、必要に応じて分析の対象とした。 

 電力会社の支店単位での日単位の実績データは、これまでは一般には公表されていなかったこ

とから、支店単位の電力消費実績を分析した先行研究はみられない。 

分析対象日 比較対象日

2011 年度 2011/12/1(木) ～ 2/29(水) 2010/12/2(木) ～ 3/2(水)
2012 2012/12/3(月) ～ 2/28(木) 12/6(月) ～ 3/3(木)

2013 2013/12/2(月) ～ 2/28(金) 12/6(月) ～ 3/4(金)

2014 2014/12/1(月) ～ 2/27(金) 12/6(月) ～ 3/4(金)
2015 2015/12/2(水) ～ 2/29(月) 12/1(水) ～ 2/28(月)
2016 2016/12/1(木) ～ 2/28(火) 12/2(木) ～ 3/1(火)

注）１．分析対象日は、２月末までを分析対象期間とする。

　　２．比較の都合により比較対象に翌月のデータを含む場合がある。

分析対象日 比較対象日

2011 年度 2011/12/1(木) ～ 2/29(水) 2010/12/2(木) ～ 3/2(水)
2012 2012/12/3(月) ～ 2/28(木) 2011/12/5(月) ～ 3/1(木)

2013 2013/12/2(月) ～ 2/28(金) 2012/12/3(月) ～ 3/1(金)

2014 2014/12/1(月) ～ 2/27(金) 2013/12/2(月) ～ 2/28(金)
2015 2015/12/1(火) ～ 2/29(月) 2014/12/2(火) ～ 3/2(月)
2016 2016/12/1(木) ～ 2/28(火) 2015/12/3(木) ～ 3/1(火)

注）１．分析対象日は、２月末までを分析対象期間とする。

　　２．比較の都合により比較対象に翌月のデータを含む場合がある。

分析対象日 比較対象日

2011 年度 2011/12/8(木) ～ 2/29(水) 12/1(木) ～ 2/22(水)
2012 2012/12/10(月) ～ 2/28(木) 12/3(月) ～ 2/21(木)

2013 2013/12/9(月) ～ 2/28(金) 12/2(月) ～ 2/21(金)

2014 2014/12/8(月) ～ 2/27(金) 12/1(月) ～ 2/20(金)
2015 2015/12/8(火) ～ 2/29(月) 12/1(火) ～ 2/22(月)
2016 2016/12/8(木) ～ 2/28(火) 12/1(木) ～ 2/21(火)

注）．分析対象日は、２月末までを分析対象期間とする。

　　２．比較の都合により比較対象に翌月のデータを含む場合がある。
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表 1 - 7 分析単位 

区分 分析単位 備考 

地方全体 
・東北地方 
・関東地方 

・新電力の需要家分を含む。 

 
電力会社の管内需要家
全体 

・東京電力需要家全体 
・東京電力需要家全体 

・新電力の需要家分は含まない。 
・2016年4月以降、電力会社HPでのデ
ータの公表は、されなくなった。 

 
 

 支店単位 ・県単位   （同上） 

   群馬県   － 
（支店単位に加えて） 
・2010年度実績（夏期、冬期に限る）が公
表されていた。 

   山梨県   － 
（支店単位に加えて） 
・2010 年度実績（夏期に限る）が公表さ
れていた。 

   東京 23区   － 
（支店単位に加えて） 
・2011 年以降について、夏期の１時間単
位での実績が公表されてきている。 

   
その他の地域 
（青森県～静岡
県東部） 

  － （支店単位に同じ） 

 

 

1.5.4 研究で使用した電力消費の実績データ 

（1） 利用可能な電力消費の実績データ 

 本研究では、電力広域的運営推進機関（旧 電力系統利用協議会）、電力会社、および地方自治

体がＨＰに掲載していた電力消費の実績データを取得し、分析で使用した。電力消費に関しての

利用可能なデータを一覧化すると表1 - 8となる。 

 

表 1 - 8 電力消費に関する利用可能なデータの一覧 

  
電力消費量 

（単位：万 kWh） 

日最大電力 

(単位:万 kW) 

電力消費 

(単位：万 kW) 

範囲 
公表主体 または 

出典 
月単位 日単位 日単位 １時間単位 ５分単位等 

 

地方全体 

 

電力広域的運営

推進機関（注１） 

○ 

協会 HP 

○ 

協会 HP 

○ 

協会 HP 

○ 

協会 HP 
─ 

電力会社の需要

家全体 

 

電力会社 

 

○ 

電力会社 HP 

○ 

電力会社 HP 

○ 

電力会社 HP 

○ 

電力会社 HP 

○ 

電力会社 HP 

電力会社の支店

単位（県単位に

相当） 

電力会社 ─ ─ 
○ 

電力会社 HP 

○ 

電力会社 HP 
─ 

 

 

 

各地方自治体の

統計書 

○ 

統計書 
─ ─ ─ ─ 

注）１．2015年 3月 31日までは、電力系統利用協議会により公表されていた。 
  ２．データがある場合には、○印を付した。 
  ３．○印の下に付した記述は、そのデータの情報源である。 
  ４．震災以降に公表されるようになったデータについては、下線を付した。 
  ５．2016年 4月以降、公表されなくなっているデータには、灰色を付した。 
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（2） 研究で使用した電力消費の実績データ 

 電力消費の実績データの分析にあたっては、表1 - 9に記載したデータを使用した。 

 

表 1 - 9 研究で使用したデータの一覧 

  対象期間 

対象地域 公表主体 2016年３月まで 2016年４月以降 

地方全体 

(関東地方､東北地方) 

電力広域的運

営推進機関 

・電力消費量（万kWh/日） 

・日最大電力（万kW） 

・ピークの発生時間 

・１時間単位での電力消費（万

kW） 

 

電力会社の需要家全体 

（東京電力需要家全体、東北

電力需要家全体） 

電力会社 
・１時間単位での電力消費（万

kW） 
（非公表となる） 

  
県単位 

（群馬県、山梨県など） 

電力会社 

自治体 

・日最大電力（万kW） 

・ピークの発生時間 
（非公表となる） 

   
東京 23区 

（夏期に限る） 
東京都板橋区 

・１時間単位での電力消費（万

kW） 
（同左） 

 

 

 支店単位のデータが取得できている期間は、2012年１月～2016年３月である。支店単位での日

最大電力のデータについて、電力会社では、自社ＨＰに前日の実績のみ掲載していた。その掲載

方法は、データの上書き方式によるものであった。このため、過去の実績については電力会社の

ＨＰからデータを遡及取得することはできなかった。 

 一部の自治体（群馬県、茨城県、神奈川県、山梨県、東京都板橋区など）では、独自に電力会

社の地元支店より実績データを入手し各自治体ＨＰに掲載していた。県単位での過去のデータに

ついては、この自治体公表データを用いて補間した。東京都板橋区では、自区ＨＰにて東京 23

区での夏期の実績を2016年夏期も引き続き公表していた。 

 なお、電力会社の管内需要家全体でのデータおよび電力会社の支店単位でのデータは、電力会

社ＨＰでは、2016年４月以降は公表されなくなった。 

 

 

（3） 研究で使用した日最大電力の実績データの増減要素 

 本研究で使用した電力会社需要家全体および県単位の日最大電力のデータの減少分には、節電

による影響（減少）によるものと、需要家による電力の購入先の変更（電力会社からの離脱によ

る減少）によるものとが含まれている。新電力からの電力の購入分は徐々に増加してきており、

年次比較にあたっては特に注意する必要がある。 

 また、東京電力公表の支店単位の日最大電力のデータのうち2015年度のみについては、一般家

庭等での太陽光発電設備による実績（自家発電分のうちの自家消費分）が反映（上乗せ）されて

いた。このため、県単位での日最大電力の数値は、前年までと比べて集計範囲が拡大していた。

年次比較にあたっては、この点にも注意する必要がある。 

 一方、東北電力公表の支店単位の日最大電力のデータには、一般家庭等での太陽光発電設備に

よる実績（自家消費分）は加味（上乗せ）されていなかった。 
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 研究で使用した日最大電力のデータの増減要素を列記すると表1 - 10となる。 

 

表 1 - 10 分析で使用した日最大電力の実績データの増減要素 

減少要素 増加要素 

・家電等の機器使用の抑制 
・家電等の使用停止・廃棄 
・省電力型機器への買い換え 
・電力の購入先の新電力への変更（電力会
社からの離脱） 
・自家発電設備または太陽光発電設備によ
る電力の自給 
・家電等の使用時間の変更（ピークシフト） 
・ガス・灯油等を燃料とする機器への転換
（特に冬期の暖房・給湯用）   

・太陽光発電設備を持つ住宅等からの電力
の購入（ただし、東京電力管内の県単位で
の2015年4月～2016年3月のデータに限
る） 
・揚水発電による電力消費 
   

 

 

（4） 自治体での電力消費の実績データの活用状況 

 震災以降に公表されていた支店単位での日最大電力の実績データの活用状況をみると、群馬県9、

茨城県10、神奈川県11、山梨県12等の自治体では、電力会社の各支店より実績データを入手し、各

自治体ＨＰに時系列の表またはグラフで日単位での日最大電力の実績を掲載していた。これらで

のデータの活用方法をみると、各季節単位でみた最大ピークベースでの比較および前年の同月同

週同曜日との数表形式での比較がなされていた。これらでは、気温情報が併記されている場合が

あるものの、気温変動による影響を考慮した節電状況に関する情報は加味されていなかった。 

 

 

1.5.5 気温情報の活用方法 

（1） 研究で使用した気温情報 

 本研究での気温変動と日最大電力との関係性の分析にあたって、気温変動については気象庁観

測データを使用した。東京23区、東京電力需要家全体および関東地方については東京（東京管区

気象台）、東北電力需要家全体および東北地方については仙台（仙台管区気象台）、群馬県では前

橋（前橋地方気象台）、山梨県では甲府（甲府地方気象台）での観測値を代表値として使用した。 

 また、県単位での分析にあたっては、各県庁所在都市の気象台等での観測値を使用した。なお、

埼玉県については熊谷（熊谷地方気象台）、多摩地域については府中（アメダス観測値）、静岡県

東部については三島（三島特別地域気象観測所）での観測値を使用した。 

 気温変動の指標は、夏期は日最高気温、冬期は日平均気温を使用した。 

 

                            
9 群馬県「平成23年度の節電対策」ウェブサイト，http://www.pref.gunma.jp/cate_list/ct0000 5413.h 

tml （2015年 12月 25日取得） 
10 茨城県「茨城県内の電力使用状況」ウェブサイト，http://www.ecoibaraki.net/electricity/ （2015

年 12月 25日取得） 
11 神奈川県「神奈川県の電力・節電対策」ウェブサイト，http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f300515/ （20 

15年 12月 25日取得） 
12 山梨県「やまなし省エネ県民運動」ウェブサイト，http://www.pref.yamanashi.jp/energy-seisaku /syo 

uenekenminundou.html （2015年 12月 25日取得） 
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（2） 気温変動と電力消費との関係性の分析にあたっての課題 

 電力消費と気温変動との関係性の分析にあたって、先行研究では特定地点（例えば、関東地方

の場合には東京、東北地方では仙台）での気温の気象庁観測値を代表値として用いるケースが多

い。東京や仙台等の代表都市での気象情報を用いて広域での電力消費の実績データを分析するに

あたっては、その代表性の面で懸念があり、気温の設定方法は課題の1つとして指摘されている

（灰田・武藤1996ほか）。電力消費と気温変動との関係性の分析にあたっての誤差の１要素とし

て、この特定地点の気温情報への依存による影響があることに注意する必要がある。 

 なお、この点に関して先行研究（灰田・武藤1996ほか）では、地域別の電力需要や昼間人口等

を用いて気温を加重平均するなどの改良を行っている（表 1 - 11）。しかしながら、本研究では

新電力も含めた電力消費の県単位における同一時間帯での実績は不明であることを考慮し、この

補正は行っていない。 

 

表 1 - 11 気温情報の加工を行っている先行研究 

先行研究 気温情報の加工方法 

 
灰田・武藤（1996） 

・電力会社需要家全体を対象とした電力需要の予測にあたって、主
要都市（合計９都市）の気象情報を各地域の供給量により加重平均
して使用している。 

 
後藤ほか（2004） 

・電力会社需要家全体を対象とした電力需要の予測にあたって、地
域毎の気温情報を各地域の販売電力量により加重平均して使用し
ている。 

 
水谷ほか（2005） 

・電力需要の予測にあたっての多地点の気象情報の活用方法につ
いて検討している。 
・報告では、2000～2003年の平日での分析結果が紹介されている。 
・検討時の比較ケースとして下記の指標により支店別（８区分あり）の
気象情報（日最高気温）を使用している。 

   －単純平均 
   －支店別の電力需要の比率で加重平均 

 
橘高・宮崎（2014） 

・関東地方における電力消費の実績の分析にあたって、市町村単位
の人口指標で重み付けした平均気温を使用している。 
・重み付けに用いる人口指標としては、昼間人口、夜間人口の指標を
使用している。 

 

 

（3） 県庁所在都市等の気温の相関状況 

 県単位での分析にあたって使用する県庁所在都市等で観測された日最高気温の都市間での相関

を夏期についてみると、東北地方では、関東地方に比べて相関が低い。また、関東地方内では、

甲府および三島は、他都市との相関が低い。先行研究では、東北地方または東北電力需要家全体

を分析対象とする場合、仙台での観測値を代表値として使用する場合があるが、都市間の気温の

相関を考慮すると、仙台での観測値を使用するにあたってはその代表性に懸念が残る。東北地方

または東北電力需要家全体での分析にあたっては、この点にも注意する必要がある。 

 同様に、冬期について日平均気温の指標でみた相関状況をみると、夏期とは異なり、東北地方

と関東地方では同程度の状況にある。ただし、甲府および三島は、冬期においても他地域との相

関が低い。 

 以下では、例として直近の2016年度における気温の相関の実績を記載した（表1 - 12、表1 - 

13）。 
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表 1 - 12 県庁所在都市等での日最高気温の相関（2016 年夏期） 

 

 

 

表 1 - 13 県庁所在都市等での日平均気温の相関（2016 年度冬期） 

 

 

  

2016年度、夏期
青森 秋田 盛岡 仙台 山形 福島 新潟 前橋 宇都宮 水戸 熊谷 千葉 東京 府中 横浜 甲府 三島

青森 ─

秋田 0.700 ─
盛岡 0.741 0.800 ─
仙台 0.547 0.386 0.681 ─
山形 0.661 0.614 0.768 0.835 ─
福島 0.490 0.275 0.608 0.905 0.825 ─
新潟 0.486 0.730 0.572 0.474 0.687 0.450 ─

前橋 0.258 0.018 0.403 0.731 0.558 0.763 0.190 ─

宇都宮 0.357 0.184 0.503 0.795 0.621 0.806 0.335 0.926 ─
水戸 0.391 0.192 0.482 0.825 0.647 0.794 0.387 0.805 0.885 ─
熊谷 0.242 0.001 0.387 0.731 0.530 0.770 0.186 0.974 0.943 0.845 ─
千葉 0.248 0.081 0.381 0.717 0.538 0.707 0.233 0.874 0.879 0.859 0.879 ─
東京 0.272 0.045 0.383 0.697 0.546 0.722 0.205 0.912 0.885 0.857 0.921 0.944 ─
府中 0.241 0.029 0.387 0.694 0.518 0.730 0.190 0.926 0.906 0.867 0.943 0.933 0.979 ─
横浜 0.290 0.107 0.394 0.716 0.567 0.727 0.243 0.889 0.873 0.853 0.892 0.944 0.969 0.962 ─
甲府 0.107 0.011 0.246 0.496 0.405 0.496 0.087 0.823 0.733 0.591 0.789 0.729 0.768 0.765 0.755 ─
三島 0.290 0.261 0.500 0.714 0.600 0.650 0.329 0.803 0.831 0.741 0.784 0.835 0.806 0.804 0.847 0.747 ─

注)1.日最高気温で算出した相関係数の凡例と該当データ数

相関係数Ｒ2 0.85以上

0.7～0.85
0.5～0.7
0.5未満

データ数

　 2.対象期間 2016/7/1 (金)～2016/8/31 (水)

21

26

18 2

1

6
8

6

甲府,三島を除く凡例
東北地方 関東地方

26

1

0

45

0

0

28

2016年度、冬期
青森 秋田 盛岡 仙台 山形 福島 新潟 前橋 宇都宮 水戸 熊谷 千葉 東京 府中 横浜 甲府 三島

青森 ─

秋田 0.894 ─
盛岡 0.881 0.958 ─
仙台 0.858 0.924 0.927 ─
山形 0.824 0.924 0.943 0.945 ─
福島 0.800 0.887 0.899 0.956 0.913 ─
新潟 0.790 0.873 0.862 0.898 0.884 0.926 ─

前橋 0.646 0.812 0.813 0.871 0.824 0.902 0.860 ─

宇都宮 0.639 0.763 0.763 0.864 0.782 0.875 0.806 0.935 ─
水戸 0.647 0.757 0.751 0.862 0.764 0.870 0.794 0.903 0.978 ─
熊谷 0.584 0.759 0.770 0.821 0.776 0.861 0.792 0.962 0.939 0.905 ─
千葉 0.589 0.719 0.717 0.813 0.728 0.845 0.778 0.907 0.923 0.928 0.900 ─
東京 0.580 0.725 0.733 0.821 0.743 0.853 0.779 0.929 0.945 0.940 0.937 0.984 ─
府中 0.579 0.726 0.741 0.821 0.741 0.854 0.783 0.935 0.966 0.952 0.949 0.954 0.981 ─
横浜 0.594 0.730 0.735 0.824 0.741 0.848 0.783 0.926 0.934 0.931 0.912 0.988 0.988 0.967 ─
甲府 0.335 0.502 0.509 0.579 0.542 0.621 0.571 0.778 0.828 0.803 0.825 0.759 0.800 0.828 0.771 ─
三島 0.426 0.578 0.589 0.680 0.614 0.706 0.640 0.826 0.884 0.877 0.810 0.868 0.876 0.877 0.882 0.846 ─

注)1.日平均気温で算出した相関係数の凡例と該当データ数

相関係数Ｒ2 0.85以上

0.7～0.85
0.5～0.7
0.5未満

データ数

　 2.対象期間 2016/12/1 (木)～2017/2/28 (火)

21

34

11 0

18

3
0

0

甲府,三島を除く凡例
東北地方 関東地方

28

0

0

45

0

0

28
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1.6 分析にあたっての留意事項 

1.6.1 2010 年度以降の天候の報告 

（1） 夏期の天候の報告 

 電力需要は気温変動による影響を大きく受けており、電力消費の実績データの分析にあたって

は、気象動向を確認しておく必要がある。気象庁では、毎年９月上旬にその夏（６～８月）の天

候を報告している。2010年から2016年にかけての夏期の報告をみると、2010年夏期の気温は過

去最も高い水準であった（表1 - 14）。翌年以降、2010年を上回る暑さであったとする報告はな

い。 

 また、夏期全体でみた暑さについては、ＣＤＤ（単位は℃･日）により把握することができる。

ＣＤＤ（Cooling Degree Day、冷房度日）は、冷房が必要とされる夏期における冷房需要の指標

である。2010年以降における東京、仙台でのＣＤＤ24の推移（図1 - 7）をみると、2011年夏は、

前年に比べて暑さは厳しくなかったと考えられる。なお、ＣＤＤの算出にあたっての基準とする

温度は24℃とし、１時間単位のデータから算出している。 

 また、日単位でのＣＤＤの推移をみると、2010年夏期は、７～８月全体でみたＣＤＤが最も高

く、2010～2016年の中で最も暑さが厳しかったと考えられる。一方、2016年夏期はＣＤＤが最も

少なく、暑さは厳しくなかったと考えられる（図1 - 8）。 

 

表 1 - 14 気象庁による夏（６～８月）の天候の報告 

対象年 概要（東日本地域を中心に記載） 

2010年 
・夏の平均気温は、北日本から西日本にかけてかなり高く、北日本と東
日本は1946年以降で最も高かった。 

2011 
・夏の平均気温は全国的に高かった。かなり高い時期もあり、気温の変
動が大きかった。7月新潟・福島豪雨が発生した。 

2012 ・北日本から西日本では暑夏となり、猛暑日となった所もあった。 

2013 ・全国的に高温で、東・西日本、沖縄・奄美ではかなり高かった。 

2014 
・夏の平均気温は西日本で低かった一方、北日本、東日本、沖縄・奄美
で高かった。 

2015 ・気温の高い時期と低い時期があった東日本では平年並だった。 

2016 

・全国的に夏の平均気温は高かった。 
・7 月の東日本では、月の前半は暖かい空気に覆われて高温だった
が、月の後半は冷たく湿った東よりの風の影響で低温となる時期があ
り、気温の変動が大きかった。 

出所）気象庁「夏（6～8月）の天候」等より作成。 
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図 1 - 7 期間全体でみたＣＤＤ24の積算値の年次推移（東京、仙台） 

 

 

図 1 - 8 ＣＤＤ24の日別積算値の年次推移（東京、７～８月、2010-2016 年度） 

 

（2） 冬期の天候の報告 

 夏期と同様に、2010年度から2016年度にかけての気象庁による冬の天候の報告をみると、2011

年度は、前年よりも寒さが厳しかった。2011～2014年度は、４年連続で寒さが厳しかった（表1 - 

15）。 

 冬の寒さについては、ＨＤＤ（単位は℃･日）により把握することができる。ＨＤＤ（Heating 

Degree Day、暖房度日）は、暖房が必要とされる冬期における暖房需要の指標である。東京およ

び仙台でのＨＤＤ18の推移（図1 - 9）をみると、気象庁報告のとおり、2011年度はいずれの都

市においても前年度に比べＨＤＤ18が増加しており、寒さが厳しい状況であった。なお、ＨＤＤ

の算出にあたって基準とする温度は18℃とし、１時間単位のデータから算出している。 

 また、日単位でのＨＤＤの推移をみると、2016年度冬期は、12～２月全体でみたＨＤＤが最も

高く、2010～2016年の中で最も寒さが厳しかったと考えられる（図1 - 10）。 

 

  

CDD（単位：℃･日） 　

注）１． 算出対象期間は、各年7/1～8/31である。
２． １時間単位の気温を用いて、基準とする温度との差より積算した。
３． 基準とする温度は、24℃とした。
４． 2011年度は、比較のため黒色を付した。
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表 1 - 15 気象庁による冬（12～２月）の天候の報告 

対象年度 概要（東日本地域を中心に記載） 

2010年度 ・ほぼ全国で気温が低く日本海側では広い範囲で大雪になった。 

2011 
・冬型の気圧配置が強く寒気の影響を受けやすかったため、北日本から西
日本にかけて冬の平均気温が低かった（ここ 10 年間では、北日本では今
冬が最も低く、東・西日本では2006年冬に次いで低かった）。 

2012 ・北・東日本では2年連続、西日本では3年連続の寒冬となった。 

2013 ・東日本では3年連続の寒冬となった。 

2014 ・東日本では4年連続の寒冬だった。 

2015 

・冬型の気圧配置は長続きしなかったため、全国的に気温が高く暖冬とな
った。特に、東・西日本の冬の気温はかなり高かった。 
・12 月については、全国的に気温がかなり高く、東日本では平年差+1.9℃
で 12月として 1位の高温（統計開始1946年）となった。 

2016 
・全国的に暖冬となった。東日本以西では冬の後半に低温となる時期があ
り、気温の変動が大きかった。 

出所）気象庁「冬（12～２月）の天候」より作成。 

 

 

図 1 - 9 期間全体でみたＨＤＤ18の積算値の年次推移（東京、仙台） 

 

 

図 1 - 10 ＨＤＤ18の日別積算値の年次推移（東京、12～２月、2010-2016 年度） 

  

HDD（単位：℃･日） 　

注）１． 算出対象期間は、各年12/1～2/28、または、2/29である。
２． １時間単位の気温を用いて、基準とする温度との差より積算した。
３． 基準とする温度は、18℃とした。
４． 2011年度は、比較のため黒色を付した。
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1.6.2 東日本地域での新電力の需要動向 

 電力消費の実績データとしては、各電力会社の需要家全体の数値に加えて、電力広域的運営推

進機関が公表している新電力の需要家分も含めた電力会社の供給管内全体に相当する地方全体

（東北地方、関東地方）の数値が取得できる。この地方全体の実績から電力会社需要家全体での

実績を差し引いた数値より新電力の需要家分を算出することができる。なお、両者の日最大電力

が生じるピークの発生時間帯は、ほぼ一致している。販売電力量ベースと日最大電力ベース、こ

れら２つの指標で把握することができる。ここでは、日最大電力ベースでみている。 

 日最大電力ベースでみた関東地方での新電力による販売実績の年次推移（平日に限る、図1 - 11）

をみると、徐々に増加してきていた。2015年度半ばの時点では、東京電力需要家全体に対して12％

程度の水準に達していた。震災直後の2011年度期首の時点では４％ほどであり、８％程度増加し

ていた。新電力からの電力購入が増加してきており、減少率の年次比較にあたっては、新電力に

よる需要家分も含んだデータである電力広域的運営推進機関が公表する関東地方での実績値を用

いた算出が妥当と考えられる。同様に、東北地方での新電力による実績の年次推移（図 1 - 12）

をみると、震災以降、2014年度半ばまでは概ね横ばいであった。比率でみると、東北電力需要家

全体に対して１％程度で推移していた。その後は、増加に転じていた。 

 

 
出所）電力広域的運営推進機関および電力会社公表データより作成。（出所の記載のないものは、以下同じ） 

図 1 - 11 新電力の需要実績とシェアの推移（関東地方、日最大電力ベース） 

 

 

図 1 - 12 新電力の需要実績とシェアの推移（東北地方、日最大電力ベース） 
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1.6.3 日最大電力の年間推移でみた地方全体と電力会社需要家全体との比較 

 関東地方および東北地方について、地方全体と電力会社需要家全体でみた日最大電力の推移を

比較すると、両者はほぼ同様な動きを示している（図1 - 13～図1 - 16）。 

 上記ならびに2011年度以降における日最大電力の減少分には、新電力への電力の購入先の変更

による減少が含まれていることを踏まえ、次章以降での年次比較にあたっては、地方全体を主た

る分析対象とする。 

 

 

図 1 - 13 関東地方と東京電力需要家全体での日最大電力の推移（2011 年度） 

 

図 1 - 14 関東地方と東京電力需要家全体での日最大電力の推移（2015 年度） 

 

図 1 - 15 東北地方と東北電力需要家全体での日最大電力の推移（2011 年度） 
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図 1 - 16 東北地方と東北電力需要家全体での日最大電力の推移（2015 年度） 

 

 

1.6.4 日最大電力の実績データの分析にあたっての留意事項 

 本節では、第４章以降での日最大電力の実績データの分析にあたって踏まえるべき留意事項と

して、下記を明らかにした（表1 - 16）。 

 

表 1 - 16 電力消費の実績データの分析にあたっての留意事項 

・関東地方および東北地方ともに、新電力による販売電力量は徐々に増加してきて

いた。電力消費の実績データの分析にあたっては、新電力への電力の購入先の変

更（電力会社からの離脱）による影響を考慮する必要がある。 

・2012年度以降における年次比較にあたっては、新電力の需要家分も含めた実績で

ある地方全体（関東地方、東北地方）を主たる分析の対象として扱うことが望ま

しい。 

・新電力による影響が大きくなり始める時期は、電力会社により異なる。東京電力

需要家全体では2013年度以降、東北電力需要家全体では2014年度以降である。 

・新電力への離脱による影響が東京電力および東北電力需要家全体に共通して小さ

いのは、2012年度までである。 

・県庁所在都市等の気象観測面で各県を代表する都市の気温の相関をみると、日最

高気温でみた東北地方の夏期は、相関がやや低い。日平均気温でみた冬期は、東

北地方および関東地方ともに十分に高い。なお、夏期・冬期ともに、甲府、三島

での気温は、他の関東地方の都市との相関がやや低い。 

 

 

1.7 用語の定義 

1.7.1 研究の方法関係 

・東日本地域 

 本研究では、東京電力および東北電力の供給管内に相当する地域をそれぞれ関東地方（山梨県

および静岡県東部を含む）、東北地方（新潟県を含む）と呼ぶ。また、両地方を合わせて「東日本

地域」と呼ぶ。 
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・県単位 

 東京電力と東北電力では、支店単位での日単位でみた日最大電力の実績データを自社ＨＰに掲

載していた。支店単位は、概ね県単位に相当する。本研究では、支店単位を「県単位」と呼び、

分析単位の１類型とした。 

 東京電力による公表データでは、東京都内については、東京23区と多摩地域の２つに区分され

ていた。静岡県内については、富士川以東の東京電力供給管内のみの実績であるため、本研究で

は「静岡県東部」と呼ぶ。 

 

・同月同週同曜日比較、前週同曜日比較、前日比較 

 本研究では、分析対象年と比較対象年の同月同週同曜日との日最大電力の実績データの比較を

行った。本研究では、この比較方法を「同月同週同曜日比較」と呼ぶ。東京電力では、自社ＨＰ13

にて同月同週同曜日の比較日を掲載していた。 

 また、前週同曜日または前日の日最大電力の実績データと比較する方法をそれぞれ「前週同曜

日比較」、「前日比較」と呼ぶ。前日比較にあたっては、平日のみを対象とし、月曜の場合は前週

金曜を比較対象とした。 

 

 

1.7.2 電力関係 

・日最大電力 

 本研究では、１時間単位でみた１日の電力消費の中での最大値を「日最大電力」と呼ぶ。公表

データの単位は、万kWである。なお、先行研究では、この指標をピーク時電力消費、最大電力需

要と呼ぶ場合もある。 

 

・省電力 

 本研究では、１日を通じた中での電力消費量（単位は kWh）を抑制することを「省電力」と呼

ぶ。 

 

・節電 

 本研究では、日最大電力を抑制することを「節電」と呼ぶ。１日を通じた電力消費量の削減（省

電力、単位はkWh）とは区別している。 

 

・減少率 

 日最大電力の減少分は、需要家による能動的な節電行為のみによるものではないことを考慮し、

その減少分の比率を「減少率」と呼ぶ。なお、先行研究では、節電率と呼ぶ場合もある。 

 

・電力会社 

 電力会社という場合、一般に電気事業法が規定する一般電気事業者を指す。本研究でも一般電

気事業者を「電力会社」と呼ぶ。 

                            
13 東京電力ホームページ http://www.tepco.co.jp/forecast/html/explain-j.html# diary-list 

（2015/11/3確認） 
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・新電力 

 新電力とは、一般電気事業者が有する電線路を通じて電力供給を行う小売自由化部門への新規

参入事業者（特定規模電気事業者）の総称である。本研究では、一般電気事業者（電力会社）と

区分するために「新電力」の総称を使用する。 

 

・電力会社需要家全体 

 電力の購入は、電力会社から購入する場合と、新電力から購入する場合とに区分される。電力

会社からの購入分と新電力からの購入分とを区別するために、本研究では、電力会社から電力を

購入する需要家全体を「電力会社需要家全体」と呼ぶ。 

 

・気温感応度 

 電力需要は気温と密接な関係にあることが指摘されてきている（電気事業連合会 2010）。気温

が１℃上昇した場合の電力需要への影響は、「気温感応度」と呼ばれている（電気事業連合会2014）。

この定義を踏襲し、本研究では、日最高気温（夏期）または日平均気温（冬期）に対する日最大

電力への影響を「気温感応度」と呼ぶ。本研究で分析した気温感応度は、日最大電力を対象とし

た気温感応度である。単位は、万kW／℃である。 

 

 

1.7.3 気温変動関係 

・気温 

 気象庁が公表する毎正時の気温は、その時刻前１分間における10秒ごとの観測値の平均である。

例えば、「12時の気温」として表示されている気温は、11時 59分から12時00分に観測された気

温の平均である（表1 - 17）。 

 

表 1 - 17 気象庁が観測する主な気温指標 

指標 気温の計測間隔、計測方法等 

日平均気温 毎正時の気温（１時～24時の 24回）の平均値。 

日最高気温 任意の時分に観測された気温の最大値。 

日最低気温 任意の時分に観測された気温の最小値。 

１時間単位での気温 毎正時（１時、２時など）における気温の観測値。 

出所）気象庁「天気予報等で用いる用語」等を参考に作成。 

 

・日平均気温 

 気象庁が公表する日平均気温は、１時から24時までの毎正時24回の観測値の平均である。 

 

・日最高気温 

 ０時から24時までに観測された気温の中での最高値である。 
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・ＣＤＤ 

 ＣＤＤは、Cooling Degree Dayの略称である。冷房度日、冷房デグリー・デイと呼ぶ場合もあ

る。冷房が必要とされる夏期における冷房需要の指標である。基準とする温度と気温との差分の

積算値である。建築環境・建築設備等の分野で使用されてきている指標の１つである。単位は、℃･

日である。日平均気温から算出する方法と１時間単位の毎正時気温から算出する方法が考えられ

る（表1 - 18）。本研究では基準とする温度を24℃とし、１時間単位の毎正時気温から算出した。 

 

表 1 - 18 ＣＤＤ算出にあたっての基準温度の設定例 

 
基準とする温度 
（算出条件） 

備考、先行研究での採用例 

例 1 
24℃ 

(日平均気温が 24℃以上） 

日平均気温が 24℃以上の日を冷房期間とする。「夏
季の場合、室内外の温度差はほとんどないため、基
準とする温度が保持しようとする温度に相当する」とし
ている（国立天文台 1997）。 

例 2 
22℃ 

(日平均気温が 24℃以上) 
省エネルギーセンター「エネルギー・経済統計要覧」 
、西尾・大藤（2012） 

注）1．上記での参考事例は、いずれも日平均気温より算出している。 
  2．日平均気温を超える日のみを対象とする 

 

・ＨＤＤ 

 ＨＤＤは、Heating Degree Dayの略称である。暖房度日、暖房デグリー・デイと呼ぶ場合もあ

る。暖房が必要とされる冬期における暖房需要の指標である。算出方法は、ＣＤＤと同様に、基

準とする温度と気温との差分の積算値である。ただし、基準とする温度は夏期とは異なる場合が

多い。単位は、℃･日である。ＣＤＤと同様に、日平均気温から算出する方法と、１時間単位の毎

正時気温から算出する方法が考えられる（表1 - 19）。本研究では基準とする温度を18℃とし、

１時間単位の毎正時気温から算出した。 

 

表 1 - 19 ＨＤＤ算出にあたっての基準温度の設定例 

 
基準とする温度 
（算出条件） 

備考、先行研究での採用例 

 例 1 
14℃ 

(日平均気温が 10℃以下) 

日平均気温が 10℃以下の日を暖房期間とする。「冬季
の場合、暖房以外の熱により室内外の温度差がコンクリ
ート建物で６℃位、木造建物で４℃位あるとされる。この
ため、基準温度 14℃といっても、保持しようとする温度
は、コンクリート建物で 20℃位、木造建物で 18℃位に相
当する。」としている（国立天文台 1997）。 

 例 2 
14℃ 

(日平均気温が 14℃以下) 
省エネルギーセンター「エネルギー・経済統計要覧」（各
年版）、西尾・大藤（2012） 

 例 3 
18℃ 

(日平均気温が 18℃以下) 

小島・吉村（1959）、「住宅に係るエネルギーの使用の合
理化に関する建築主の判断の基準」（2006年告示）での
使用値。 

 例 4 20℃ 
武政・小玉（1992）、「札幌版次世代住宅基準技術解説
書」（2013年 4月版）での使用値。 

注）1．上記例は、いずれも日平均気温より算出している。 
  2．データの抽出条件により、日平均気温を超える日のみが対象となる。 
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1.7.4 データ分析関係 

・相関係数Ｒ2 

 回帰式の精度を表す指標の１つである。目的変数の動きが説明変数によってどの程度説明でき

ているかを表す指標である。１に近いほど関係性が強いことを示す。本研究では、相関係数Ｒ2

と呼ぶ。 

 

・自由度調整済決定係数ｒ2 

 回帰式の精度を表す指標の１つである。標本データを対象とし、自由度で補正した指標である。

１に近いほど関係性が強いことを示す。本研究では、決定係数ｒ2とも呼ぶ。 

 

・t値 

 個々の説明変数の係数や定数項による影響の大きさを表す指標（確からしさの度合い）である。

絶対値が大きいほど影響が強いことを示す。一般にt値の絶対値が2より大きい場合、その説明

変数は目的変数と関係性ありと判断される。 

 

・p値 

 個々の説明変数の係数や定数項の有意確率（偶然である確率）を表す有意水準の指標である。

数値が小さいほど係数や定数項が偶然ではないことを示す。 

 本研究での図表では、ｐ値が１％未満である場合に***、ｐ値が５％未満である場合に**、ｐ値

が10％未満である場合に*の記号を付している。 
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第2章 地方全体、電力会社需要家全体、および県単位でみた日最大電力の

動向 
 

2.1 本章の目的 

 本章では、公表された電力消費の実績データを用いて、地方全体（関東地方、東北地方）、電力

会社需要家全体（東京電力需要家全体、東北電力需要家全体）、および県単位での日最大電力の実

態と動向を明らかにする。 

 

 

2.2 研究の方法 

2.2.1 分析対象地域と分析単位 

 分析対象地域は、東京電力および東北電力の供給管内である東日本地域である。分析は、地方

全体、電力会社需要家全体、および県単位で行った。 

 なお、電力会社需要家全体および県単位の数値は、新電力の需要家分は含まない実績である。

このため、第１章で記載のとおり、電力会社需要家全体および県単位での実績データの減少分の

中には、電力の購入先の新電力への変更（電力会社からの離脱）による電力会社からの購入電力

の減少分が含まれていることに注意する必要がある。 

 

 

2.2.2 分析対象期間 

 本章での分析対象期間は、2011～2016年度とし、電力消費の実態と動向を散布図または時系列

グラフで記載した。なお分析にあたっては、必要に応じて、他年度との差異の有無を確認し記述

した。なおグラフでは、得られているデータの制約から、関東地方では2012年度、東北地方では

2015年度の実績を例として記載した。 

 

 

2.3 日最大電力の最大ピーク値の年次推移 

2.3.1 地方全体および電力会社需要家全体でみた日最大電力の最大ピーク値の年次推移 

 2011年以降における夏期の日最大電力の最大ピーク値の年次推移をみると、関東地方、東北地

方ともに、2011 年は大きく減少した。しかしながら 2012 年以降は増加に反転し、その後徐々に

増加が続いてきていた。なお、直近の2016年は前年に比べ減少となっている。 

 同様に、冬期についてみると、関東地方では 2013 年度に増加が見られるものの、2012 年度の

水準の概ね横這いの状況にある。東北地方では、2015年度に減少がみられるものの概ね微増の状

況にある（図2 - 1、図 2 - 2、表2 - 1表 2 - 2）。 
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図 2 - 1 日最大電力の最大ピーク値の年次推移（関東地方） 

 

 

 

図 2 - 2 日最大電力の最大ピーク値の年次推移（東北地方） 

 

  

2010年度実績に対する ■夏期 関東地方
日最大電力の最大値（単位：万kW） 日最大電力の減少率 日最大電力

の最大値
(単位:万kW)

2010 年度 6,253 - -
2011 5,161 17.5% -17.5%
2012 5,353 14.4% 3.7%
2013 5,436 13.1% 1.6%
2014 5,426 13.2% -0.2%
2015 5,587 10.7% 3.0%
2016 5,332 14.7% -4.6%
■冬期

日最大電力
の最大値

(単位:万kW)
2010 年度 5,371 - -

2011 5,179 3.6% -3.6%
2012 4,988 7.1% -3.7%
2013 5,241 2.4% 5.1%

注）１．震災以降の棒グラフには、灰色を付した。 2014 5,103 5.0% -2.6%
　　２．夏期は7～9月、冬期は12～2月とした。 2015 4,976 7.4% -2.5%

2016 4,957 7.7% -0.4%
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2010年度実績に対する ■夏期 東北地方
日最大電力の最大値（単位：万kW） 日最大電力の減少率 日最大電力

の最大値
(単位:万kW)

2010 年度 1,571 - -
2011 1,260 19.8% -19.8%
2012 1,379 12.2% 9.4%
2013 1,334 15.0% -3.2%
2014 1,378 12.3% 3.3%
2015 1,434 8.7% 4.1%
2016 1,283 18.3% -10.5%
■冬期

日最大電力
の最大値

(単位:万kW)
2010 年度 1,485 - -

2011 1,377 7.2% -7.2%
2012 1,390 6.3% 0.9%
2013 1,409 5.1% 1.3%

注）１．震災以降の棒グラフには、灰色を付した。 2014 1,418 4.5% 0.6%
　　２．夏期は7～9月、冬期は12～2月とした。 2015 1,355 8.7% -4.4%

2016 1,418 4.5% 4.7%
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表 2 - 1 日最大電力の最大ピーク値の年次推移（夏期） 

 

 

 

 

表 2 - 2 日最大電力の最大ピーク値の年次推移（冬期） 

 

 

  

（単位：万kW）
夏期（7/1～8/31） 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度

震災前 震災後
関東地方 6,253 5,161 5,353 5,436 5,426 5,587 5,332

前年度比 - 17.5% ▲3.7% ▲1.6% 0.2% ▲3.0% 4.6%
ピーク発生日 10/7/23 11/8/18 12/8/30 13/8/9 14/8/5 15/8/7 16/8/9

曜日 金 木 木 金 火 金 火
東京電力需要家全体 5,999 4,922 5,078 5,093 4,980 4,957 -

前年度比 - 18.0% ▲3.2% ▲0.3% 2.2% 0.5% -
ピーク発生日 10/7/23 11/8/18 12/8/30 13/8/9 14/8/5 15/8/7 -

曜日 金 木 木 金 火 金

■関東地方

（単位：万kW）
夏期（7/1～8/31） 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度

震災前 震災後
東北地方 1,571 1,260 1,379 1,334 1,378 1,434 1,283

前年度比 - 19.8% ▲9.4% 3.2% ▲3.3% ▲4.1% 10.5%
ピーク発生日 10/8/5 11/8/9 12/8/22 13/8/19 14/8/5 15/8/6 16/8/5

曜日 木 火 水 月 火 木 金
東北電力需要家全体 1,557 1,246 1,359 1,312 1,355 1,400 -

前年度比 - 20.0% ▲9.1% 3.5% ▲3.3% ▲3.3% -
ピーク発生日 10/8/5 11/8/9 12/8/22 13/8/19 14/8/5 15/8/6 -

曜日 木 火 水 月 火 木
注）１．対前年度比で増加に転じた地域については、灰色を付した。
　　２．対前年度比は、減少している場合はプラス、増加している場合はマイナス（▲）で記載した。

■東北地方

（単位：万kW）
冬期（12/1～2/29） 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度

震災前 震災後
関東地方 5,371 5,179 4,988 5,241 5,103 4,976 4,957

前年度比 - 3.6% 3.7% ▲5.1% 2.6% 2.5% 0.4%
ピーク発生日 11/2/14 12/1/20 13/2/19 14/2/14 15/1/30 16/1/18 17/2/9

曜日 月 金 火 金 金 月 木
東京電力需要家全体 5,150 4,966 4,743 4,943 4,667 4,450 -

前年度比 - 3.6% 4.5% ▲4.2% 5.6% 4.6% -
ピーク発生日 11/2/14 12/1/20 13/2/19 14/2/14 15/2/5 16/1/18 -

曜日 月 金 火 金 木 月

■関東地方

（単位：万kW）
冬期（12/1～2/29） 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度

震災前 震災後
東北地方 1,485 1,377 1,390 1,409 1,418 1,355 1,418

前年度比 - 7.2% ▲0.9% ▲1.3% ▲0.6% 4.4% ▲4.7%
ピーク発生日 11/1/20 12/2/2 13/1/18 14/2/5 14/12/17 16/1/25 17/1/24

曜日 木 木 金 水 水 月 火
東北電力需要家全体 1,470 1,362 1,372 1,395 1,393 1,310 -

前年度比 - 7.3% ▲0.7% ▲1.7% 0.1% 6.0% -
ピーク発生日 11/1/20 12/2/2 13/1/18 14/2/5 14/12/17 16/1/25 -

曜日 木 木 金 水 水 月
注）１．対前年度比で増加に転じた地域については、灰色を付した。
　　２．対前年度比は、減少している場合はプラス、増加している場合はマイナス（▲）で記載した。

■東北地方
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2.3.2 県単位でみた日最大電力の最大ピーク値の年次推移 

 県単位での日最大電力の最大ピーク値の年次推移をみると、夏期については、関東および東北

の各県では、2012年度、2013年度、および2015年度において前年実績を上回るケースが多かっ

た。冬期についてみると、関東ではどの県でも2013年度に前年実績を上回っていた。東北では、

前年実績を上回る県がみられるものの、その年度は異なっていた（表2 - 3～表2 - 6）。 

 2012年度以降の経年推移をみると、東北では、夏期は増加、冬期は横這い、関東では、夏期は

横這い、冬期は減少の状況にある（図2 - 3～図2 - 5）。 

 

 

 

図 2 - 3 日最大電力の最大ピーク値の年次推移（群馬県） 

 

日最大電力の対前年増減率
■夏期 群馬県

日最大電力
の最大値

(単位:万kW)

2010 年度 345 - -

2011 275 20.3% ▲20.3%
2012 288 16.5% 4.7%
2013 288 16.5% 0.0%
2014 284 17.7% ▲1.4%
2015 280 18.8% ▲1.4%

日最大電力の最大ピーク値（単位：万kW）
■冬期

日最大電力
の最大値

(単位:万kW)
2010 年度 288 - -
2011 278 3.5% ▲3.5%

2012 266 7.6% ▲4.3%

2013 280 2.8% 5.3%
2014 262 9.0% ▲6.4%
2015 279 3.1% 6.5%

注）１．震災以降の棒グラフには、灰色を付した。
　　２．夏期は7～9月、冬期は12～2月とした。
　　３．空白は、不明である。
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図 2 - 4 日最大電力の最大ピーク値の年次推移（山梨県） 

 

 

 

図 2 - 5 日最大電力の最大ピーク値の年次推移（東京 23 区） 

  

日最大電力の対前年増減率
■夏期 山梨県

日最大電力
の最大値

(単位:万kW)

2010 年度 131 - -

2011 107 18.7% ▲18.7%
2012 109 17.2% 1.9%
2013 109 17.0% 0.3%
2014 103 21.6% ▲5.5%
2015 103 21.6% 0.0%

日最大電力の最大ピーク値（単位：万kW）
■冬期

日最大電力
の最大値

(単位:万kW)
2010 年度 116 - -
2011 114 1.5% ▲1.5%

2012 107 7.7% ▲6.3%

2013 110 5.6% 2.2%
2014 103 11.4% ▲6.1%
2015 102 12.1% ▲0.9%

注）１．震災以降の棒グラフには、灰色を付した。
　　２．夏期は7～9月、冬期は12～2月とした。
　　３．空白は、不明である。
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日最大電力の対前年増減率
■夏期 東京23区

日最大電力
の最大値

(単位:万kW)

2010 年度 1,336 - -

2011 1,119 16.2% ▲16.2%
2012 1,098 17.8% ▲1.8%
2013 1,108 17.1% 0.9%
2014 1,066 20.3% ▲3.8%
2015 1,091 18.4% 2.4%

日最大電力の最大ピーク値（単位：万kW）
■冬期

日最大電力
の最大値

(単位:万kW)
2010 年度 - - -
2011 1,064 - -

2012 996 - ▲6.4%

2013 1,053 - 5.7%
2014 982 - ▲6.7%
2015 974 - ▲0.8%

注）１．震災以降の棒グラフには、灰色を付した。
　　２．夏期は7～9月、冬期は12～2月とした。
　　３．空白は、不明である。
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表 2 - 3 日最大電力の最大ピーク値の年次推移（関東地方、夏期） 

 
 

  

（単位：万kW）
夏期（7/1～8/31） 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度

震災前 震災後
栃木県 343 282 299 285 281 284

前年度比 － 17.8% ▲6.0% 4.7% 1.4% ▲1.1%
ピーク発生日 10/7/23 11/8/10 12/8/23 13/8/19 14/8/5 15/8/6

曜日 金 水 木 月 火 木
群馬県 345 275 288 288 284 280

前年度比 － 20.3% ▲4.7% 0.0% 1.4% 1.4%
ピーク発生日 10/8/24 11/8/10 12/8/23 13/7/11 14/8/5 15/8/4

曜日 火 水 木 木 火 火
茨城県 471 399 404 392 386 387

前年度比 － 15.3% ▲1.3% 3.0% 1.5% ▲0.3%
ピーク発生日 10/8/24 11/7/18 12/8/23 13/7/10 14/8/5 15/8/6

曜日 火 月 木 水 火 木
埼玉県 834 700 718 722 720 709

前年度比 － 16.1% ▲2.6% ▲0.6% 0.3% 1.5%
ピーク発生日 10/8/24 11/8/18 12/7/27 13/7/11 14/8/5 15/8/7

曜日 火 木 金 木 火 金
千葉県 703 593 601 614 566 602

前年度比 － 15.6% ▲1.3% ▲2.2% 7.8% ▲6.4%
ピーク発生日 10/8/16 11/8/11 12/8/30 13/8/11 14/8/21 15/8/7

曜日 月 木 木 日 木 金
東京23区 1,336 1,119 1,098 1,108 1,066 1,091

前年度比 － 16.2% 1.8% ▲0.9% 3.8% ▲2.4%
ピーク発生日 10/7/23 11/8/18 12/8/30 13/8/9 14/8/5 15/8/7

曜日 金 木 木 金 火 金
多摩地域 400 341 333 344 329 334

前年度比 － 14.8% 2.3% ▲3.3% 4.4% ▲1.5%
ピーク発生日 10/7/23 11/8/18 12/7/27 13/7/11 14/8/5 15/8/7

曜日 金 木 金 木 火 金
神奈川県 990 811 847 851 819 828

前年度比 － 18.1% ▲4.4% ▲0.5% 3.8% ▲1.1%
ピーク発生日 10/7/23 11/8/18 12/8/30 13/8/30 14/8/20 15/8/7

曜日 金 木 木 金 水 金
山梨県 131 107 109 109 103 103

前年度比 － 18.7% ▲1.9% ▲0.3% 5.5% 0.0%
ピーク発生日 10/8/24 11/8/10 12/8/23 13/8/9 14/8/20 15/8/4

曜日 火 水 木 金 水 火
静岡県東部 199 167 168 172 159 171

前年度比 － 16.1% ▲0.6% ▲2.4% 7.6% ▲7.5%
ピーク発生日 10/7/22 不明 12/8/30 13/8/9 14/7/24 15/8/7

曜日 木 木 金 木 金

東京電力需要家全体 5,999 4,922 5,078 5,093 4,980 4,957

前年度比 - 18.0% ▲3.2% ▲0.3% 2.2% 0.5%
ピーク発生日 10/7/23 11/8/18 12/8/30 13/8/9 14/8/5 15/8/7

曜日 金 木 木 金 火 金
注）１．対前年度比で増加に転じた地域については、灰色を付した。
　　２．対前年度比は、減少している場合はプラス、増加している場合はマイナス（▲）で記載した。
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表 2 - 4 日最大電力の最大ピーク値の年次推移（東北地方、夏期） 

 

 

  

（単位：万kW）
夏期（7/1～8/31） 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度

震災前 震災後
青森県 150 122 135 131 128 129

前年度比 － 18.7% ▲10.7% 3.0% 2.3% ▲0.8%
ピーク発生日 10/8/6 11/8/7 12/9/17 13/8/16 14/8/4 15/8/5

曜日 金 日 月 金 月 水
岩手県 162 130 144 132 138 148

前年度比 － 19.8% ▲10.8% 8.3% ▲4.5% ▲7.2%
ピーク発生日 10/8/6 11/8/9 12/8/23 13/8/8 14/8/4 15/8/6

曜日 金 火 木 木 月 木
秋田県 142 123 133 123 123 123

前年度比 － 13.5% ▲8.6% 7.5% 0.0% 0.0%
ピーク発生日 10/9/2 11/8/8 12/8/22 13/8/17 14/8/4 15/8/6

曜日 木 月 水 土 月 木
宮城県 290 213 247 248 252 260

前年度比 － 26.6% ▲16.0% ▲0.4% ▲1.6% ▲3.2%
ピーク発生日 10/7/23 11/8/10 12/8/23 13/8/19 14/8/5 15/8/6

曜日 金 水 木 月 火 木
山形県 170 136 149 143 146 151

前年度比 － 20.0% ▲9.6% 4.0% ▲2.1% ▲3.4%
ピーク発生日 10/8/5 11/8/9 12/8/22 13/8/19 14/8/6 15/8/6

曜日 木 火 水 月 水 木
福島県 304 235 251 254 265 271

前年度比 － 22.7% ▲6.8% ▲1.2% ▲4.3% ▲2.3%
ピーク発生日 10/8/24 11/8/10 12/8/22 13/8/19 14/8/5 15/8/5

曜日 火 水 水 月 火 水
新潟県 356 307 325 316 318 320

前年度比 － 13.8% ▲5.9% 2.8% ▲0.6% ▲0.6%
ピーク発生日 10/8/5 11/8/9 12/8/22 13/8/19 14/8/5 15/8/6

曜日 木 火 水 月 火 木

東北電力需要家全体 1,557 1,246 1,359 1,312 1,355 1,400

前年度比 - 20.0% ▲9.1% 3.5% ▲3.3% ▲3.3%
ピーク発生日 10/8/5 11/8/9 12/8/22 13/8/19 14/8/5 15/8/6

曜日 木 火 水 月 火 木
注）１．対前年度比で増加に転じた地域については、灰色を付した。
　　２．対前年度比は、減少している場合はプラス、増加している場合はマイナス（▲）で記載した。
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表 2 - 5 日最大電力の最大ピーク値の年次推移（関東地方、冬期） 

 

 

  

（単位：万kW）
冬期（12/1～2/29） 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度

震災前 震災後
栃木県 301 286 273 279 268 247

前年度比 － 5.0% 4.5% ▲2.2% 3.9% 7.8%
ピーク発生日 不明 12/1/20 13/2/6 14/1/15 14/12/16 16/1/25

曜日 金 水 水 火 月
群馬県 288 278 266 280 262 279

前年度比 － 3.5% 4.3% ▲5.3% 6.4% ▲6.5%
ピーク発生日 11/1/13 12/1/20 13/2/19 14/2/14 14/12/16 16/1/20

曜日 木 金 火 金 火 水
茨城県 426 398 383 397 377 356

前年度比 － 6.6% 3.8% ▲3.7% 5.0% 5.6%
ピーク発生日 12/2/29 1/16 1/18 14/2/11 15/2/5 16/1/23

曜日 水 水 金 火 木 土
埼玉県 683 648 679 654 626

前年度比 － 5.1% ▲4.8% 3.7% 4.3%
ピーク発生日 12/2/2 13/1/18 14/2/14 15/1/21 16/1/18

曜日 木 金 金 水 月
千葉県 612 599 631 584 556

前年度比 － 2.1% ▲5.3% 7.4% 4.8%
ピーク発生日 12/2/16 13/1/14 14/2/8 15/2/5 16/1/30

曜日 木 月 土 木 土
東京23区 1,064 996 1,053 982 974

前年度比 － 6.4% ▲5.7% 6.7% 0.8%
ピーク発生日 12/1/20 13/1/15 14/2/14 15/1/30 16/1/18

曜日 金 火 金 金 月
多摩地域 349 334 349 327 308

前年度比 － 4.3% ▲4.5% 6.3% 5.8%
ピーク発生日 12/2/2 13/1/14 14/2/14 15/2/5 16/1/18

曜日 木 月 金 木 月
神奈川県 897 872 854 865 815 766

前年度比 － 2.8% 2.0% ▲1.3% 5.8% 6.0%
ピーク発生日 11/2/14 12/1/20 13/2/19 14/2/14 15/2/5 16/1/18

曜日 月 金 火 金 木 月
山梨県 116 114 107 110 103 102

前年度比 － 1.5% 6.3% ▲2.2% 6.1% 0.9%
ピーク発生日 11/1/11 12/2/2 13/1/18 14/2/14 14/12/17 16/1/21

曜日 火 木 金 金 水 木
静岡県東部 171 163 170 166 150

前年度比 － 4.7% ▲4.3% 2.4% 9.6%
ピーク発生日 12/1/17 13/1/22 14/2/14 14/12/17 16/1/19

曜日 火 火 金 水 火

東京電力需要家全体 5,150 4,966 4,743 4,943 4,667 4,450

前年度比 - 3.6% 4.5% ▲4.2% 5.6% 4.6%
ピーク発生日 11/2/14 12/1/20 13/2/19 14/2/14 15/2/5 16/1/18

曜日 月 金 火 金 木 月
注）１．対前年度比で増加に転じた地域については、灰色を付した。
　　２．対前年度比は、減少している場合はプラス、増加している場合はマイナス（▲）で記載した。
　　３．空白は、実績不明である。
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表 2 - 6 日最大電力の最大ピーク値の年次推移（東北地方、冬期） 

 

 

  

（単位：万kW）
冬期（12/1～2/29） 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度

震災前 震災後
青森県 147 155 155 146 152

前年度比 － ▲5.4% 0.0% 5.8% ▲4.1%
ピーク発生日 12/2/3 13/1/18 14/1/15 14/12/15 16/1/25

曜日 金 金 水 月 月
岩手県 154 151 151 146

前年度比 － 1.9% 0.0% 3.3%
ピーク発生日 13/1/18 14/2/5 14/12/16 16/1/18

曜日 金 水 火 月
秋田県 142 136 134 135 131 127

前年度比 3.9% 1.6% ▲0.7% 3.0% 3.1%
ピーク発生日 12/2/2 13/1/11 14/2/6 15/2/10 16/1/15

曜日 木 金 木 火 金
宮城県 266 266 260 253

前年度比 － 0.0% 2.3% 2.7%
ピーク発生日 13/1/18 14/2/5 14/12/17 16/1/18

曜日 金 水 水 月
山形県 140 140 142 137

前年度比 － 0.0% ▲1.4% 3.5%
ピーク発生日 13/2/21 14/2/5 14/12/17 16/1/18

曜日 木 水 水 月
福島県 253 267 271 258

前年度比 － ▲5.5% ▲1.5% 4.8%
ピーク発生日 13/2/6 14/2/5 14/12/17 16/1/20

曜日 水 水 水 水
新潟県 332 332 326 323 308

前年度比 － 0.0% 1.8% 0.9% 4.6%
ピーク発生日 12/2/2 12/12/11 14/2/5 14/12/17 16/1/25

曜日 木 火 水 水 月

東北電力需要家全体 1,470 1,362 1,372 1,395 1,393 1,310

前年度比 - 7.3% ▲0.7% ▲1.7% 0.1% 6.0%
ピーク発生日 11/1/20 12/2/2 13/1/18 14/2/5 14/12/17 16/1/25

曜日 木 木 金 水 水 月
注）１．対前年度比で増加に転じた地域については、灰色を付した。
　　２．対前年度比は、減少している場合はプラス、増加している場合はマイナス（▲）で記載した。
　　３．空白は、実績不明である。
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2.4 平日休日別にみた日最大電力の年間推移 

2.4.1 平日休日別にみた関東地方および東北地方での日最大電力の年間推移 

 関東地方および東北地方での2012年度をケースとした日最大電力の年間推移をみると、平日と

休日（土曜、日曜、および祝日等）での差異は簡易に確認することができる。地方全体でみた場

合、休日の日最大電力は、１年を通じて平日を下回る水準にある（図2 - 6、図2 - 7）。電力会

社需要家全体でみた場合も同様である。 

 

 

 

図 2 - 6 平日休日別にみた日最大電力の年間推移（関東地方、2012 年度） 

 

 

 

図 2 - 7 平日休日別にみた日最大電力の年間推移（東北地方、2012 年度） 
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2.4.2 平日休日別にみた県単位での日最大電力の年間推移 

 地方全体と同様に、県単位（東京23区、岩手県）での2012年度または2015年度をケースとし

た日最大電力の年間推移についても、平日と休日での差異は簡易に確認することができる（図2 - 

9、図2 - 8）。 

 関東および東北の全ての県について2012年度または2015年度をケースとした日最大電力の年

間推移をみると、岩手県以南の全ての県での休日の日最大電力は、１年を通じて平日を下回る水

準にある。ここでは、例として東京23区と岩手県を記載した。 

 

 

 

注）関東では、東京 23区と同様な推移となっている。 

図 2 - 8 平日休日別にみた日最大電力の年間推移（東京 23 区、2012 年度） 

 

 

 

注）岩手県以南の東北では、岩手県と同様な推移となっている。 

図 2 - 9 平日休日別にみた日最大電力の年間推移（岩手県、2015 年度） 
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2.4.3 日最大電力の動向が他県と異なる２県（青森県、秋田県）での日最大電力の年間推移 

 県単位での2015年度をケースとした日最大電力の年間推移をみた場合、青森県と秋田県では、

他県と異なる動きを示していた。 

 青森県での推移をみると、夏期における日曜・祝日等は平日並みの水準、土曜は平日を下回る

水準であった（図 2 - 10）。冬期をみると、休日（土曜、日曜・祝日等）も平日並みの水準であ

った。５～６月をみると、平日は休日の水準を下回る状況であった。９月においては、日・祝日

等は平日を上回る水準であった。秋田県での推移は、青森県と同様であった。 

 隣接する岩手県での推移をみると、１年間を通じて休日の日最大電力は、平日を下回る水準で

あった（図2 - 11）。山形県など岩手県以南の地域も同様であった。 

 

 

 

図 2 - 10 平日休日別にみた日最大電力の年間推移（青森県、2015 年度） 

 

 

 

図 2 - 11 平日休日別にみた日最大電力の年間推移（岩手県、2015 年度） 
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2.5 平日における日最大電力の前年度との比較 

2.5.1 平日における関東地方での日最大電力の前年度との比較 

 平日における関東地方での日最大電力の年間推移をみると、震災直後の2011年度（図2 - 12）

については、前年度と比べた日最大電力の減少を容易に確認することができる。2012～2016年度

については、年間推移グラフからは日最大電力の減少は確認できない。2012年度以降の推移につ

いては、ここでは、例として直近の2015-2016年度の時系列グラフを記載した（図2 - 13）。 

 

 

 

図 2 - 12 日最大電力の前年度比較（関東地方、2010-2011 年度） 

 

 

 

図 2 - 13 日最大電力の前年度比較（関東地方、2015-2016 年度） 
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2.5.2 平日における東北地方での日最大電力の前年度との比較 

 同様に、平日における東北地方での日最大電力の年間推移をみると、震災直後の2011年度（図

2 - 14）については、前年度と比べた日最大電力の減少を容易に確認することができる。2012～

2016年度については、年間推移グラフからは日最大電力の減少は確認できない。2012年度以降の

推移については、ここでは、例として直近の2015-2016年度の時系列グラフを記載した（図2 - 15）。 

 

 

 

図 2 - 14 日最大電力の前年度比較（東北地方、2010-2011 年度） 

 

 

 

図 2 - 15 日最大電力の前年度比較（東北地方、2015-2016 年度） 
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2.5.3 平日における県単位での日最大電力の前年度との比較 

 データが取得できている2012～2015年度について、平日における群馬県での日最大電力の年間

推移（図2 - 16）をみると、年間推移グラフからは日最大電力の減少は確認できない。ここでは、

例として 2012-2013 年度、および 2014-2015 年度の時系列グラフを記載した（図 2 - 17）。他県

の年間推移も同様である。 

 

 

 

図 2 - 16 日最大電力の前年度比較（群馬県、2012-2013 年度） 

 

 

 

図 2 - 17 日最大電力の前年度比較（群馬県、2014-2015 年度） 
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2.6 2011年夏期における日最大電力の推移 

2.6.1 2011 年夏期における東京電力需要家全体での推移 

 東京電力需要家全体での 2011 年６～10 月における日最大電力の推移をみると、６月第３週に

日最大電力の増加が始まっていた（図 2 - 18）。日最高気温と日最大電力の散布図をみると、急

増期全体でみて1,000万 kWに迫る増加の状況であった（図2 - 19）。 

 

 

 

図 2 - 18 日最高気温と日最大電力の推移（東京電力需要家全体、2011 年６～10 月） 

 

 

 

図 2 - 19 日最大電力の増加時における日最高気温と日最大電力の関係性等の推移（東京電力需要

家全体、2011 年６月） 
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2.6.2 2011 年夏期における東北電力需要家全体での推移 

 同様に、東北電力需要家全体での 2011 年６～10 月における日最大電力の推移をみると、７月

第２週に日最大電力の増加が始まっていた（図 2 - 20）。日最高気温と日最大電力の散布図をみ

ると、急増期全体でみて200万 kW弱増加の状況であった（図2 - 21）。 

 

 

 

図 2 - 20 日最高気温と日最大電力の推移（東北電力需要家全体、2011 年６～10 月） 

 

 

 

図 2 - 21 日最高気温と日最大電力との関係性を描いた散布図（東北電力需要家全体、2011 年６～７

月） 
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2.7 2011年度冬期における日最大電力の推移 

2.7.1 2011 年度冬期における東京電力需要家全体での推移 

 夏期と同様に、東京電力需要家全体での2011年度冬期における日最大電力の推移をみると、12

月第１週に日最大電力の大幅な増加が生じていた（図2 - 22）。また、12月以降の推移をみると、

２月末までは高い水準であったが、３月に入ってからは徐々に減少の状況であった。日平均気温

と日最大電力の散布図をみると、１日に500万 kW超増加の状況であった（図2 - 23）。 

 

 

図 2 - 22 日平均気温と日最大電力の推移（東京電力需要家全体、2011 年 11 月～2012 年３月） 

 

 

 

図 2 - 23 気温変動と日最大電力との関係性を描いた散布図（東京電力需要家全体、2011 年 11～12

月） 
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2.7.2 2011 年度冬期における東北電力需要家全体での推移 

 同様に、東北電力需要家全体での 2011 年度冬期における日最大電力の推移をみると、11 月よ

り増加基調にあったが、12月中旬に１日で100万 kW弱の増加が生じていた。また、12月以降の

推移をみると、２月中旬までは高い水準であったが、その後は徐々に減少の状況であった。（図2 

- 24、図2 - 25） 

 

 

 

図 2 - 24 日平均気温と日最大電力の推移（東北電力需要家全体、2011 年 11 月～2012 年３月） 

 

 

 

図 2 - 25 気温変動と日最大電力との関係性を描いた散布図（東北電力需要家全体、2011 年 12 月） 
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2.8 各種方法で算出した気温感応度の年次推移 

2.8.1 気温感応度の捉え方 

 夏期および冬期における日最大電力の気温感応度の捉え方として、当日の動きから算出する方

法、気温変動と日最大電力との直接的な関係性（散布図）から算出する方法、および比較日との

差異から算出する方法、これら大きく３つの種類がある。これらは、算出に用いる気温の捉え方

から気温感応度を区分したものである（表2 - 7）。 

 

表 2 - 7 気温感応度の算出方法 

種類  概要 備考 

 
当日の動きから
算出する方法 
 

 
方法１ 

日最大電力が生じた時間帯におけるその１時
間前と比較した気温の増分に対する電力消費
の増分である。 

（気温が必ずしも増加するとは
限らないことから、本研究で
は、分析の対象外とした。） 

  
方法２ 

日最大電力を被説明変数、日最低気温と１日
の気温差（気温の増分）を説明変数とする重回
帰分析より得られる１日の気温差の係数を気温
感応度とみなす。１日の気温の増分に着目し
た気温感応度である。 
（１日の気温差との関係性より算出） 

（本研究では、分析の対象外と
した。） 

気温変動と日最
大電力の散布図
から算出する方
法 

 
方法３ 
 
 
 

気温変動と日最大電力の散布図より得られる
一次の回帰式の傾きを気温感応度と見込む。 
（気温変動と日最大電力との直接的な関係か
ら算出） 

先行研究の多くは、この手法
で算出している。 

 
 
 
   

 
方法４ 

気温変動と日最大電力の散布図より得られる
二次の回帰式を用いて、特定気温（30℃、
35℃、38℃）における接戦の傾きを気温感応
度と見込む。 

 

 
比較日との差異
から算出する方
法 
  

 
方法５ 

前日の日最大電力と気温変動のそれぞれの
差分との関係性（散布図）より得られる一次の
回帰式の傾きを気温感応度とみなす。 
（前日との比較より算出） 

（本研究独自の手法である。第
６章での分析で使用してい
る。） 

 
 
 
 
  

 
方法６ 

前週同曜日の気温の差分と日最大電力の差
分の散布図より得られる一次の回帰式の傾き
を気温感応度と見込む。 
（前週同曜日との比較より算出） 

（同上） 

 
 
 
 
  

 
方法７ 

前年同月同週同曜日の気温の差分と日最大
電力の差分の散布図より得られる一次の回帰
式の傾きを気温感応度と見込む。 
（前年同月同週同曜日との比較より算出） 

（同上） 

 

 

 当日の動きから算出する方法としては、２つの方法が考えられる。 

 １つは、日最大電力が生じた時間帯におけるその１時間における気温の増分に対する電力消費

の増分である（表2 - 7の方法１）。この場合、電力消費のピークが発生した時間帯において必ず

しも気温が上昇するとは限らない点に注意する必要がある。また、東京23区での2012年夏期に

おける日最大電力の最大ピーク発生日における１時間単位でみた電力消費の推移（図2 - 26）を
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みると、ピーク発生時間帯での増分は10万 kW程度であり、電力消費の増加は大きくない。この

ため、この方法は、気温感応度の算出方法としては妥当ではない。 

 もう１つは、その日の早朝からの気温の増分に対する電力消費の増分である。具体的には、日

最大電力を被説明変数とし、日最低気温と１日の気温差（日最高気温－日最低気温）の２つを説

明変数とする重回帰分析より得られる回帰式での１日の気温差の係数を気温感応度とするもので

ある（表2 - 7の方法２）。１日の気温の増分に着目した気温感応度である。 

 

 

図 2 - 26 １時間単位でみた電力消費の推移（東京 23 区、2012 年夏期の最大ピーク発生日） 

 

 

 気温変動と日最大電力との関係性を描いた散布図から直接的に算出する方法としては、２つの

方法が考えられる。 

 １つは、１日の気温情報の代表値（夏期は日最高気温、冬期は日平均気温）と日最大電力の散

布図から１次の回帰式を導出し、その傾きを気温感応度とするものである（表2 - 7の方法３）。 

 もう１つは、同様に２次の回帰式を導出し、特定気温における接線の傾きを気温感応度とする

ものである。本章での分析では、日最高気温が30℃、33℃、38℃の３つで年次比較を行った（表

2 - 7の方法４）。 

 

 比較日との差異から算出する方法としては、比較日の設置方法により３つの方法が考えられる。 

 １つは、前日の実績との比較より得られる気温の差分と日最大電力の差分の散布図から両者の

一次の回帰式を導出し、その傾きを気温感応度とするものである（表2 - 7の方法５）。 

 他の２つは、前週同曜日または前年同月同週同曜日の実績を比較とするものである（表 2 - 7

の方法６,７）。 

 

 

2.8.2 夏期および冬期における日最高気温と日最大電力との関係性 

 先行研究では、日最高気温と日最大電力との関係性を描いた散布図から直接的に気温感応度を

求める場合が多い。その場合には、気温が穏やかな日（涼しい日）のデータを除外するなどデー

タの特性を考慮した回帰分析を行い、得られた一次の回帰式の係数を気温感応度としている。 

電力消費（単位：万kW） 東京23区､2012年度

電力消費

万kW 増減

5 時台 527.8 -

6 594.8 67.0
7 734.9 140.1
8 897.2 162.3
9 1,010.9 113.7

10 1,066.0 55.1
11 1,092.4 26.4
12 1,088.9 ▲3.5
13 1,098.4 9.5 最大ピーク

14 1,098.0 ▲0.4

15 1,091.4 ▲6.6
16 1,086.5 ▲4.9
17 1,056.4 ▲30.1
18 1,039.6 ▲16.8
19 1,008.5 ▲31.1
20 955.9 ▲52.6

気温（単位：℃）
注）対象日　2012/8/30 (木)、日最大電力の最大ピーク発生日
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 夏期について、関東地方での 2011 年以降の日最高気温と日最大電力の散布図をみると、2011

年度は前年度よりも減少していた。2012年は、前年よりも増加しており、前年における節電への

取り組みの反動による増加と考えられる。2013年度以降については、散布図からは日最大電力の

増減は確認できない（図2 - 27～図2 - 29）。 

 冬期について、関東地方での2011年度以降の日最高気温と日最大電力の散布図をみると、いず

れの分析単位とも、2011年度は夏期と同様に前年度よりも減少していた。2012年度以降について

は、散布図からは日最大電力の増減は確認できない（図2 - 30～図2 - 32）。 

 これらの傾向は、他の分析単位（東北地方、東京電力需要家全体、東北電力需要家全体、群馬

県、および山梨県）のいずれにおいても同様であった。ここでは、代表例として関東地方での実

績をグラフで記載した。 

 

 

図 2 - 27 日最高気温と日最大電力との関係性を描いた散布図（関東地方、2010-2011 年夏期） 

 

 

図 2 - 28 日最高気温と日最大電力との関係性を描いた散布図（関東地方、2011-2012 年夏期） 

  

日最大電力（単位：万kW） 関東地方､平日

日最高気温（単位：℃） 日最高気温の差分（単位：℃）
注）対象期間

分析年 2011/7/1 (金)～2011/8/31 (水)
比較年 2010/7/1 (木)～2010/8/31 (火)
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比較年 2011/7/1 (金)～2011/8/31 (水)
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図 2 - 29 日最高気温と日最大電力との関係性を描いた散布図（関東地方、2012-2013 年夏期） 

 

 

 

図 2 - 30 日平均気温と日最大電力との関係性を描いた散布図（関東地方、2010-2011 年度冬期） 

 

  

日最大電力（単位：万kW） 関東地方､平日

日最高気温（単位：℃） 日最高気温の差分（単位：℃）
注）対象期間

分析年 2013/7/1 (月)～2013/8/30 (金)
比較年 2012/7/2 (月)～2012/8/31 (金)
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比較年 2010/12/1 (水)～2011/2/28 (月)
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図 2 - 31 日平均気温と日最大電力との関係性を描いた散布図（関東地方、2011-2012 年度冬期） 

 

 

 

図 2 - 32 日平均気温と日最大電力との関係性を描いた散布図（関東地方、2012-2013 年度冬期） 

 

  

日最大電力（単位：万kW） 関東地方､平日

日平均気温（単位：℃） 日平均気温の差分（単位：℃）
注）対象期間

分析年 2012/12/3 (月)～2013/2/28 (木)
比較年 2011/12/1 (木)～2012/2/29 (水)
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2.8.3 日最高気温と日最大電力の散布図から算出した気温感応度 

 関東地方での2012年夏期をケースとしてみた場合、二次または一次の回帰式のどちらも採用可

能な分布となっている（図 2 - 23）。一次の回帰式の傾きを気温感応度と考える場合、気温が穏

やかな日（涼しい日）のデータによる影響のため回帰式の傾きはやや小さくなり、気温感応度は

低めとなる。 

 表 2 - 7で示した各種の気温感応度の算出方法により算出した結果をみると、二次の回帰式を

用いる場合、温度帯域により気温感応度は大きく異なっている。 

 

 

 

図 2 - 33 日最高気温と日最大電力との関係性を描いた散布図（関東地方、2012 年夏期） 

 

 

  

日最大電力（単位：万kW） 関東地方､平日､2012年度

日最高気温（単位：℃）

日最高気温（単位：℃）
注）１． 対象期間　2012/7/2 (月)～2012/8/31 (金)

２． 実線は二次の回帰式、破線は一次の回帰式である。

３． 回帰式での傾き（二次は、接線の傾き）

サンプル数 30℃ 35℃ 38℃ 決定係数ｒ2 備考

一次 40 141.37 - - 0.8428
二次 40 136.46 192.58 226.25 0.8629
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2.8.4 夏期における気温感応度の年次推移 

 夏期における関東地方での日最高気温と日最大電力の散布図から算出した日最大電力の気温感

応度の2010年以降の年次推移をみると、年度または温度帯により大きく異なるのが一般的である

（図2 - 34）。ただし、年度によっては一定の気温感応度であった場合もある。2013年夏期は、

温度帯を問わず一定の状況であった。2013年夏期の散布図をみると、一次の回帰式の採用が妥当

と考えられる（図2 - 35）。 

 

 

図 2 - 34 日最高気温と日最大電力からみた気温感応度の年次推移（関東地方、夏期） 

 

 

図 2 - 35 日最高気温と日最大電力からみた気温感応度（関東地方、2013 年夏期） 

  

日最大電力の気温感応度（単位：万kW/℃） 関東地方､平日､夏期

年度

2010年度 2011 2012 2013 2014 2015 2016

二次の回帰式 30℃ 157.75 134.31 136.46 151.41 131.09 132.70 99.90

での接線の傾き 35℃ 177.53 180.88 192.58 145.74 213.87 185.41 118.70
38℃ 189.40 208.82 226.25 142.34 263.54 217.03 129.98

一次の回帰式の傾き 165.77 130.77 141.37 149.84 125.75 120.75 99.74
注）日最高気温より算出。
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日最高気温（単位：℃）
注）１． 対象期間　2013/7/1 (月)～2013/8/30 (金)

２． 実線は二次の回帰式、破線は一次の回帰式である。

３． 回帰式での傾き（二次は、接線の傾き）

サンプル数 30℃ 35℃ 38℃ 決定係数ｒ2 備考

一次 39 149.84 - - 0.8811
二次 39 151.41 145.74 142.34 0.8779

４． 二次の回帰式は上に凸の回帰式であり、一次の回帰式の採用が望ましい。
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2.8.5 冬期における気温感応度の年次推移 

 冬期における関東地方での日平均気温と日最大電力との関係性を描いた散布図から算出した日

最大電力の気温感応度の 2010 年度以降の年次推移をみると、2013 年度までは、温度帯を問わず

概ね同程度の水準であったが、2014年度以降は、二次の相関が見られる（図2 - 36、図2 - 37）。

このため、2014年度以降については、温度帯により大きく異なる結果となっている（図2 - 38）。 

 

 

 

図 2 - 36 日平均気温と日最大電力の散布より算出した気温感応度の年次推移（関東地方、冬期） 

 

 

図 2 - 37 日平均気温と日最大電力との関係性を描いた散布図からみた気温感応度（関東地方、2013

年度冬期） 

日最大電力の気温感応度（単位：万kW/℃） 関東地方､平日､冬期

年度

2010年度 2011 2012 2013 2014 2015 2016

二次の回帰式 3℃ 106.93 95.94 78.50 89.27 130.82 148.68 148.67

での接線の傾き 5℃ 99.46 94.15 78.39 91.06 111.16 123.26 124.33
10℃ 80.79 89.68 78.14 95.53 61.99 59.70 63.48

一次の回帰式の傾き 84.53 92.77 78.29 93.34 91.73 85.41 87.15
注）日平均気温より算出。
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日平均気温（単位：℃）

日平均気温（単位：℃）
注）１． 対象期間　2013/12/2 (月)～2014/2/28 (金)

２． 実線は二次の回帰式、破線は一次の回帰式である。

３． 回帰式での傾き（二次は、接線の傾き）

サンプル数 3℃ 5℃ 10℃ 決定係数ｒ2 備考

一次 57 93.34 - - 0.9043
二次 57 89.27 91.06 95.53 0.9028

４． 一次と二次の回帰式は、ほぼ一致している。
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図 2 - 38 日平均気温と日最大電力との関係性を描いた散布図からみた気温感応度（関東地方、2016

年度冬期） 

 

 

2.9 2010年度以降における気温の動向と日最大電力の動向の関係性 

 気象動向と日最大電力の動向の関係性をみるにあたって、前年度実績も含めた気温と日最大電

力の時系列グラフにより、日最大電力への気温変動による影響を確認することができる（図2 - 39

～図2 - 50）。年次別にみると、2011年夏期は7月中旬～下旬にかけて日最高気温が低かったこ

と、2012年夏期は7月下旬で日最高気温が低かったこと、2016年夏期は7月下旬で日最高気温が

低かったこと、2015年冬期は12月で日平均気温が高かったこと、これらが確認できる。 

 第１章で分析したＣＤＤまたはＨＤＤの推移等を踏まえると、2010年度以降における夏の暑さ

または冬の寒さは、下記の状況であったと考えられる（表2 - 8）。 

 

表 2 - 8 夏期の暑さ、冬期の寒さの状況の推移 

夏期 

 
・震災前の 2010年夏期の暑さは、厳しかった。 
・震災直後の 2011 年夏期は、６月下旬より７月までは暑かったが、８月の
暑さは厳しくなかった。 
・2016 年夏期は、７月下旬において日最高気温が前年を下回っていた。
暑さが厳しくない夏であった。 
・2011年度以降の中では、2013年度夏期が、最も暑さが厳しかった。 
  

冬期 

 
・震災前の2010年度冬期は、2011年度以降と比べると、寒さは厳しくない
水準であった。 
・2011～2014年度は、寒さが厳しかった。 
・2015 年度冬期は、12 月の日平均気温が前年を上回っていた。2010 年
度以降の中では、最も暖冬であった。 

  

 

 

日最大電力（単位：万kW） 関東地方､平日､2016年度

日平均気温（単位：℃）

日平均気温（単位：℃）
注）１． 対象期間　2016/12/1 (木)～2017/2/28 (火)

２． 回帰式での傾き（二次は、接線の傾き）

サンプル数 3℃ 5℃ 10℃ 決定係数ｒ2 備考

一次 55 87.15 - - 0.8066
二次 55 148.67 124.33 63.48 0.8488
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      注）7月中旬～下旬にかけて、日最高気温が前年に比べて低かった。 

図 2 - 39 日最大電力と日最高気温の推移（関東地方、2010-2011 年夏期） 

 

 
      注）7月下旬は、日最高気温が前年に比べて高かった。 

図 2 - 40 日最大電力と日最高気温の推移（関東地方、2011-2012 年夏期） 

 

 

      注）7月上旬は、日最高気温が前年に比べて高かった。 

図 2 - 41 日最大電力と日最高気温の推移（関東地方、2012-2013 年夏期） 

 

日最大電力（単位：万kW） 日最高気温（単位：℃） 関東地方､平日

対象期間 分析年 2011/7/1 (金)～2011/8/31 (水) 日最高気温（単位：℃）
比較年 2010/7/1 (木)～2010/8/31 (火)
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      注）日最高気温は、概ね前年並みであった。 

図 2 - 42 日最大電力と日最高気温の推移（関東地方、2013-2014 年夏期） 

 

 

      注）日最高気温は、概ね前年並みであった。 

図 2 - 43 日最大電力と日最高気温の推移（関東地方、2014-2015 年夏期） 

 

 

      注）7月下旬は、日最高気温が前年に比べて低かった。 

図 2 - 44 日最大電力と日最高気温の推移（関東地方、2015-2016 年夏期） 
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      注）日平均気温は、12月下旬は前年に比べて低かった。 

図 2 - 45 日最大電力と日平均気温の推移（関東地方、2010-2011 年度冬期） 

 

 

      注）日平均気温は、１月下旬は前年に比べて高かった。 

図 2 - 46 日最大電力と日平均気温の推移（関東地方、2011-2012 年度冬期） 

 

 

      注）日平均気温は、概ね前年並みであった。 

図 2 - 47 日最大電力と日平均気温の推移（関東地方、2012-2013 年度冬期） 
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      注）日平均気温は、１月は前年に比べて高かった。 

図 2 - 48 日最大電力と日平均気温の推移（関東地方、2013-2014 年度冬期） 

 

 

      注）日平均気温は、12月は前年に比べて高かった。 

図 2 - 49 日最大電力と日平均気温の推移（関東地方、2014-2015 年度冬期） 

 

 

      注）日平均気温は、概ね前年並みであった。 

図 2 - 50 日最大電力と日平均気温の推移（関東地方、2015-2016 年度冬期） 
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2.10 小括 

 本章では、日最大電力の実績データを用いて、地方全体、電力会社需要家全体、および県単位

での2011年度以降（震災以降）における日最大電力の実態と動向を分析した。分析より、下記事

項を明らかにした（表2 - 9）。 

 次章以降での分析では、休日の日最大電力は平日の水準を下回る傾向が大半であることを踏ま

え、平日を分析対象とした。 

 

表 2 - 9 電力消費の実績データからみた電力消費の実態 

・2011年度以降における日最大電力の最大ピーク値の年次推移をみると、夏期につ

いては、関東地方および東北地方ともに、2011 年は大きく減少したが、2012 年

は増加に反転し、その後徐々に増加が続いていた。 

・冬期については、関東地方では横這い、東北地方では横ばいもしくは微増の状況

にある。 

・平日休日別にみた日最大電力の動向をみると、休日は平日の水準を下回る状況に

ある。このため、ピークは平日に生じていることから、分析は平日のみに限定す

ることが可能である。 

・日最大電力の最大ピークが発生する曜日を県単位でみると、夏期の大半は平日で

あるが、千葉県のみ日曜に最大ピークが発生（2013年度）していた。冬期の大半

は平日であるが、青森県と秋田県のみ土曜または日曜に最大ピークが発生してい

た。青森県と秋田県では、冬期の電力消費パターンが他県とは異なる状況にある。

日最大電力の動向は県単位で異なる場合があり、県単位でみた電力消費の実態の

把握と分析が課題である。 

 

  



58 

 

第3章 先行研究のレビュー 
 

3.1 電力消費の実態や動向に関しての研究領域 

 電力消費の実態や動向の分析については、数多くの研究が積み重ねられてきている。電力消費

の実績データを用いた先行研究を概観すると、その研究対象の規模により研究領域は、①機器・

設備単位、②一般家庭も含めた建物・建物群単位、③地区単位、④広域、これら４つに大別され

る（図3 - 1）。本研究は、この中の広域での電力消費の実績データを分析対象としたものである。 

 また、広域での電力消費の実績データを用いた研究領域については、①電力需要の予測、②電

力消費の実態・動向の分析、③節電への取組状況の評価、これらに区分される。 

 広域での電力消費の実態・動向の分析についての先行研究をみると、電力需要の予測を主たる

目的とするものが多い。震災以降、電力会社等が公表する実績データを用いた電力消費と気温変

動の関係性の分析や電力消費実績の減少動向の分析、節電への取組状況の評価に関する研究が加

わっている。 

 

 
 

  ＜研究領域の区分＞ ＜主たる研究テーマの例＞ 

   
機器・設備単位での分析 

・実測と分析 

   

     

研究領域
の類型化 

  個々の建物単位、または
建物群単位での分析 

・実測と分析 
・ビルエネルギー管理システム（BEMS）収集データの分析   

      
・検針票データの分析 
・延床面積あたりの原単位の分析 

       

   
 一般家庭での分析 

・実測と分析 
・家計調査結果の分析    

    ・アンケート調査結果を用いた節電への取組状況の分析 
     

   地区単位での分析 
（変電所単位など） 

  電力消費の実態・動
向の分析 

・業務地区、住宅地区での特徴
の抽出      

        

   
広域での分析 

  
電力需要の予測 

・予測モデルの開発 
      

        

      電力消費の実態・動
向の分析 

・電力消費と気温変動の関係性
の分析       

       
・電力消費実績の減少動向の分
析 

 

      節電への取組状況
の評価 

・ピーク時（日最大電力）の節電
状況の分析       

       
・電力消費量の削減（省電力）状
況の分析 

図 3 - 1 電力消費の実態や動向に関する研究領域の類型 
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3.2 本章でのレビュー範囲 

 本章では、先述の電力消費に関する研究領域を参考に、電力消費の実績データの活用に向けた

見える化への取組動向、電力需要の予測方法、および日最大電力の減少率の算出状況を確認する

とともに、そこより電力消費の実績データの分析にあたって参考となる知見を抽出する。 

 

 

3.3 電力消費の見える化への取組動向 

3.3.1 見える化による省電力効果の報告事例 

 以前から電力消費量を測定するとともに、電力消費の状況をモニター画面等にて数値やグラフ

等により随時把握する取り組みが、数多く進められてきている。電力消費量ベースでみた省電力

効果は、高いケースでは32％減の場合も報告されている（Petersen et.al 2007）。電力消費に関

する情報の提供により節電行動が喚起され、不要な電力消費が回避されることにより大きな効果

が得られる可能性がある。このような電力消費の実態をわかりやすく表示しようとする取り組み

は「見える化」と呼ばれている。具体的な手法としては、(1)情報そのものの公開、(2)文字化・

文書化、(3)数値化・定量化、(4)グラフ化、(5)プロセス図化、(6)イメージ図化、(7)記号化、(8)

ラベル表示、等がある。 

 電力消費の見える化への取り組みを大別すると、①データを計測することによる効果を定量的

に把握しようとするもの、②実測したデータに基づき省電力や節電等に取り組んでいくもの、こ

れら２種類がある。 

 １つめの、電力消費の見える化による効果測定については、電力消費の実態把握も目的としつ

つ多くの実証実験が行われてきている。これらは、主として電力消費量（単位は kWh）ベースで

比較し、省電力効果を定量化している（表 3 - 1）。Darby（2006）は、モニタリングシステムに

より電力消費状況をリアルタイムで表示し、電力消費量を意識することによる削減効果は 5～

15％減という研究結果を報告している。米国Google社では、このレポートも参考に、電力消費の

削減効果が 5～15％あることを踏まえ、一般家庭向けの電力消費量のモニタリングシステムであ

るGoogle PowerMeterを2009年 10月に商品化していた14。米国Google社では、同社が６世帯で

実測したところ1ヶ月の電力料金ベースで平均10％の削減効果があったと発表していた。しかし

ながら同社では、市場での普及が進まなかったことから、2011年９月に同システムの提供を停止

している。 

 日本国内での住宅を対象とした見える化による定量的効果としては、省エネルギーセンター

（2009）による対前年比11％減、埼玉県草加市（2009）による対前年比5.1％減、等が報告され

ている。しかしながらこれらの報告の詳細をみると、各種家電・機器の更新（買い換え）、計測対

象期間の差異の補正（日数補正）、気温変動による影響の補正（気温補正）、これらの有無につい

ては確認できない状況にあり、定量的な効果としては確定しにくい状況にある。米国での報告も

同様である。 

 ２つめの、見える化の手法を活用しつつきめ細かな機器調整（省エネチューニング）による実

測データに基づき省エネや節電等への取り組みによる効果を獲得している事例として、工場や事

                            
14 Google社ニュースリリース「Empowering the UK with Google PowerMeter」2009年 10月 27

日、http://blog.google.org/2009/10/empowering-uk-with-google-powermeter.html（2017/5/1

確認） 
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務所ビルでの多くの活動が報告されている（栗尾2012ほか）。継続的な取り組みにより、より大

きな効果が得られたことが報告されている。 

 

表 3 - 1 省電力効果の算出事例 

算出主体 省電力効果 算出方法 

Darby（2006） 5～15％ ・モニタリングシステムにより電力消費状況をリアルタイムで表示し、電力
消費量を意識することによる削減効果は 5～15％という研究結果を報告
している。 
・使用明細書等を通じた非直接的な方法の場合には、0-10％の範囲であ
ると指摘している。 
・Google 社では、このレポートも参考に、一般家庭向けの電力消費量のモ
ニタリングシステムであるGoogle PowerMeterを2009年10月に商品化し
ている。   

Petersen et.al 
（2007） 

32％ ・リアルタイムで電力消費をフィードバックすることにより電力消費量ベース
で 32％の省電力が実現されたと報告している。   

Fischer（2008） 12％ ・電力消費の見える化により 12％程度の省電力効果があったと報告して
いる。   

省エネルギーセ
ンター（2009年） 

11％ 
（年比較） 

・計測機器（省エネナビ）を設置した家庭での実測結果（10 月～9 月）によ
る。 
・数値は、電力消費量の前年同月に対する月別の削減率の単純平均であ
る。 
・測定期間、実験対象件数は不明である。 
・気温変動による影響は、加味されていない。   

草加市（2009） 5.1％ 
（11～12月） 

・計測機器（省エネナビ）を設置した家庭11軒での実測結果による。 
・測定期間は、1998年 11～12月。 
・数値は、11 軒での電力消費量の前年同月に対する削減率の単純平均
である。 
・気温変動による影響は、加味されていない。 
・計測期間の日数の差異による補正は行われていない模様である。  

環境省（三菱総
合研究所 2011） 

6.2％ ・見える化の前後による世帯での省電力効果である。 
・事業者のオフィスでの電力消費量に着目した場合、「見える化」の効果は
3％～9％程度であった。  

 

 

3.3.2 見える化手法の開発動向 

（1） 見える化の目的の類型 

 電気機器メーカ等では、電力消費データの計測のための機器やサービスの販売を拡充してきて

いる。メーカカタログ等での見える化に向けた開発内容を類型化すると、その目的としては、①

時系列分析、②不具合監視、③オン・オフ管理、④待機電力の定量化、⑤特異値、外れ値監視、

⑥節電行動による効果の定量化、⑦電力消費パターンの把握、⑧類似の他の需要家との比較、等

がある（表3 - 2）。 
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表 3 - 2 見える化の目的の類型 

目的の類型 見える化の目的例 

時系列分析 
・時系列でみた推移の把握。 
・昨年、前年同月、および前月実績との比
較。 

不具合監視 ・機器の異常等の不具合の把握。 

オン・オフ管理 
・外出時、不使用時等における消し忘れの把
握とその削減。 

待機電力の定量化 
・不在時の電力消費量（待機電力）の把握と
その削減。 

特異値、外れ値監視 ・電灯系統での特異値、外れ値の把握。 

節電行動による効果
の定量化 

・エアコンの設定温度の緩和による電力消費
の低減量の定量化。 

電力消費パターンの
把握 

・電力消費の恒常的なパターンの把握。 

類似の他の需要家と
の比較 

・比較を通じた節電・省電力への動機付け 

 

 

（2） 見える化手法の一覧 

 メーカ等が開発した計測技術やグラフ化等の見える化の手法を概観・一覧化すると、表 3 - 3

に示すような各種の方法が提案されている。また、計測およびデータ通信機能も実装された分電

盤が開発されるなど、電力の供給系統別、コンセント単位別の計測も可能となっている。更には、

スマートメータ（データ通信機能を備えた電力計）も普及しつつあり、需要家自身による契約単

位別のデータの取得も可能となろうとしている。 

 電力消費データの見える化を目的とした各種の製品およびサービスの開発事例、およびデータ

分析より得られた知見をもとに、見える化の具体化に向けた諸元を一覧化すると表3 - 4となる。 

 

表 3 - 3 見える化手法の一覧 

手法の類型 提案例 

電力消費の瞬時値の表示 ・リアルタイムでの電力消費量の表示 
・不在時などの待機電力による電力消費量の表示 

30分単位での積算電力量の
グラフ表示 

・デマンド値（電力消費の30分単位毎の積算値）の折れ線
グラフでの表示 

日単位での積算電力量の数
値表示 

・前日および前年同月同週同曜日との比較 

日単位での電力消費量のグ
ラフ表示 

・電力消費の時系列推移の折れ線グラフでの表示 
・気温変動と電力消費の関係性の散布図での表示（縦軸
に電力消費、横軸に気温変動） 

電力の供給力のグラフ表示 ・供給予備率（電力消費率）注）のグラフでの表示 

頻度分析 ・電灯系統での電力消費量の分布状況の表示 

需要家比較 ・類似の他の需要家との比較と順位付け 

気温データの同時計測 ・電力消費量に加えて気温を測定 

曜日別比較 ・曜日別の電力消費量が比較しやすいように表示 

注）供給予備率とは、電力会社全体で見た電力消費に対する供給力の比率である。電力
消費率＝１－供給予備率の関係にある。 
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表 3 - 4 見える化手法の諸元 

 

計測範囲 

施設全体 
系統単位 
階単位 
部屋単位 
機器単位 
コンセント単位 

 

分析単位 

15分単位 
1時間単位 
日単位（平日・休日に区分） 
月単位 

 

記載数値 

瞬時値（単位：kW） 
積算電力量（単位：kWh） 
システムの閲覧回数 
システムの閲覧頻度 
気温情報 

 

グラフ形状 

時系列グラフ（瞬時値、1時間単位、日単位、など） 
積算値グラフ（30分間隔、など） 
頻度分布 
散布図 

比較対象 

前日比 
前週同曜日比 
前年同月比 
前年同月同週同曜日比 

フィードバックの単位 
日単位 
月単位 

 

 

3.3.3 電力消費の見える化への取り組みについての考察 

 電力消費の見える化による電力消費量の削減効果は５～15％減との報告（Darby2006）がきっか

けとなり、新たな動きが生じていた。米国Google社によるシステムの商品化など、電力消費の見

える化に関しての各種の実証実験が行われてきた。しかしながら、見える化への取り組みを総括

している報告をみると、「総じていえば、“見える化”機器を設置しただけで、省エネ行動につな

がるとの結果は明確には得られなかった。」と指摘している（森口2010）。 

 東京大学は、東京23区内最大の電力需要家である。同大学では、電力消費の削減に向けて「グ

リーン東大工学部プロジェクト」を推進してきている。同プロジェクトでは、グラフ等により直

感的なわかりやすさを重視したシステムを開発している。同プロジェクトの中で、中島（2009）

は、無駄な電力消費を抽出する方法として、①ベンチマーク（チャンピオンデータ）との比較、

②同業または同種の事業所等との比較、③自己の過去との比較、④目標値（社会的要請数値、組

織からの要請数値など）との比較、これら４つの方法を提示している。これら方法を用いた検討

を通じて無駄な電力消費を特定していくことが有効であると指摘している。 

 これらの提案や見える化への取り組み事例を踏まえると、個々の需要家単位においては、週単

位、日単位、および１時間単位での電力消費の実績データから需要家自身での電力消費のパター

ンを把握し、その中に存在する無駄な電力を特定していくことが電力消費の抑制に向けた主たる

検討方向であると考えられる。 

 即時性の高い電力消費データを計測・収集・管理するビルエネルギー管理システム（BEMS、

Building Energy Management System）の企業等への導入が進んでいる。加えて、スマートメータ

（データ通信機能を備えた電力計）の普及も始まりつつある。これまでの電力消費状況の見える

化にあたっての障壁であったデータの取得が容易となろうとしており、省電力や節電行動を喚起
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させるような、より効果的なグラフ化等による見える化の手法が求められている。 

 しかしながら、見える化の手法の詳細についてみてみると、そのシステムの画面等を見る限り

においては、数値表示型の情報提供のレベルにとどまっている。ユーザ（電力の需要家）に対し

継続的に省電力や節電を促す仕組みは開発途上にある。 

 

 

3.4 電力需要の予測方法 

 ここでは、電力需要の予測にあたって使用されている気温等の説明変数の状況を把握し、日最

大電力の実績データの分析方法を把握する。 

 

3.4.1 電力需要の予測項目と予測で使用する気象情報 

 電力会社では、以前から電気を安定的かつ効率よく需要家に供給するために精度の高い電力需

要の予測を業務の一環として行ってきており、電力需要の予測方法についての研究を蓄積してき

ている。電力需要の予測対象を記載したものが表3 - 5である。予測にあたっては、気象情報（気

温、湿度等）および過去の電力消費実績を説明変数とする重回帰分析やニュ－ラルネットワーク

等が用いられてきている。予測項目は、日最大電力、日最小電力、１時間単位でみた１日の電力

需要（電力負荷曲線）等である。予測項目の中で、供給予備力の確保という観点からは日最大電

力の予測が最も重要とされている（灰田2008）。 

 電力会社による電力需要の予測方法の詳細をみると、気温に加えて、湿度、天気、曜日情報等

が使用されてきている。 

 

表 3 - 5 電力会社による電力需要予測の対象 

 
予測対象時期 

・当日 
・翌日 
・翌々日 
・週間予報 
・１ヶ月予報 
・３ヶ月予報  など 

 
予測対象項目 

・１時間単位でみた１日の電力需要（電力負荷曲線） 
・日最大電力 
・日最小電力 
・需要比（当日午前 8 時の実績に対する日最大電力の
比率。当日午前に、当日の日最大電力を再予測する
ために使用する。）  など 

 
予測に使用する気
象情報 
 

・気温 
・湿度 
・天気 
・曜日情報  など 

出所）灰田（2008）ほかを参考に作成。 

 

 

3.4.2 気温情報の活用方法 

（1） 日最大電力と気温の関係性 

 電力需要が気温変動の影響を受けることは、かねてより指摘されている（電気事業連合会2010）。

気温変動と日最大電力の散布図を描いたものとしては、菅沼（2013）らが報告している。これら
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先行研究での散布図をみると、夏期は気温の上昇（冬期は気温の低下）に伴い日最大電力が増加

しており、気温変動による影響を考慮する必要があることが確認できる。参考として、関東地方

での2015年度実績をみると図3 - 2となる。 

 

 

図 3 - 2 日最高気温と日最大電力との関係性を描いた散布図（関東地方、2015 年度） 

 

（2） 気温情報の指標 

 電力消費と気温変動の散布図の分析や電力需要の予測に用いている重回帰式での説明変数をみ

ると、気温情報が主となっているが、その具体的な指標は多様である。日最高気温、日平均気温

に加えて、日最大電力を記録したピークの発生時間帯の気温またはその直近気温の平均などが使

用されている（表3 - 6）。夏期について日単位のデータを分析する場合には、日最高気温を使用

するケースが多い。 

 

表 3 - 6 夏期データの分析にあたっての説明変数の例 

被説明変数 説明変数 先行研究 備考 

日最大電力 日最高気温 杉原ほか（2011） ・分析対象は、東京電力需要家全体。 
・2010年度実績と 2011年夏期の実績を比較。 

  鈴木ほか（2012） ・分析対象は、東京電力需要家全体。 
・2009年 7月の日別データを散布図とする。 

 当日を含めた５日分
の最高気温の平均 

関西電力（2015a,b） ・分析対象は、関西電力需要家全体。 

電力消費量 日平均気温 小野・森清（1985） ・電力消費量と気象条件の散布図分析を行って
いる。日最高気温、日最低気温など各種の気象
条件を代表する指標のうち、最も相関係数が高
い指標は日平均気温であると報告している。 

 当該時刻と１～３時
間前を含めた４点の
平均気温 

矢部（2005） ・１時間単位での電力需要の予測で使用。 
・気温の電力需要への影響が、時間的遅れを持
つことを考慮している。 
・下記の比較の結果、決定係数ｒ2 が最も高いケ
ースであった４点平均の気温を選定している。 

   －日最大電力が生じた当該時刻の気温 
   －日最高気温 
   －１～４時間前の各気温 
   －１～５時間前までの各平均気温  

日最大電力（単位：万kW） 関東地方、2015年度、平日、N=238

日最高気温（単位：℃）
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3.4.3 気温以外の情報の活用可能性の評価 

 電力需要の予測にあたっては、気温以外の情報も活用されている。ここでは、日最大電力の実

績データの分析にあたって、曜日情報、湿度、風速、天気等の活用可能性を確認した。 

 

（1） 曜日情報の活用可能性 

 電力需要の予測にあたって、曜日情報を考慮している場合がある（田中ほか1996、灰田・武藤

1996、雪田ほか 2004）。電力需要は、曜日により異なる場合があり、月曜は他の平日に比べて需

要が小さいことが指摘されている。しかしながら、夏期における日最大電力の曜日別分布をみる

とともに、曜日情報を説明変数とする重回帰分析を行ったが、月曜についての特異な傾向は見い

だせなかった（図3 - 3）。 

 なお、時間帯別の電力消費の年間推移をみると、月曜は４時台までは日曜並みの水準であり、

その後徐々に増加し、７時台からは他の平日並みの水準となっている(図 3 - 4～図3 - 7)。月曜

の早朝は、休日並みの水準であった。電力需要の予測にあたって曜日情報を使用している理由と

しては、月曜早朝は電力需要の少ないことが考えられる。 

 

 

図 3 - 3 曜日別にみた日最大電力の状況（山梨県、2012 年度） 

 

 

図 3 - 4 ４時台での電力消費の年間推移（東京電力需要家全体、2012 年度） 

日最大電力（単位：万kW） 2012年度、山梨県

日最高気温（単位：℃）
注）対象期間　2012/7/1 (日)～2012/8/31 (金)

60

70

80

90

100

110

120

20 25 30 35 40

月曜

火曜

水曜

木曜

金曜

土曜

日曜

祝日等

4時台の電力消費（単位：万kW） 東京電力管内需要家全体､2012年度
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図 3 - 5 ５時台での電力消費の年間推移（東京電力需要家全体、2012 年度） 

 

 

図 3 - 6 ６時台での電力消費の年間推移（東京電力需要家全体、2012 年度） 

 

 

図 3 - 7 ７時台での電力消費の年間推移（東京電力需要家全体、2012 年度） 

  

5時台の電力消費（単位：万kW） 東京電力需要家全体、2012年度
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6時台の電力消費（単位：万kW） 東京電力需要家全体、2012年度
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7時台の電力消費（単位：万kW） 東京電力需要家全体、2012年度

　

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

4/1 5/1 6/1 7/1 8/1 9/1 10/1 11/1 12/1 1/1 2/1 3/1 4/1

月曜 火曜～金曜 土曜 日曜



67 

 

（2） 湿度情報の活用可能性 

 高温多湿な日本では湿度が高いほど蒸し暑さが増すことから、湿度は夏期の空調需要（冷房機

器の稼働）に大きな影響があることが指摘されている（灰田 2008）。また、電力需要の予測にあ

たって、不快指数や相対湿度の指標を説明変数の１つに加えている場合もある（星名・須貝1999、

雪田ほか2004）。しかしながら、湿度と気温との相関係数Ｒ2をみると高い水準にあり、広域を対

象とした電力消費の実績データの分析にあたっての追加的説明変数としての利用は不適な状況に

ある。 

 

 

（3） 風速情報の活用可能性 

 風は、体感温度や都市空間での熱の移動に影響を及ぼすことから、冷房需要および暖房需要に

影響を及ぼすとされている。電力需要の予測にあたっての説明変数として風の代理指標として風

速等を利用する試みがされてきている（灰田 2008）。しかしながら、１日の平均風速等を追加的

な説明変数とする重回帰分析を行ったが、有意な結果は得られなかった。風速情報の活用にあた

っては、その指標の選定方法も含めて検討の余地がある。 

 

 

（4） 天気情報の活用可能性 

 電力需要の予測にあたって、説明変数として天気情報を使用しているケースがある（星名・須

貝1999ほか）。天気は、昼の照明需要に影響を与えるものである。天気を代替する指標として全

天日射量、雲量などが使用されている。しかしながら、全天日射量、雲量等を追加的な説明変数

とする重回帰分析を行ったが、有意な結果は得られなかった。 
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3.5 日最大電力の減少率の算出方法 

3.5.1 日最大電力の減少率の算出状況 

（1） 電力会社需要家全体でみた日最大電力の減少率の算出状況 

 日最大電力の減少率の算出については、電力会社需要家全体を対象とした算出が行われてきて

いる。2011年夏期の東京電力管内での各種節電対策による日最大電力の減少率については、経済

産業省（2011）、永富（2011a,b,c,d）、東京電力（2011）、三菱総合研究所（2012）、菅沼（2013）

らが報告している（表3 - 7）。経済産業省（2011）は、日別に前年同月同週同曜日との比較結果

を同省ＨＰに掲載していた。永富（2011d）は、前年同月同週同曜日との比較データを用い、気温

変動および誤差を考慮すると概ね13～15％減の節電が達成できたと報告していた。 

 2012年度については、橘高・宮崎（2014）が日最大電力のデータを用いた気温感応度の指標に

より夏期および冬期の動向を報告している。 

 なお、2013年度以降の夏期の日最大電力の減少率についての報告はみられない。 

 

 

（2） 部門別にみた日最大電力の減少率の算出状況 

 部門別（産業部門、家庭部門など）にみた電力消費の実績データは公表されていないため、推

計レベルでの報告が行われてきている（表3 - 8）。東京電力（2011）では、日最大電力の減少率

を需要家別に推計していた。同推計での日最大電力の減少率は、大規模工場等の大口需要家で約

29％減、一般の事業所等の小口需要家で約19％減、家庭用で約6％減であった。全体では18％減

であった。家庭用では、電力使用制限令が節電目標として掲げた15％減には届かない結果であっ

た。 

 

 

（3） 地方全体または県単位でみた日最大電力の減少率の算出状況 

 電力広域的運営推進機関が公表している地方全体での日最大電力の実績データを用いて、地方

全体での電力消費の動向を分析している先行研究は見られない。また、電力会社が公表していた

支店単位での日最大電力の実績データを用いて、県単位での電力消費および節電の状況を分析し

ている先行研究も見られない。 
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表 3 - 7 2011 年度の日最大電力の減少率の算出例 （夏期） 

     算出主体 

日最大電力の減少率 

（2010年実績比） 
備考 

＜夏期＞ 

東京電力需要家全体 
  

 東京電力（2011） 

全体   18％ 

大口需要家 約 29％ 

小口需要家 約 19％ 

家庭用    約 6％ 

・大口需要家は、実績に基づく(一部推計あり）。 

・小口需要家、家庭用は、推計による。 

・比較は、下記の日ベースでの効果算出である。 

   2010年 7月23日(金)14～15時 

   2011年 8月18日(木)14～15時 

 永富（2011 d） 

6月  13.5％ 

7月  13.9％ 

8月  14.6％ 

・気温変動を考慮している。 

・数値は、前年同月同週同曜日比による。 

 村上ほか（2011） 17.0％ 

・日単位での日最高気温と日最大電力の散布図から二次の回帰

式を導出し、ここから 25～36℃平均の数値から推計している。 

・温度設定は、冷房需要が増加する 25℃と 2011 年夏期の最高

気温36℃とから設定している。 

 比護ほか（2011） 15.6％ ・気温変動を考慮している。 

 
三 菱 総 合 研 究 所

(2012) 
18.7％ 

・日単位での最高気温と日最大電力の散布図から、一次の回帰

式を導出（2010年度と2011年度）し、両式から最高気温が30℃

であった場合における日最大電力の減少率を推計している。 

 兵藤（2012） 

15％以上 

（12～24％程度、図より読

み取り） 

・ベースラインとの比較に基づき 2011 年夏期の日最大電力の減

少率を算出している。 

・なお、1 時間単位で算出しているため、期間全体での日最大電

力の減少率は算出していない。 

 菅沼(2013) 18.5％ ・気温変動を考慮している。 

東北電力需要家全体   

 永富（2011 d） 

6月  14.0％ 

7月  13.4％ 

8月  17.6％ 

・気温変動を考慮している。 

 比護ほか（2011） 15.3％ ・気温変動を考慮している。 

   

＜冬期＞ 

関西電力需要家全体 
  

 
アジア太平洋研究所

（2012） 
5.1％ 

・電力消費の実績と気温変動（平均気温）の散布図から、平均気

温を説明変数とする二次の回帰式を導出し、そこから日最大電

力の減少率を算出している。 

・大阪市の平均気温の最頻度帯（80％以上）である３～７℃での

平均から算出している。 

・比較対象期間は、下記である。 

  2010年 11月1日～2011年 2月 20日 

  2011年 11月 1日～2012年 2月 20日 
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表 3 - 8 部門別にみた日最大電力の減少率の算出例 （夏期） 

    算出主体 
日最大電力の減少率 

（2010年度実績比） 
備考 

＜夏期＞ 

東京電力需要家全体 

 

 
 

 東京電力（2011） 

・2011年の日最大電力の減少率  18％（全体） 

 （内訳）大口需要家 約 29％ 

     小口需要家 約 19％ 

     家庭用    約 6％  

 

 永富（2012） 

・2011年の日最大電力の減少率  17％（全体） 

 （内訳）産業部門 18％ （4.9％） 

     業務部門 21％ （8.9％） 

     家庭部門 11％ （3.2％）  

・14時時点での推計値である。 

・（  ）内の数値は、全体の日最

大電力の減少率に対する寄与

度である。 

関西電力需要家全体 
 

 

 

 関西電力（2013ａ） 

・2013年夏期の日最大電力の減少率 

  全体      約 280万 kW減（約 11％減） 

 （内訳）産業用 約 90万 kW減（約 9％減） 

     業務用 約 130万 kW減（約 12％減） 

     家庭用 約 60万 kW減（約 11％減）  

・14～15 時の最大電力を算出対

象としている。 

 

 関西電力（2014） 

・2014年夏期の日最大電力の減少率 

  全体         約 320万 kW減（約 13％減） 

 （内訳）大口需要家 約 140万 kW減（約 13％減） 

     小口需要家 約 110万 kW減（約 11％減） 

      --------------------------- 

     産業用 約 115万 kW減（約 12％減） 

     業務用 約 135万 kW減（約 13％減） 

     家庭用 約 70万 kW減（約 14％減）  

・14～15 時の最大電力を算出対

象としている。 

・サンプルデータを基に、統計

値などを用いて推計している。 

・小口需要家は、契約電力

500kW未満の需要家である。 

 

＜冬期＞ 

関西電力需要家全体 

 

 
 

 関西電力（2012） 

・2012 年 10月の日最大電力の減少率 

 （17～18時） 

  全体      約 180万 kW減（約 9％減） 

  （内訳）大口需要家 約 75万 kW減（約 9％減） 

       小口需要家 約 70万 kW減（約10％減） 

       --------------------------- 

       産業用 約 65万 kW減（約 9％減） 

       業務用 約 80万 kW減（約 10％減） 

       家庭用 約 35万 kW減（約 7％減）  

 

 関西電力（2013ｂ） 

・2012 年度冬期の日最大電力の減少率 

・９～10時 全体 約 150万 kW減（約 6％減） 

  （内訳）産業用 約 70万 kW減（約 8％減） 

       業務用 約 50万 kW減（約 6％減） 

       家庭用 約 30万 kW減（約 5％減） 

   --------------------------- 

・18～19時 全体 約 150万 kW減（約 6％減） 

  （内訳）産業用 約 60万 kW減（約 8％減） 

       業務用 約 55万 kW減（約 7％減） 

       家庭用 約 35万 kW減（約 4％減）  

・サンプルデータを基に、統計

値などを用いて推計している。 

・小口需要家は、契約電力

500kW未満の需要家である。 
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3.5.2 震災による日最大電力への影響 

 震災後の電力消費の動向の分析にあたっては、気温変動による影響に加えて震災による影響を

考慮することが課題である。企業等による生産活動の動向を把握する指標の1つとして地方別に

月単位で公表されている鉱工業生産指数（IIP）がある。比護ほか（2011）は、企業等での生産活

動の減少による影響を区分するために、気温に加えてこのIIPを電力需要の推計式の説明変数に

追加し、2011年夏期における電力消費の減少動向を分析している。その分析結果をみると、気温

変動による影響を除外した日最大電力の減少率は、東京電力需要家全体で15.6％減、東北電力需

要家全体で15.3％減であった。また、この日最大電力の減少分のうち生産活動の減少によるもの

の割合は、東京電力需要家全体では減少分の3％分、東北電力需要家全体では減少分の15％分で

あったと報告している。2011年夏期における日最大電力の減少は、震災による一時的な需要減よ

りもそれ以外（気温変動もしくは需要家による節電への取組）による影響が大きかったことがう

かがえる。 

 東北地方でのIIPの推移（図3 - 8）をみると、回復に遅れがみられるものの2012年 2月には

関東地方並みの水準にまで達していた。その後は、関東地方と同様な動きで推移していた。2012

年度始めの時点においては、東北地方では震災に伴う一時的な生産活動の減少の段階から恒常的

な経済活動の段階に移行していたと考えられる。このため、2012年度以降の減少率の算出にあた

っては、震災に伴う一時的な生産活動の減少を考慮する必要性は高くはないと考えられる。 

 

 

図 3 - 8 鉱工業生産指数（IIP）の推移 

 

 

3.5.3 日最大電力の減少率の算出方法の一覧 

 震災後に生じた節電対応への必要性が契機となり、その実績評価の観点から日最大電力の減少

率の算出が行われてきている。先述の方法も含め減少率の算出方法を一覧化すると、表3 - 9に

記載のように多様な方法が報告されている。 

 これらの方法の中で、より直観的に日最大電力の減少動向を把握できる方法として、同月同週

同曜日比較の方法（表3 - 9の方法３）がある。この方法の利点は、比較対象日との気温の差分

と日最大電力の差分の比率の散布図から両者による一次の回帰式が得られることである。この回

帰式のＹ切片は、比較対象日との気温差がなかったとした場合の日最大電力の減少率であり、気

鉱工業生産指数（季節調整済、2010（平成22）年＝100）
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温変動による影響を考慮した日最大電力の減少率と見込むことができる。 

 

表 3 - 9 日最大電力の減少率の算出方法の一覧 

 算出方法 算出例 課題等 

方法 1 
最大ピークでの比較（日最大電
力が最大となった数値での比
較） 

東京電力（2011） 
・最大ピークが発生した１日のデータのみ
に依存する。 
・気温変動による影響は反映されない。 

方法 2 
前年同月同週同曜日との日単位
での比較（気温変動は反映して
いない） 

経済産業省（2011） 
・気温変動による影響は反映されない。 
・期間全体での日最大電力の減少率を算
出できない。 

方法 3 
前年同月同週同曜日との比較に
気温変動（気温差）を加味して分
析 

永富(2011) 
・月日のずれによる影響については、別
途検討する必要がある。 

方法 4 
気温変動（日最高気温など）と電
力消費とを散布図を用いて比較 

村上ほか(2011)、
三菱総合研究所
(2012) 

・日最大電力の減少率を算出するにあた
っては、算出に用いる気温を設定する必
要がある。 

方法 5 
過去の実績から算出したベース
ラインとしての推計値と実績との
比較 

比護ほか(2011)、
兵藤(2012) 

・過去の実績より基準とするベースライン
の推計が別途必要となる。 
・ベースラインの推計そのものに誤差が含
まれる。 

方法 6 
気温変動(日最高気温など)の
積算値と日最大電力の積算値と
の比較 

菅沼(2013) 
・夏期の分析には有効であるが、冬期の
分析には有効ではないと指摘している
（菅沼2013）。 

方法 7 
気温変動（日最高気温など）に
加えて、経済活動の影響を加味
して比較 

比護ほか(2011) 
・経済活動による影響の反映方法につい
ては継続的検討課題である。 

 

 

3.6 小括 

 本章では、電力消費の実績データの活用に向けた見える化への取組動向、電力需要の予測方法

の詳細、および日最大電力の算出方法を確認した。これらの先行研究のレビューから、電力消費

の実績データの分析にあたっての参考事項として、下記を確認した（表3 - 10）。 

 

表 3 - 10 電力消費の実績データの分析にあたっての参考事項 

・電力消費の実測データの活用に向けた見える化の動向を概観すると、現状では

数値表示型等の情報提供のレベルにとどまっており、開発途上の段階にある。

電力消費の見える化に向けては、引き続き改善が期待される。 

・夏期および冬期における日最大電力の実績データの分析にあたっては、気温情

報のみで統計的にみて十分な説明力が得られている。 

・日最大電力の実績データの分析にあたって、日平均または特定時間帯での湿度、

風速、曜日、天気（晴天率、雲量）等の気温以外の気象情報を追加的な説明変

数として重回帰分析を行ったが有意な結果は得られなかった。 

・気温変動による影響を考慮した日最大電力の算出方法として、同月同週同曜日

比較による方法がある。この手法は、より直観的に日最大電力の減少動向を把

握できる手法である。 
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第4章 夏期および冬期の期間全体でみた日最大電力の減少率の見える化 
 

4.1 本章の目的 

 本章では、夏期および冬期の期間全体を対象とした日最大電力の減少動向（減少率）の見える

化の手法を構築するとともに、その手法を用いて、夏期および冬期における日最大電力の減少率

を算出した。なお、電力需要は気温変動による影響が大きいため、日最大電力の減少率の算出に

あたっては気温変動による影響を考慮している。 

 

 

4.2 研究の方法 

4.2.1 本章での見える化の手法 

 本章での見える化とは、2010年度または前年度の同月同週同曜日の実績との比較より得られる

気温の差分と日最大電力の差分の比率との関係性を描いた散布図により両者の関係性を視覚的に

直観的かつ簡易に確認するとともに、散布図より得られる一次の回帰式のＹ切片を日最大電力の

減少率と見込むことを指す。 

 先行研究では、この減少率の指標を節電率と呼ぶ場合もあるが、本研究の対象である日最大電

力の減少分は、需要家による能動的な節電行為のみによるものではないことを考慮し、本研究で

は減少率と呼ぶ。 

 

 

4.2.2 分析対象地域と分析単位 

 分析対象地域は、東京電力および東北電力の供給管内である東日本地域とし、地方全体（関東

地方、東北地方）、電力会社需要家全体（東京電力需要家全体、東北電力需要家全体）、および県

単位を分析単位とした。県単位では、2010年夏期の実績データが公表されていた群馬県と山梨県

をケースとして減少率を算出した。なお、県単位での冬期については、山梨県での2010年度のデ

ータは非公表であったため、群馬県のみで分析を行った。 

 第１章で記載のとおり、関東地方での新電力による需要実績のシェアの推移（日最大電力ベー

ス）をみると、2011年夏期の段階では新電力からの電力購入の増分は大きくなく、離脱による影

響はまだ小さかったと考えられる。2012年度以降をみると、新電力のシェアは徐々に増加してい

た。同様に、東北地方についてみると、2014年度半ばまでは新電力の需要実績のシェア（日最大

電力ベース）は１％程度の水準であった。その後、徐々に増加していた。この点を踏まえ、2012

年度以降の分析では、地方全体（関東地方、東北地方）を主たる分析対象とした。 

 

 分析にあたっては、地方全体の数値は新電力の需要家分も含んだ実績であること、電力会社需

要家全体および県単位の数値は新電力の需要家分は含まない実績であること、これらに注意する

必要がある。また、第１章で記載のとおり、電力会社需要家全体および県単位での実績データの

減少分の中には、電力の購入先の新電力への変更（電力会社からの離脱）による電力会社からの

購入電力の減少分が含まれていることに注意する必要がある。 
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4.2.3 分析対象期間 

 夏期は7～8月、冬期は12～２月を分析対象期間とした。 

 分析対象年度は 2011～2016 年度とし、各年度の土曜、日曜、祝日、お盆期間（8月 12 日～16

日）、および年末年始（12月 28日～１月５日）を除いた平日を分析対象とした。第２章での分析

より、同時期における平日と休日（土曜、日曜、および祝日）を比較すると、休日の日最大電力

は平日よりも低い水準にある。この点を踏まえ、分析対象は平日のみに限定した。また、お盆期

間および年末年始は休日並みの水準であるため、分析対象から除外した（以下、「休日」と呼ぶ）。 

 減少率の算出にあたっては、政府や自治体による節電要請が夏期は7月、冬期は12月から始ま

っていたことを踏まえ、各年の7月１日または12月１日以降の同月同週同曜日にあたる日のデー

タを比較対象とした（表 4 - 1）。算出対象年度または 2010 年度のデータのいずれかが祝日、お

盆期間、または年末年始の場合には、減少率の算出対象データから除外した。なお、比較の都合

により９月または３月第１週のデータが一部含まれる。 

 

表 4 - 1 同月同週同曜日比較での比較対象日（2011 年夏期の場合） 

 

 

 

4.2.4 日最大電力の減少率の算出方法 

 群馬県をケースとして、夏期における日最高気温と日最大電力との関係性を描いた散布図をみ

ると、気温が高くなると日最大電力は増加し、気温が低くなると日最大電力は減少する関係があ

る。2010年夏期と2011年夏期を比較した場合、2011年は前年を下回る水準で推移していた（図

4 - 1）。 

 合わせて、前年の同月同週同曜日の実績との日最高気温の差分と日最大電力の差分の比率を比

較した場合、傾きが正の一次の相関を観察することができる（図4 - 2）。この一次の回帰式のＹ

切片は、気温差がなかったとした場合の日最大電力の減少率と考えることができる。 

 上記を踏まえ、本章では、比較年との同月同週同曜日の実績との日最高気温の差分と日最大電

力の差分の比率より日最大電力の減少率を算出した。 

 なお、本章での同月同週同曜日比較の方法による気温の差分と日最大電力の差分の比率の散布

図より導出した１次の回帰式のＹ切片および傾きのt値はいずれも絶対値が２以上であり、ｐ値

はいずれも１％水準で有意であった。 

2011/7/1 7/2 7/3 7/4 7/5 7/6 7/7 7/8 7/9 7/10 7/11 7/12 7/13 7/14 7/15 7/16 7/17 7/18 7/19 7/20 7/21
(金) (土) (日) (月) (火) (水) (木) (金) (土) (日) (月) (火) (水) (木) (金) (土) (日) (月) (火) (水) (木)

2010/7/2 7/3 7/4 7/5 7/6 7/7 7/8 7/9 7/10 7/11 7/12 7/13 7/14 7/15 7/16 7/17 7/18 7/19 7/20 7/21 7/22
(金) (土) (日) (月) (火) (水) (木) (金) (土) (日) (月) (火) (水) (木) (金) (土) (日) (月) (火) (水) (木)

2011/7/22 7/23 7/24 7/25 7/26 7/27 7/28 7/29 7/30 7/31 8/1 8/2 8/3 8/4 8/5 8/6 8/7 8/8 8/9 8/10 8/11
(金) (土) (日) (月) (火) (水) (木) (金) (土) (日) (月) (火) (水) (木) (金) (土) (日) (月) (火) (水) (木)

2010/7/23 7/24 7/25 7/26 7/27 7/28 7/29 7/30 7/31 8/1 8/2 8/3 8/4 8/5 8/6 8/7 8/8 8/9 8/10 8/11 8/12
(金) (土) (日) (月) (火) (水) (木) (金) (土) (日) (月) (火) (水) (木) (金) (土) (日) (月) (火) (水) (木)

2011/8/12 8/13 8/14 8/15 8/16 8/17 8/18 8/19 8/20 8/21 8/22 8/23 8/24 8/25 8/26 8/27 8/28 8/29 8/30 8/31
(金) (土) (日) (月) (火) (水) (木) (金) (土) (日) (月) (火) (水) (木) (金) (土) (日) (月) (火) (水)

2010/8/13 8/14 8/15 8/16 8/17 8/18 8/19 8/20 8/21 8/22 8/23 8/24 8/25 8/26 8/27 8/28 8/29 8/30 8/31 9/1
(金) (土) (日) (月) (火) (水) (木) (金) (土) (日) (月) (火) (水) (木) (金) (土) (日) (月) (火) (水)

注）土曜、日曜、祝日、およびお盆期間（8月12日～16日）については、灰色を付した。
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図 4 - 1 日最高気温と日最大電力との関係性を描いた散布図（群馬県、2010-2011 年夏期） 

 

 

図 4 - 2 同月同週同曜日比較による日最高気温と日最大電力の差分との関係性を描いた散布図（群

馬県、2011 年夏期） 

 

 

4.2.5 先行研究との相違点 

 同月同週同曜日比較による分析を行っている先行研究として永富（2011 d）がある。永富（2011 

d）は、電力会社需要家全体を対象とし、1時間単位のデータを用いて月単位（6～8月）ならびに

昼間（9～20時）と夜間（21～8時）の2区分で分析しているが、本研究では、日最大電力のデー

タから減少率を算出している。 

 本章での日最大電力の減少率の算出方法は、①電力消費データに関しては、日最大電力の実績

データのみを用いて日最大電力の減少率を算出していること、②地方全体（関東地方、東北地方）

および県単位（群馬県、山梨県）についても分析対象としていること、③地方全体のケースに限

られるが、新電力の需要家分も含めた実績を対象とし減少率を算出していること、④震災直後の

2011 年度に加えて 2012 年度以降も減少率を算出していること、⑤冬期も分析対象としているこ

と、⑥同月同週同曜日比較より得られる日最大電力の気温感応度の指標を用いた分析を行ってい

ること（第６章にて分析）、これらが先行研究と異なる点である。電力広域的運営推進機関が公表

日最大電力（単位：万kW） 群馬県､平日

日最高気温（単位：℃）
注）対象期間

基準年　2010/7/5 (月)～2010/8/31 (火)

比較年　2011/7/1 (金)～2011/8/31 (水)
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日最大電力の増減率（2010年度比） 群馬県､平日､2011年度､N=39

日最高気温の差分（単位：℃）

注） 対象期間 分析日 2011/7/1 (金)～2011/8/31 (水)

比較日 2010/7/2 (金)～2010/9/1 (水)

y = 0.0224x - 0.1883

-60%

-50%

-40%

-30%

-20%

-10%

0%

10%

20%

-15 -10 -5 0 5 10 15



76 

している日最大電力のデータも使用することにより新電力の需要家分も含めた地方全体での日最

大電力の減少率を把握しており、より幅広い需要家を対象として日最大電力の動向を確認するこ

とができている。 

 

 

4.3 夏期における日最大電力の減少率の動向 

4.3.1 2011 年夏期における日最大電力の減少率 

（1） ７～８月全体でみた日最大電力の減少率 

 同月同週同曜日比較の方法により2011年夏期（７～８月）の2010年比（前年比）でみた日最

大電力の減少率は、18～19％減の水準であった（表4 - 2）。いずれの分析単位とも、電力使用制

限令が求める節電目標15％減の水準を上回っていた。７～８月の期間全体でみた場合、節電目標

15％は達成されていた。（図4 - 3～図4 - 8） 

 

表 4 - 2 2011 年夏期における日最大電力の減少率 

分析単位 
2011年夏期の減少率 

（2010年比） 
備考 

関東地方 （地方全体） 18％減 図 4 - 7 

 東京電力需要家全体 18％減 図 4 - 3 

  群馬県 19％減 図 4 - 5 

  山梨県 18％減 図 4 - 6 

東北地方 （地方全体） 18％減 図 4 - 8 

 東北電力需要家全体 18％減 図 4 - 4 

 

 

図 4 - 3 同月同週同曜日比較による気温の差分と日最大電力の増減率との関係性を描いた散布図と

それより算出した日最大電力の減少率（東京電力需要家全体､2011 年夏期） 

日最大電力の増減率（2010年度比） 東京電力需要家全体､平日､2011年度､N=39

日最高気温の差分（単位：℃）

注） １． 実線は、一次の回帰式である。式は、図中に記載した。

２． 自由度調整済み決定係数ｒ2 0.8486

３． ｔ値、ｐ値等

係数 標準偏差 ｔ値 ｐ値

傾き 0.024 0.0017 14.63 0.0000 ***

Ｙ切片 -0.181 0.0080 -22.54 0.0000 ***
***､**､* は､それぞれ､有意水準1％､5％､10％で有意であることを示す。

４． 対象期間 分析日 2011/7/1 (金)～2011/8/31 (水)
比較日 2010/7/2 (金)～2010/9/1 (水)

y = 0.0243x - 0.1807
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図 4 - 4 同月同週同曜日比較による気温の差分と日最大電力の増減率との関係性を描いた散布図と

それより算出した日最大電力の減少率（東北電力需要家全体､2011 年夏期） 

 

 

図 4 - 5 同月同週同曜日比較による気温の差分と日最大電力の増減率との関係性を描いた散布図と

それより算出した日最大電力の減少率（群馬県､2011 年夏期） 

日最大電力の増減率（2010年度比） 東北電力需要家全体､平日､2011年度､N=39

日最高気温の差分（単位：℃）

注） １． 実線は、一次の回帰式である。式は、図中に記載した。

２． 自由度調整済み決定係数ｒ2 0.7336

３． ｔ値、ｐ値等

係数 標準偏差 ｔ値 ｐ値

傾き 0.014 0.0014 10.28 0.0000 ***

Ｙ切片 -0.184 0.0083 -22.20 0.0000 ***
***､**､* は､それぞれ､有意水準1％､5％､10％で有意であることを示す。

４． 対象期間 分析日 2011/7/1 (金)～2011/8/31 (水)
比較日 2010/7/2 (金)～2010/9/1 (水)

y = 0.0139x - 0.1838
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日最大電力の増減率（2010年度比） 群馬県､平日､2011年度､N=39

日最高気温の差分（単位：℃）

注） １． 実線は、一次の回帰式である。式は、図中に記載した。

２． 自由度調整済み決定係数ｒ2 0.8379

３． ｔ値、ｐ値等

係数 標準偏差 ｔ値 ｐ値

傾き 0.022 0.0016 14.05 0.0000 ***

Ｙ切片 -0.188 0.0100 -18.87 0.0000 ***
***､**､* は､それぞれ､有意水準1％､5％､10％で有意であることを示す。

４． 対象期間 分析日 2011/7/1 (金)～2011/8/31 (水)
比較日 2010/7/2 (金)～2010/9/1 (水)

y = 0.0224x - 0.1883
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図 4 - 6 同月同週同曜日比較による気温の差分と日最大電力の増減率との関係性を描いた散布図と

それより算出した日最大電力の減少率（山梨県､2011 年夏期） 

 

 

図 4 - 7 同月同週同曜日比較による気温の差分と日最大電力の増減率との関係性を描いた散布図と

それより算出した日最大電力の減少率（関東地方､2011 年夏期） 

日最大電力の増減率（2010年度比） 山梨県､平日､2011年度､N=38

日最高気温の差分（単位：℃）

注） １． 実線は、一次の回帰式である。式は、図中に記載した。

２． 自由度調整済み決定係数ｒ2 0.8778

３． ｔ値、ｐ値等

係数 標準偏差 ｔ値 ｐ値

傾き 0.019 0.0011 16.33 0.0000 ***

Ｙ切片 -0.179 0.0063 -28.40 0.0000 ***
***､**､* は､それぞれ､有意水準1％､5％､10％で有意であることを示す。

４． 対象期間 分析日 2011/7/4 (月)～2011/8/31 (水)
比較日 2010/7/5 (月)～2010/9/1 (水)

y = 0.0187x - 0.1785
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日最大電力の増減率（2010年度比） 関東地方､平日､2011年度､N=39

日最高気温の差分（単位：℃）

注） １． 実線は、一次の回帰式である。式は、図中に記載した。

２． 自由度調整済み決定係数ｒ2 0.8505

３． ｔ値、ｐ値等

係数 標準偏差 ｔ値 ｐ値

傾き 0.024 0.0016 14.74 0.0000 ***

Ｙ切片 -0.178 0.0079 -22.52 0.0000 ***
***､**､* は､それぞれ､有意水準1％､5％､10％で有意であることを示す。

４． 対象期間 分析日 2011/7/1 (金)～2011/8/31 (水)
比較日 2010/7/2 (金)～2010/9/1 (水)

y = 0.024x - 0.1776
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図 4 - 8 同月同週同曜日比較による気温の差分と日最大電力の増減率との関係性を描いた散布図と

それより算出した日最大電力の減少率（東北地方､2011 年夏期） 

 

 

（2） ６月における日最大電力の減少率 

 節電目標 15％減の対象期間が始まる前（電力使用制限令の発動前）の 2011 年６月について、

同月同週同曜日比較の方法により、東京電力需要家全体および東北電力需要家全体における2010

年比（前年比）でみた日最大電力の減少率は、いずれも14％減の水準であった。６月の段階にお

いては、節電目標 15％減の水準を下回る状況であった（図 4 - 9、図 4 - 10）。なお、群馬県と

山梨県については2010年６月の実績は得られていないため、６月の分析は行っていない。 

 

日最大電力の増減率（2010年度比） 東北地方､平日､2011年度､N=39

日最高気温の差分（単位：℃）

注） １． 実線は、一次の回帰式である。式は、図中に記載した。

２． 自由度調整済み決定係数ｒ2 0.7355

３． ｔ値、ｐ値等

係数 標準偏差 ｔ値 ｐ値

傾き 0.014 0.0014 10.33 0.0000 ***

Ｙ切片 -0.181 0.0083 -21.80 0.0000 ***
***､**､* は､それぞれ､有意水準1％､5％､10％で有意であることを示す。

４． 対象期間 分析日 2011/7/1 (金)～2011/8/31 (水)
比較日 2010/7/2 (金)～2010/9/1 (水)

y = 0.0141x - 0.181
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図 4 - 9 同月同週同曜日比較による気温の差分と日最大電力の増減率との関係性を描いた散布図と

それより算出した日最大電力の減少率（東京電力需要家全体､2011 年６月） 

 

 

図 4 - 10 同月同週同曜日比較による気温の差分と日最大電力の増減率との関係性を描いた散布図

とそれより算出した日最大電力の減少率（東北電力需要家全体､2011 年６月） 

 

  

日最大電力の増減率（2010年度比） 東京電力需要家全体､平日､2011年度､N=22

日最高気温の差分（単位：℃）

注） １． 実線は、一次の回帰式である。式は、図中に記載した。

２． 自由度調整済み決定係数ｒ2 0.5717

３． ｔ値、ｐ値等

係数 標準偏差 ｔ値 ｐ値

傾き 0.012 0.0022 5.39 0.0000 ***

Ｙ切片 -0.142 0.0107 -13.29 0.0000 ***
***､**､* は､それぞれ､有意水準1％､5％､10％で有意であることを示す。

４． 対象期間 分析日 2011/6/1 (水)～2011/6/30 (木)
比較日 2010/6/2 (水)～2010/7/1 (木)

y = 0.0117x - 0.1419
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日最大電力の増減率（2010年度比） 東北電力需要家全体､平日､2011年度､N=22

日最高気温の差分（単位：℃）

注） １． 実線は、一次の回帰式である。式は、図中に記載した。

２． 自由度調整済み決定係数ｒ2 0.4431

３． ｔ値、ｐ値等

係数 標準偏差 ｔ値 ｐ値

傾き 0.005 0.0011 4.21 0.0004 ***

Ｙ切片 -0.139 0.0054 -25.83 0.0000 ***
***､**､* は､それぞれ､有意水準1％､5％､10％で有意であることを示す。

４． 対象期間 分析日 2011/6/1 (水)～2011/6/30 (木)
比較日 2010/6/2 (水)～2010/7/1 (木)

y = 0.0047x - 0.139
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4.3.2 夏期における 2012 年以降の日最大電力の減少率の年次推移 

（1） 地方単位でみた夏期における日最大電力の減少率の年次推移 

 直近の2016年度までの年次比較が可能であるのは、新電力の需要家分も含んだ実績である地方

全体である。2012年度以降の年次比較にあたっては、地方単位を主たる分析対象とする。 

 2011年夏期と同様に、地方全体での2012年以降における夏期の日最大電力の2010年比でみた

減少率は、関東地方および東北地方とも、2011年はいずれも減少したが、2012年から2015年に

かけては概ね横ばいの動きであった（図4 - 11～図 4 - 16）。 

 なお、関東地方および東北地方ともに、2010年比でみた2016年夏期の日最大電力の減少率は、

増加に転じていた。しかしながら、比較対象を前年の2015年実績とした場合の減少率をみると、

関東地方では1.5％減、東北地方では2.5％減の水準であった。減少率の算出に用いた回帰式のＹ

切片のｐ値は、いずれも有意水準１％は満たさない結果であった。また、第２章の分析より2016

年夏期の暑さは厳しくなかったこと、2016年夏期に新たな節電対策が講じられていたいたわけで

はなかったこと、これらのことから、日最大電力の減少率の増加は、気象要因によるところが大

きいと考えられる。2012年以降において、夏期における日最大電力の抑制（節電）が進んでいる

ことは確認できない。 

 

 

図 4 - 11 月単位でみた日最大電力の減少率の年次推移（関東地方、夏期、2010 年比） 

 

  

日最大電力の減少率（対2010年度比） 関東地方､平日､夏期

2011年度 2012 2013 2014 2015 2016

7～8月全体 17.8% 13.9% 13.2% 14.1% 13.4% 16.3%

7月 17.8% 14.7% 13.1% 15.8% 13.1% 16.4%

8月 17.0% 13.0% 13.2% 11.6% 13.8% 15.8%

注）気温情報は、日最高気温を用いて算出。
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図 4 - 12 月単位でみた日最大電力の減少率の年次推移（東北地方、夏期、2010 年比） 

 

 

図 4 - 13 月単位でみた日最大電力の増減率の年次推移（関東地方、夏期、前年比） 

 

 

図 4 - 14 月単位でみた日最大電力の増減率の年次推移（東北地方、夏期、前年比） 

日最大電力の減少率（対2010年度比） 東北地方､平日､夏期

2011年度 2012 2013 2014 2015 2016

7～8月全体 18.1% 11.7% 12.4% 13.0% 11.6% 16.6%

7月 17.0% 11.8% 9.8% 13.5% 9.8% 15.0%

8月 20.4% 11.4% 15.8% 12.3% 14.0% 17.9%

注）気温情報は、日最高気温を用いて算出。

0.00%

5.00%

10.00%

15.00%

20.00%

25.00%

2011年度 2012 2013 2014 2015 2016

7～8月全体

7月

8月

日最大電力の増減率（対前年度比） 関東地方､平日､夏期

2011年度 2012 2013 2014 2015 2016

7～8月全体 -17.8% 6.5% 0.9% 0.1% 0.6% -1.5%

7月 -17.8% 6.3% 1.7% -0.7% 1.2% -2.7%

8月 -17.0% 6.8% -0.2% 1.0% 0.0% -1.0%

注）気温情報は、日最高気温を用いて算出。
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日最大電力の増減率（対前年度比） 東北地方､平日､夏期

2011年度 2012 2013 2014 2015 2016

7～8月全体 -18.1% 8.8% -1.0% -0.1% 0.4% -2.5%

7月 -17.0% 7.5% 0.7% -0.9% 1.7% -7.2%

8月 -20.4% 9.6% -3.0% 1.7% -0.8% -0.8%

注）気温情報は、日最高気温を用いて算出。
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図 4 - 15 同月同週同曜日比較による気温の差分と日最大電力の増減率との関係性を描いた散布図

とそれより算出した日最大電力の減少率（関東地方、2016 年夏期） 

 

 

図 4 - 16 同月同週同曜日比較による気温の差分と日最大電力の増減率との関係性を描いた散布図

とそれより算出した日最大電力の減少率（東北地方、2016 年夏期） 

 

  

日最大電力の増減率（前年度比） 関東地方､平日､2016年度､N=38

日最高気温の差分（単位：℃）

注） １． 実線は、一次の回帰式である。式は、図中に記載した。

２． 自由度調整済み決定係数ｒ2 0.8868

３． ｔ値、ｐ値等

係数 標準偏差 ｔ値 ｐ値

傾き 0.025 0.0015 17.06 0.0000 ***

Ｙ切片 -0.015 0.0087 -1.71 0.0953 *

***､**､* は､それぞれ､有意水準1％､5％､10％で有意であることを示す。

４． 対象期間 分析日 2016/7/1 (金)～2016/8/31 (水)

比較日 2015/7/3 (金)～2015/9/2 (水)

y = 0.0248x - 0.0148
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日最大電力の増減率（前年度比） 東北地方､平日､2016年度､N=38

日最高気温の差分（単位：℃）

注） １． 実線は、一次の回帰式である。式は、図中に記載した。

２． 自由度調整済み決定係数ｒ2 0.7417

３． ｔ値、ｐ値等

係数 標準偏差 ｔ値 ｐ値

傾き 0.020 0.0019 10.36 0.0000 ***

Ｙ切片 -0.025 0.0098 -2.58 0.0141 **

***､**､* は､それぞれ､有意水準1％､5％､10％で有意であることを示す。

４． 対象期間 分析日 2016/7/1 (金)～2016/8/31 (水)

比較日 2015/7/3 (金)～2015/9/2 (水)

y = 0.0201x - 0.0252
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（2） 県単位でみた夏期における日最大電力の減少率の年次推移 

 参考として、同様な手法により、群馬県および山梨県での2012年以降における夏期の日最大電

力の減少率の年次推移をみると、減少、増加で推移してきている（図 4 - 17）。東京電力需要家

全体での減少率と比較してみると、山梨県は東京電力需要家全体の水準を上回る水準にある。一

方、群馬県は東京電力需要家全体の水準を下回る水準にある。山梨県においては、新電力への電

力の購入先の変更（電力会社からの離脱）が、東京電力需要家全体および群馬県に比べて進んで

いる可能性がある。 

 なお、群馬県、山梨県、および東京電力需要家全体の実績の数値には、新電力の需要家分は含

まれておらず、その減少分には新電力への電力の購入先の変更による減少分が含まれていること

に注意する必要がある。 

 

 

 

図 4 - 17 群馬県、山梨県と東京電力需要家全体での日最大電力の減少率の年次推移（夏期） 

 

  

日最大電力の減少率（対2010年度比） 夏期

注）気温情報は、日最高気温を用いて算出。
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（3） 夏期の日最大電力の減少率でみた地方全体と電力会社需要家全体との差異の年次推移 

 合わせて参考として、新電力の需要家分は含まない実績である電力会社需要家全体での日最大

電力の減少率の経年推移をみると、東京電力需要家全体での減少率は、2014年以降、徐々に増加

していた。関東地方と東京電力需要家全体との減少率を比較すると差が生じているが、これは新

電力への電力の購入先の変更（電力会社からの離脱）による影響と考えられる（図4 - 18）。 

 同様に、東北電力需要家全体についてみると、2014年までは東北地方と同水準であったが、2015

年は差が生じていた。この差分についても、電力会社からの離脱による影響と考えられる（図4 - 

19）。 

 

 

注）１．気温情報は、日最高気温を用いて算出。 
   ２．2016年4月以降、東京電力需要家全体の数値は、公表されなくなっているため、2016年度の東京電力需要

家全体での減少率は算出できない。 

図 4 - 18 関東地方と東京電力需要家全体での日最大電力の減少率の年次推移（夏期） 

 

 
注）１．気温情報は、日最高気温を用いて算出。 
   ２．2016年4月以降、東北電力需要家全体の数値は、公表されなくなっているため、2016年度の東北電力需要

家全体での減少率は算出できない。 

図 4 - 19 東北地方と東北電力需要家全体での日最大電力の減少率の年次推移（夏期） 

  

日最大電力の減少率（対2010年度比） 夏期

注）気温情報は、日最高気温を用いて算出。
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4.4 冬期における日最大電力の減少率の動向 

4.4.1 2011 年度冬期における日最大電力の減少率 

 夏期と同様に、同月同週同曜日比較による対前年度比でみた2011年度冬期の日最大電力の減少

率は、東京電力需要家全体および関東地方では６％減、群馬県では５％減、東北電力需要家全体

および東北地方では８％減の水準であった（表4 - 3、図4 - 20～図 4 - 22）。 

 冬期においても、夏期と同様に同月同週同曜日比較の手法により日最大電力の減少率を算出で

きる。 

 

表 4 - 3 2011 年度冬期における日最大電力の減少率 

分析単位 
2011年度冬期の減少率 

（2010年度比） 
備考 

関東地方 （地方全体） ６％減 図 4 - 21 

 東京電力需要家全体 ６％減 図 4 - 20 

  群馬県 ５％減 図 4 - 22 

  山梨県 ― データなし 

東北地方 （地方全体） ８％減 図 4 - 24 

 東北電力需要家全体 ８％減 図 4 - 23 

 

 

 

図 4 - 20 同月同週同曜日比較による気温の差分と日最大電力の増減率との関係性を描いた散布図

とそれより算出した日最大電力の減少率（東京電力需要家全体、2011 年度冬期） 

 

日最大電力の増減率（前年度比） 東京電力需要家全体､平日､2011年度､N=53

日平均気温の差分（単位：℃）

注） １． 実線は、一次の回帰式である。式は、図中に記載した。

２． 自由度調整済み決定係数ｒ2 0.8435

３． ｔ値、ｐ値等

係数 標準偏差 ｔ値 ｐ値

傾き -0.016 0.0009 -16.77 0.0000 ***

Ｙ切片 -0.059 0.0031 -18.77 0.0000 ***

***､**､* は､それぞれ､有意水準1％､5％､10％で有意であることを示す。

４． 対象期間 分析日 2011/12/1 (木)～2012/2/29 (水)

比較日 2010/12/2 (木)～2011/3/2 (水)

y = -0.0159x - 0.0589
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図 4 - 21 同月同週同曜日比較による気温の差分と日最大電力の増減率との関係性を描いた散布図

とそれより算出した日最大電力の減少率（関東地方、2011 年度冬期） 

 

 

図 4 - 22 同月同週同曜日比較による気温の差分と日最大電力の増減率との関係性を描いた散布図

とそれより算出した日最大電力の減少率（群馬県、2011 年度冬期） 

日最大電力の増減率（前年度比） 関東地方､平日､2011年度､N=53

日平均気温の差分（単位：℃）

注） １． 実線は、一次の回帰式である。式は、図中に記載した。

２． 自由度調整済み決定係数ｒ2 0.8339

３． ｔ値、ｐ値等

係数 標準偏差 ｔ値 ｐ値

傾き -0.016 0.0010 -16.19 0.0000 ***

Ｙ切片 -0.058 0.0032 -18.00 0.0000 ***

***､**､* は､それぞれ､有意水準1％､5％､10％で有意であることを示す。

４． 対象期間 分析日 2011/12/1 (木)～2012/2/29 (水)

比較日 2010/12/2 (木)～2011/3/2 (水)

y = -0.0158x - 0.0581
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日最大電力の増減率（前年度比） 群馬県､平日､2011年度､N=53

日平均気温の差分（単位：℃）

注） １． 実線は、一次の回帰式である。式は、図中に記載した。

２． 自由度調整済み決定係数ｒ2 0.6492

３． ｔ値、ｐ値等

係数 標準偏差 ｔ値 ｐ値

傾き -0.013 0.0013 -9.86 0.0000 ***

Ｙ切片 -0.048 0.0041 -11.85 0.0000 ***

***､**､* は､それぞれ､有意水準1％､5％､10％で有意であることを示す。

４． 対象期間 分析日 2011/12/1 (木)～2012/2/29 (水)

比較日 2010/12/2 (木)～2011/3/2 (水)

y = -0.0132x - 0.0483
-15%

-10%

-5%

0%

5%

10%

-15 -10 -5 0 5 10



88 

 

図 4 - 23 同月同週同曜日比較による気温の差分と日最大電力の増減率との関係性を描いた散布図

とそれより算出した日最大電力の減少率（東北電力需要家全体、2011 年度冬期） 

 

 

図 4 - 24 同月同週同曜日比較による気温の差分と日最大電力の増減率との関係性を描いた散布図

とそれより算出した日最大電力の減少率（東北地方、2011 年度冬期） 

  

日最大電力の増減率（前年度比） 東北電力需要家全体､平日､2011年度､N=53

日平均気温の差分（単位：℃）

注） １． 実線は、一次の回帰式である。式は、図中に記載した。

２． 自由度調整済み決定係数ｒ2 0.5722

３． ｔ値、ｐ値等

係数 標準偏差 ｔ値 ｐ値

傾き -0.011 0.0013 -8.40 0.0000 ***

Ｙ切片 -0.078 0.0049 -15.69 0.0000 ***

***､**､* は､それぞれ､有意水準1％､5％､10％で有意であることを示す。

４． 対象期間 分析日 2011/12/1 (木)～2012/2/29 (水)

比較日 2010/12/2 (木)～2011/3/2 (水)

y = -0.0111x - 0.0776
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日最大電力の増減率（前年度比） 東北地方､平日､2011年度､N=53

日平均気温の差分（単位：℃）

注） １． 実線は、一次の回帰式である。式は、図中に記載した。

２． 自由度調整済み決定係数ｒ2 0.5721

３． ｔ値、ｐ値等

係数 標準偏差 ｔ値 ｐ値

傾き -0.011 0.0013 -8.40 0.0000 ***

Ｙ切片 -0.076 0.0050 -15.40 0.0000 ***

***､**､* は､それぞれ､有意水準1％､5％､10％で有意であることを示す。

４． 対象期間 分析日 2011/12/1 (木)～2012/2/29 (水)

比較日 2010/12/2 (木)～2011/3/2 (水)

y = -0.0111x - 0.0763
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4.4.2 冬期における 2012 年度以降の日最大電力の減少率の年次推移 

 夏期と同様な手法により、2012 年度以降における冬期の日最大電力の 2010 年度比でみた減少

率をみると、関東地方では増加基調にある。一方、東北地方については、横這いの状況にある（図

4 - 25～図4 - 28）。 

 2016 年度について 2014 年度比でみた気温と日最大電力との関係性を描いた散布図をみると、

2016 年度と 2014 年度では差が生じており、日最大電力の水準が減少していることが確認できる

（図4 - 29、図4 - 30）。 

 参考として、東京電力需要家全体および東北電力需要家全体での減少率の年次推移をみると、

いずれも各地方全体の減少率を上回る水準で推移してきている。この差分は、電力会社からの離

脱による影響と考えられる（図4 - 31、図4 - 32）。 

 

 

図 4 - 25 同月同週同曜日比較により算出した日最大電力の減少率の年次推移（関東地方、冬期） 

 

 

図 4 - 26 同月同週同曜日比較により算出した日最大電力の増減率の年次推移（関東地方、冬期） 

日最大電力の減少率（対2010年度比） 関東地方､平日､冬期

2011年度 2012 2013 2014 2015 2016

12～2月全体 5.8% 7.1% 6.4% 8.8% 11.8% 12.7%

12月 6.8% 6.5% 6.8% 8.3% 12.5% 13.7%

1月 5.8% 7.1% 6.5% 7.9% 10.7% 11.6%

2月 5.2% 7.3% 6.1% 10.2% 12.0% 12.7%

注）気温情報は、日平均気温を用いて算出。
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日最大電力の増減率（対前年度比） 関東地方､平日､冬期

2011年度 2012 2013 2014 2015 2016

12～2月全体 -5.8% -1.1% 0.8% -2.4% -2.4% -0.8%

12月 -6.8% -0.3% 0.5% -1.7% -4.3% -0.7%

1月 -5.8% -1.4% 0.1% -1.3% -2.6% -0.8%

2月 -5.2% -1.6% 1.0% -3.6% -1.9% -0.9%

注）１．気温情報は、日平均気温を用いて算出。

　　２．増減率が正値の場合は、日最大電力の水準は増加している。
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図 4 - 27 同月同週同曜日比較により算出した日最大電力の減少率の年次推移（東北地方、冬期） 

 

 

 

図 4 - 28 同月同週同曜日比較により算出した日最大電力の増減率の年次推移（東北地方、冬期） 

 

  

日最大電力の減少率（対2010年度比） 東北地方､平日､冬期

2011年度 2012 2013 2014 2015 2016

12～2月全体 7.6% 7.2% 5.8% 5.6% 7.4% 6.7%

12月 8.0% 6.6% 6.4% 5.1% 8.6% 9.3%

1月 9.1% 8.7% 6.6% 6.0% 7.3% 5.8%

2月 5.3% 6.3% 5.1% 5.7% 6.1% 5.1%

注）気温情報は、日平均気温を用いて算出。
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日最大電力の増減率（対前年度比） 東北地方､平日､冬期

2011年度 2012 2013 2014 2015 2016

12～2月全体 -7.6% 1.2% 1.5% 0.5% -1.2% 1.0%

12月 -8.0% 2.0% 2.3% 1.5% -4.0% -0.6%

1月 -9.1% 0.2% 2.2% 0.4% -1.1% 1.5%

2月 -5.3% 1.6% 0.6% -0.5% -0.1% 1.7%

注）１．気温情報は、日平均気温を用いて算出。

　　２．増減率が正値の場合は、日最大電力の水準は増加している。
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図 4 - 29 気温と日最大電力の関係性（関東地方、2014-2016 年度冬期） 

 

 

 

図 4 - 30 気温と日最大電力の関係性（東北地方、2014-2016 年度冬期） 

 

  

日最大電力の2014年度平均との差分（単位：万kW） 関東地方､平日､冬期

日平均気温の2014年度平均との差分（単位：℃）

注）１． 実線は､2016年度の二次の回帰式である。破線は､2014年度の二次の回帰式である。

２． 太い破線は、2016年度における気温と日最高気温の平均の水準である。

３． 縦の太い破線の下端の数値は、前年の気温の平均との差分（単位：℃）である。
４． 対象期間 分析年 2016/12/1 (木)～2017/2/28 (火)

比較年 2014/12/1 (月)～2015/2/27 (金)
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注）１． 実線は､2016年度の二次の回帰式である。破線は､2014年度の二次の回帰式である。

２． 太い破線は、2016年度における気温と日最高気温の平均の水準である。

３． 縦の太い破線の下端の数値は、前年の気温の平均との差分（単位：℃）である。
４． 対象期間 分析年 2016/12/1 (木)～2017/2/28 (火)
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注）１．気温情報は、日平均気温を用いて算出。 
   ２．2016年4月以降、東京電力需要家全体の数値は、公表されなくなっているため、2016年度の東京電力需要

家全体での減少率は算出できない。 

図 4 - 31 関東地方と東京電力需要家全体でみた日最大電力の減少率の年次推移（冬期） 

 

 

注）１．気温情報は、日平均気温を用いて算出。 
   ２．2016年4月以降、東北電力需要家全体の数値は、公表されなくなっているため、2016年度の東北電力需要

家全体での減少率は算出できない。 

図 4 - 32 東北地方と東北電力需要家全体でみた日最大電力の減少率の年次推移（冬期） 

 

 

4.5 小括 

 本章では、2011年度に加えて2012年度以降も分析対象とし、2010年度または前年度の同月同

週同曜日と比較した日最高気温の差分と日最大電力の差分の比率との関係性を描いた散布図から

日最大電力の減少率を算出した。散布図を用いることにより、気温変動と日最大電力の関係性を

視覚的に直観的かつ簡易に把握する見える化が可能となる。 

 算出対象は、2010 年度実績が得られている地方全体（関東地方、東北地方）、電力会社需要家

全体（東京電力需要家全体、東北電力需要家全体）、群馬県、および山梨県とした。算出した日最

大電力の減少率は、2010年度実績（または前年度実績）に対する各年度の減少分の比率である。 

 先行研究では1時間単位のデータを用いて減少率を算出しているが、本章では、得られるデー

タの制約から日単位での日最大電力の実績データを用いて減少率を算出した。算出結果からは、

日最大電力の減少率（対2010年度比） 冬期

注）気温情報は、日平均気温を用いて算出。
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日最大電力の実績データのみを用いた場合においても日最大電力の減少率の算出が可能であるこ

とが確認できた。2011年夏期および冬期の減少率の算出結果は、ｐ値はいずれも１％水準で有意

であった。 

 2011年夏期の日最大電力の減少率（2010年実績比）は、東京電力需要家全体、東北電力需要家

全体とも 18％減、群馬県では 19％減、山梨県では 18％減の水準であった。いずれも電力使用制

限令が求める節電目標であった15％減を上回る結果であった。 

 同様に、2011年度冬期の日最大電力の減少率は、東京電力需要家全体では６％減、東北電力需

要家全体では８％減、群馬県では５％減の水準であった。冬期においても日最大電力の減少して

いた。 

 2012年度以降の減少率の推移をみると、夏期については、関東地方および東北地方ともに2012

年は減少し、その後 2015 年までは横ばいであった。2012 年以降、夏期のピーク時における電力

消費の削減（ピーク時の節電）が追加的に進んでいることは確認できなかった。 

 同様に、冬期について、関東地方および東北地方でのその後の減少率の推移をみると、両地方

では異なる動きであった。関東地方では、2011 年度以降増加基調にある。直近の 2016 年度冬期

の減少率は、関東地方では13％減の水準であった。一方、東北地方では横這いで推移してきてい

る。直近の2016年度冬期の減少率は、７％減の水準であった。年次比較が可能な関東地方および

東北地方等の分析単位での日最大電力の減少率の推移を整理すると、表4 - 4となる。 

 

表 4 - 4 分析単位別にみた日最大電力の減少率の推移（期間全体、2010 年度比） 

 日最大電力の減少率 

分析単位 2011年度 2012～2016年度 

夏期 関東地方 18％減 減少の後、横這い 

 東北地方 18％減 減少の後、横這い 

 群馬県、山梨県 18～19％減 ── 

冬期 関東地方 ６％減 増加 

 東北地方 ８％減 横這い 

 群馬県 ５％減 ── 

注）１．2011 年度の電力会社需要家全体での動向は、地方全体と同様であったため、記載
は省略した。 

  ２．2012 年度以降の電力会社需要家全体、群馬県、および山梨県については、新電力
への電力の購入先の変更（電力会社からの離脱）による影響が含まれているため、
上記表には記載していない。 

 

 本章で算出した地方全体での減少率は、新電力の需要家分も含めた一般の需要家全体の数値で

ある。一方、電力会社需要家全体および県単位での減少率は、新電力の需要家分は含まない数値

である。このため、これらの分析単位での減少分の中には、電力の購入先の変更（新電力への離

脱）によるものも含まれている点に注意する必要がある。 

 また、本章で算出した減少率は、震災および経済活動の変動による影響、太陽光発電および自

家発電設備の新増設による需要家自身による電力の自給分の増加（東北電力、東京電力、および

新電力からの購入電力の減少）による影響も含んだ数値であり、需要家による能動的な節電対策

や節電行動のみを対象とした数値ではない点にも注意する必要がある。 
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第5章 夏期および冬期における期中段階での日最大電力の減少率の動き

の見える化 
 

5.1 本章の目的 

 再び電力需給が逼迫した場合も想定し、電力需要が高まる夏期または冬期の期中の段階におい

て、気温変動による影響を考慮した日最大電力の動きを簡易に把握する方法を構築しておくこと

が有用と考えられる。期中の段階で日最大電力の増減の動きが把握できることにより、安定した

電力需給バランスの確保に向けて、追加的な節電への取組の必要性の有無を確認することができ

ることとなる。 

 本章では、夏期および冬期を対象とし、気温変動による影響を考慮した日最大電力の変動状況

を期中の段階において日単位で把握（期中モニタリング）する見える化の手法を構築する。近年、

ナウキャスティング（Now-casting）という言葉が使われるようになっている。非常に近い未来や

非常に近い過去を予測しようとするものである（Banbura et.al 2013）。本章で構築する手法は、

気温変動による影響を考慮した日最大電力の増減を、翌日（早ければ、電力需要のピークが過ぎ、

当日の日最大電力が把握できる当日夕方）に把握するナウキャスティングの手法でもある。 

 

 

5.2 研究の方法 

5.2.1 研究の方法 

 本章では、前年度の同月同週同曜日の実績との比較（同月同週同曜日比較）から気温変動によ

る影響を除外した日最大電力の減少分の比率（減少率）を日単位で算出し、期中の段階における

日最大電力の減少率の動向を明らかにする。減少率の算出方法は、第４章で使用した手法と同様

である。分析対象期間は、夏期は７～８月、冬期は12～２月とした。 

 

 

5.2.2 本章での見える化の手法 

 本章での見える化とは、同月同週同曜日比較から算出する日最大電力の減少分の比率（減少率）

について、統計的な説明力のある分析条件のもとで日単位で算出し、時系列グラフとして提示す

ることを指す。このグラフより、前年度の実績に対して日最大電力の水準が減少しているか否か

を確認することができることとなる。日単位での減少率の動きを把握できることにより、2011年

夏期のような電力需要のピーク時における電力消費の削減目標があった場合には、その目標値と

の乖離の有無を確認することができることとなる。 

 

 

5.2.3 分析対象地域 

 分析対象地域は、2010 年度と 2011 年度における日単位での日最大電力が把握できる群馬県、

山梨県、電力会社需要家全体（東京電力需要家全体、東北電力需要家全体）、および地方全体（関

東地方、東北地方）とした。また、各年度の土曜、日曜、祝日、お盆期間（8月 12日～16日）、

および年末年始（12月 28日～１月５日）を除いた平日を分析対象とした。 
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 なお、電力会社需要家全体および県単位の数値は、新電力の需要家分は含まない実績であるこ

とに注意する必要がある。このため、第１章で記載のとおり、電力会社需要家全体および県単位

での実績データの減少分の中には、電力の購入先の新電力への変更（電力会社からの離脱）によ

る電力会社からの購入電力の減少分が含まれていることに注意する必要がある。 

 

 

5.2.4 期中段階での日最大電力の減少率の算出方法 

 日最大電力のデータが日単位で得られていることから、日最大電力の減少率の期中段階での動

きを把握することが可能である。具体的な算出方法としては、当日を含めた直近数日分のデータ

のみを用いて減少率を算出する方法が考えられる。この場合、統計的有意さを確保するには使用

するデータのサンプル数を多くする必要がある。しかしながら、サンプル数を多くすると減少率

の変動は小さくなり、変動が見えにくくなる。このため、算出にあたっては、統計的有意さを確

保しつつもできるだけ少ないサンプル数とすることが望まれる。 

 本章での分析では、2011 年夏期の群馬県および山梨県において、算出する全ての日でｐ値が

0.05以下の条件を満たすサンプル数が６の場合を用いて日単位での減少率を算出した。具体的に

は、当日も含め直近６日分のデータから減少率を算出した（表5 - 1、表5 - 2）。他の分析単位

（東京電力需要家全体、東北電力需要家全体、関東地方、および東北地方）においてもｐ値が0.05

以下の条件をほぼ満たしていた。なお、気温の累積的影響についての先行研究をみると、当該日

も含めた直近３日分または５日分のデータを使用しているケースがある（表5 - 3）。 

 

表 5 - 1 サンプル数とｐ値の階級別にみた算出単位数（群馬県、2011 年夏期） 

 

 

表 5 - 2 サンプル数とｐ値の階級別にみた算出単位数（山梨県、2011 年夏期） 

 

群馬県､平日
サンプル数 N=3 N=4 N=5 N=6 N=7 N=8 N=9 N=10

算出単位数 37 36 35 34 33 32 31 30

36 25 9 5 2 0 0 0

29 10 3 0 0 0 0 0

19 5 1 0 0 0 0 0

注）１．対象期間　2011/7/1 (金)～2011/8/31 (水)

　　２．N=3～5に灰色付している。

うち ｐ値が0.01超で

あった算出単位数

うち ｐ値が0.05超で

あった算出単位数

うち ｐ値が0.1超で
あった算出単位数

山梨県､平日
サンプル数 N=3 N=4 N=5 N=6 N=7 N=8 N=9 N=10

算出単位数 36 35 34 33 32 31 30 29

35 20 4 2 0 0 0 0

27 4 1 0 0 0 0 0

14 3 1 0 0 0 0 0

注）１．対象期間　2011/7/4 (月)～2011/8/31 (水)

　　２．N=3～5に灰色付している。

うち ｐ値が0.01超で

あった算出単位数

うち ｐ値が0.05超で

あった算出単位数

うち ｐ値が0.1超で
あった算出単位数
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表 5 - 3 気温の累積的影響についての先行研究の一覧 

先行研究 指摘事項と分析方法 

灰田・武藤（1996） 
・１時間単位での電力需要の予測にあたって、暑さの累積効果を表現するために、
説明変数の候補として直近３日間の平均気温、湿度、照度などを検討している。な
お、説明変数の候補は、60以上に及ぶ。 
・直近３日間のデータを使用する理由についての記載は、みられない。 

西・近本（2012） 
・電力会社需要家全体（東京電力、関西電力）を対象とし、１時間単位での電力消費
を被説明変数とし、同時刻の気温情報を説明変数として分析を行っている。 
・気温情報は、当日も含めた当日までの５日間の気温情報を用いている。 
・前日までの気温による影響は、一次関数的に減衰していくと指摘している。 
・分析対象は、下記である。 
   夏期 7～8月（お盆の 8/12～16は除く） 
   冬期 12～1月（正月の 1/1～4は除く）  

関西電力（2015b） ・電力消費の分析にあたって、その説明変数として、土・日・祝日を除いた電力消費
のピークの発生時間帯での当日を含めた直近５日間の平均気温を使用している。 
・直近５日間のデータを使用する理由についての記載は、みられない。 
・9～10時、18～19時の２区分で、時間帯別に分析している。 

 

 

5.3 先行研究のレビュー 

 日最大電力の減少率の算出方法に関する先行研究については、第３章に記載している。ここで

は、日最大電力の減少動向についての期中段階での報告について記載した。 

 2011年夏期における東京電力需要家全体を対象とした期中段階での節電状況については、同年

７月末までの実績を用いて同年８月初めに西尾（2011）が報告していた。同報告では、2010年に

おける１時間単位でみた電力消費の実績から気温変動による影響を考慮したベースラインを推計

し、それとの差異から平日について日別に減少率を算出していた。同報告では、７月に入ってか

らは減少率が節電目標であった15％を下回る日は生じなかったが、７月中旬に15％近くにまで達

していたことを報告していた。 
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5.4 夏期における日最大電力の減少率の期中動向 

5.4.1 2011 年夏期における日最大電力の減少率の期中動向 

 節電目標15％減の対象であった東京電力需要家全体について、同月同週同曜日比較の方法によ

り算出した日最大電力の減少率の推移を2011年７月初旬から日単位でみると、減少（悪化）、増

加（改善）、減少、増加を経て８月末に至っていた（図5 - 1）。７月中旬、８月下旬の時点では、

15％減の水準を下回っていた。一時的ではあったが、減少率が15％減の水準を下回る状況が出現

していた。また、算出した減少率と日最高気温の平均の推移をみると、両者には負の相関が観察

される。気温が高い（暑い）と減少率は低下し、気温が低いと減少率が増加していた。 

 他の分析単位である群馬県、山梨県、東北電力需要家全体、新電力の需要家分も含んだ実績で

ある関東地方、および東北地方についても同様であった（図5 - 2～図5 - 6）。 

  

 

図 5 - 1 日最大電力の減少率と日最高気温の平均の推移（東京電力需要家全体、2011 年夏期） 

  

 

図 5 - 2 日最大電力の減少率と日最高気温の平均の推移（関東地方、2011 年夏期） 

東京電力需要家全体､平日､2011年度

日最大電力の減少率（対前年度比） 日最高気温（単位：℃）

　

注）１． 日最大電力が増加している場合は、負値となる。

２． 対象期間 分析日 2011/7/1 (金)～2011/8/31 (水)
比較日 2010/7/2 (金)～2010/9/1 (水)
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関東地方､平日､2011年度

日最大電力の減少率（対前年度比） 日最高気温（単位：℃）

　

注）１． 日最大電力が増加している場合は、負値となる。

２． 対象期間 分析日 2011/7/1 (金)～2011/8/31 (水)
比較日 2010/7/2 (金)～2010/9/1 (水)
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図 5 - 3 日最大電力の減少率と日最高気温の平均の推移（東北電力需要家全体、2011 年夏期） 

 

図 5 - 4 日最大電力の減少率と日最高気温の平均の推移（東北地方、2011 年夏期） 

 

図 5 - 5 日最大電力の減少率と日最高気温の平均の推移（群馬県、2011 年夏期） 

東北電力需要家全体､平日､2011年度

日最大電力の減少率（対前年度比） 日最高気温（単位：℃）

　

注）１． 日最大電力が増加している場合は、負値となる。

２． 対象期間 分析日 2011/7/1 (金)～2011/8/31 (水)
比較日 2010/7/2 (金)～2010/9/1 (水)
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注）１． 日最大電力が増加している場合は、負値となる。

２． 対象期間 分析日 2011/7/1 (金)～2011/8/31 (水)
比較日 2010/7/2 (金)～2010/9/1 (水)
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注）１． 日最大電力が増加している場合は、負値となる。

２． 対象期間 分析日 2011/7/1 (金)～2011/8/31 (水)
比較日 2010/7/2 (金)～2010/9/1 (水)

14.4%
15.7%

22

24

26

28

30

32

34

36

38

10%

15%

20%

25%

30%

7/6 7/13 7/20 7/27 8/3 8/10 8/17 8/24 8/31

直近データ（N=6）から算出した日最大電力の減少率

当日までの全データ（N=6)から算出した日最大電力の減少率

当日までの日最高気温(N=6)の平均



99 

 

 

図 5 - 6 日最大電力の減少率と日最高気温の平均の推移（山梨県、2011 年夏期） 

 

 

5.4.2 2011 年６月における日最大電力の減少率の期中動向 

 電力消費の増加が始まっていた６月を分析対象とし、東京電力需要家全体および東北電力需要

家全体を対象として、７～８月と同様に、前年同月同週同曜日比較の方法により日最大電力の減

少率を算出した結果、Ｎ＝６のサンプル数であれば減少率の推移を把握できる結果であった。ｐ

値は、いずれの分析単位とも0.05未満の条件を満たしていた（表5 - 4、表 5 - 5）。 

 2011年６月における東京電力需要家全体での動きをみると、６月中旬までは15％減の水準を下

回っていたが、６月下旬においては15％減の水準を上回る状況であった。６月下旬における気温

の上昇に伴い減少率が低下していたことがわかる（図5 - 7）。東北電力需要家全体でみた場合は、

６月下旬までは15％減の水準を下回る状況であった（図5 - 8）。 

 

表 5 - 4 サンプル数とｐ値の階級別にみた算出単位数（東京電力需要家全体、2011 年６月） 

 

  

  

山梨県､平日､2011年度

日最大電力の減少率（対前年度比） 日最高気温（単位：℃）

　

注）１． 日最大電力が増加している場合は、負値となる。

２． 対象期間 分析日 2011/7/4 (月)～2011/8/31 (水)
比較日 2010/7/5 (月)～2010/9/1 (水)
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当日までの日最高気温(N=6)の平均

東京電力需要家全体､平日
サンプル数 N=3 N=4 N=5 N=6 N=7 N=8 N=9 N=10

算出単位数 20 19 18 17 16 15 14 13

18 7 1 0 0 0 0 0

14 1 0 0 0 0 0 0

4 1 0 0 0 0 0 0

注）１．対象期間　2011/6/1 (水)～2011/6/30 (木)

　　２．N=3～5に灰色付している。

うち ｐ値が0.01超で

あった算出単位数

うち ｐ値が0.05超で

あった算出単位数

うち ｐ値が0.1超で
あった算出単位数



100 

表 5 - 5 サンプル数とｐ値の階級別にみた算出単位数（東北電力需要家全体、2011 年６月） 

 

    

 

図 5 - 7 日最大電力の減少率と日最高気温の平均の推移（東京電力需要家全体、2011 年６月） 

 

 

図 5 - 8 日最大電力の減少率と日最高気温の平均の推移（東北電力需要家全体、2011 年６月） 

東北電力需要家全体､平日
サンプル数 N=3 N=4 N=5 N=6 N=7 N=8 N=9 N=10

算出単位数 20 19 18 17 16 15 14 13

20 6 0 0 0 0 0 0

14 0 0 0 0 0 0 0

5 0 0 0 0 0 0 0

注）１．対象期間　2011/6/1 (水)～2011/6/30 (木)

　　２．N=3～5に灰色付している。

うち ｐ値が0.01超で

あった算出単位数

うち ｐ値が0.05超で

あった算出単位数

うち ｐ値が0.1超で
あった算出単位数

東京電力需要家全体､平日､2011年度

日最大電力の減少率（対前年度比） 日最高気温（単位：℃）

　

注）１． 日最大電力が増加している場合は、負値となる。

２． 対象期間 分析日 2011/6/1 (水)～2011/8/1 (月)
比較日 2010/6/2 (水)～2010/8/2 (月)
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注）１． 日最大電力が増加している場合は、負値となる。

２． 対象期間 分析日 2011/6/1 (水)～2011/8/1 (月)
比較日 2010/6/2 (水)～2010/8/2 (月)
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5.4.3 夏期における 2012 年度以降の関東地方での日最大電力の減少率の期中動向 

 2012年度以降についても同様な分析が考えられる。しかしながら、群馬県、山梨県、および東

京電力需要家全体の数値には新電力の需要家分は含まれておらず、日最大電力の減少要素として

節電以外の事象（電力の調達先の新電力への変更による減少など）による影響も含まれる。この

点を踏まえここでは、新電力の需要家分も含んだ数値である関東地方についてのみ分析する。 

 2012 年度以降における関東地方での同月同週同曜日比較の方法による夏期の日最大電力の対

前年比でみた減少率の期中推移をみると、2011年夏期と同様に気温が高いと減少率が低下し、気

温が低いと減少率が増加する動きが観察される。ここでは、例として直近の2016年度の推移を記

載した（図5 - 9）。東北地方についても同様な結果となっている。 

 

 

図 5 - 9 日最大電力の減少率と日最高気温の平均の推移（関東地方、2016 年夏期） 

 

  

関東地方､平日､2016年度

日最大電力の減少率（対前年度比） 日最高気温（単位：℃）

　

注）１． 日最大電力が増加している場合は、負値となる。

２． 対象期間 分析日 2016/7/1 (金)～2016/9/1 (木)
比較日 2015/7/3 (金)～2015/9/3 (木)
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5.5 冬期における日最大電力の減少率の期中動向 

5.5.1 2011 年度冬期における日最大電力の減少率の期中動向 

 夏期と同様の分析手法を用いて、群馬県、東京電力需要家全体および東北電力需要家全体にお

ける前年同月同週同曜日比較による日最大電力の減少率の期中推移をみると、冬期においても日

最大電力の増減動向を把握することができる（図5 - 10～図5 - 12）。なお、地方単位の動向は、

電力会社需要家全体と同様な結果であった。 

 算出で使用するサンプル数とｐ値の関係性（表5 - 6～表5 - 10）をみると、気温の平均を算

出するにあたって使用するサンプル数は６であれば、ｐ値が0.05未満の条件を概ね満たせる結果

であった。なお、12～２月全体でみると、群馬県および東北電力需要家全体東北地方ではｐ値が

0.05未満の条件を満たせない算出単位が多い結果であったが、12～１月に限ってｐ値をみてみる

と、サンプル数が６の場合、いずれもｐ値は0.05未満の条件を満たせる結果であった。散布図を

みると、２月は、気温変動に比べて日最大電力の増減は小さくなっており、その影響と考えられ

る。 

 

 

図 5 - 10 日最大電力の減少率と日平均気温の平均の推移（群馬県、2011 年度冬期） 

 

群馬県､平日､2011年度

日最大電力の減少率（対前年度比） 日平均気温（単位：℃）

　

注）１． 日最大電力が増加している場合は、負値となる。

２． 対象期間 分析日 2011/12/1 (木)～2012/2/29 (水)

比較日 2010/12/2 (木)～2011/3/2 (水)
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図 5 - 11 日最大電力の減少率と日平均気温の平均の推移（東京電力需要家全体、2011 年度冬期） 

 

 

図 5 - 12 日最大電力の減少率と日平均気温の平均の推移（東北電力需要家全体、2011 年度冬期） 

 

表 5 - 6 サンプル数とｐ値の階級別にみた算出単位数（東京電力需要家全体、2011 年度冬期） 

 

東京電力需要家全体､平日､2011年度

日最大電力の減少率（対前年度比） 日平均気温（単位：℃）

　

注）１． 日最大電力が増加している場合は、負値となる。

２． 対象期間 分析日 2011/12/1 (木)～2012/2/29 (水)

比較日 2010/12/2 (木)～2011/3/2 (水)
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東北電力需要家全体､平日､2011年度

日最大電力の減少率（対前年度比） 日平均気温（単位：℃）

　

注）１． 日最大電力が増加している場合は、負値となる。

２． 対象期間 分析日 2011/12/1 (木)～2012/2/29 (水)

比較日 2010/12/2 (木)～2011/3/2 (水)
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東京電力需要家全体､平日
サンプル数 N=3 N=4 N=5 N=6 N=7 N=8 N=9 N=10

算出単位数 51 50 49 48 47 46 45 44

49 40 24 10 3 0 0 0

39 16 5 0 0 0 0 0

27 4 0 0 0 0 0 0

注）１．対象期間　2011/12/1 (木)～2012/2/29 (水)

　　２．N=3～5に灰色付している。

うち ｐ値が0.01超で

あった算出単位数

うち ｐ値が0.05超で

あった算出単位数

うち ｐ値が0.1超で
あった算出単位数
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表 5 - 7 サンプル数とｐ値の階級別にみた算出単位数（東北電力需要家全体、2011 年度冬期） 

 
 

表 5 - 8 サンプル数とｐ値の階級別にみた算出単位数（東北電力需要家全体、2011 年度冬期、12～１

月に限る） 

 
 

表 5 - 9 サンプル数とｐ値の階級別にみた算出単位数（群馬県、2011 年度冬期） 

 
 

表 5 - 10 サンプル数とｐ値の階級別にみた算出単位数（群馬県、2011 年度冬期、12～1 月に限る） 

 

 

  

東北電力需要家全体､平日
サンプル数 N=3 N=4 N=5 N=6 N=7 N=8 N=9 N=10

算出単位数 51 50 49 48 47 46 45 44

49 42 29 15 13 9 5 4

41 26 15 10 6 5 3 2

35 17 10 6 5 4 3 2

注）１．対象期間　2011/12/1 (木)～2012/2/29 (水)

　　２．N=3～5に灰色付している。

うち ｐ値が0.01超で

あった算出単位数

うち ｐ値が0.05超で

あった算出単位数

うち ｐ値が0.1超で
あった算出単位数

東北電力需要家全体､平日
サンプル数 N=3 N=4 N=5 N=6 N=7 N=8 N=9 N=10

算出単位数 31 30 29 28 27 26 25 24

29 22 12 1 0 0 0 0

22 10 2 0 0 0 0 0

17 3 1 0 0 0 0 0

注）１．対象期間　2011/12/1 (木)～2012/1/31 (火)

　　２．N=3～5に灰色付している。

うち ｐ値が0.01超で

あった算出単位数

うち ｐ値が0.05超で

あった算出単位数

うち ｐ値が0.1超で
あった算出単位数

群馬県､平日
サンプル数 N=3 N=4 N=5 N=6 N=7 N=8 N=9 N=10

算出単位数 51 50 49 48 47 46 45 44

49 46 37 30 18 10 10 6

47 35 22 10 7 5 2 1

40 20 11 7 5 3 2 1

注）１．対象期間　2011/12/1 (木)～2012/2/29 (水)

　　２．N=3～5に灰色付している。

うち ｐ値が0.01超で

あった算出単位数

うち ｐ値が0.05超で

あった算出単位数

うち ｐ値が0.1超で
あった算出単位数

群馬県､平日
サンプル数 N=3 N=4 N=5 N=6 N=7 N=8 N=9 N=10

算出単位数 31 30 29 28 27 26 25 24

30 26 18 15 4 0 0 0

28 16 8 1 0 0 0 0

22 9 2 0 0 0 0 0

注）１．対象期間　2011/12/1 (木)～2012/1/31 (火)

　　２．N=3～5に灰色付している。

うち ｐ値が0.01超で

あった算出単位数

うち ｐ値が0.05超で

あった算出単位数

うち ｐ値が0.1超で
あった算出単位数
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5.5.2 冬期における 2012 年度以降の関東地方での日最大電力の減少率の期中動向 

 夏期と同様に、2012年度以降における関東地方での日単位でみた日最大電力の減少率の期中推

移（図5 - 13）をみると、2011年夏期と同様に気温が高いと減少率が低下し、気温が低いと減少

率が増加する動きが観察される。下図では、例として2012年度および直近の2016年度の推移を

記載した（図5 - 13、図5 - 14）。 

  

 

図 5 - 13 日最大電力の減少率と日平均気温の平均の推移（関東地方、2012 年度冬期） 

  

 

図 5 - 14 日最大電力の減少率と日平均気温の平均の推移（関東地方、2016 年度冬期） 

関東地方､平日､2012年度

日最大電力の減少率（対前年度比） 日平均気温（単位：℃）

　

注）１． 日最大電力が増加している場合は、負値となる。

２． 対象期間 分析日 2012/12/3 (月)～2013/2/28 (木)

比較日 2011/12/5 (月)～2012/3/1 (木)
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関東地方､平日､2016年度

日最大電力の減少率（対前年度比） 日平均気温（単位：℃）

　

注）１． 日最大電力が増加している場合は、負値となる。

２． 対象期間 分析日 2016/12/1 (木)～2017/2/28 (火)
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5.6 日単位での日最大電力の減少率の算出結果についての考察 

5.6.1 減少率の算出に使用するサンプル数による影響についての考察 

 本章でのこれまでの分析では、直近６日分のデータを用いて日最大電力の減少率を算出してき

たが、ここでは参考として2011年をケースとしてサンプル数を変えて算出した結果においても同

様な動きが観察された。減少率が15％減の水準を下回る時期が出現していた（図5 - 15、図5 - 

16）。Ｎ＝６以外のサンプル数での減少率の動きをみるとサンプル数による影響を考慮する必要性

は高くはない。減少率の動きを簡易に把握するにあたっては、Ｎ＝６のサンプル数で十分と考え

られる。 

 

 

図5 - 15 算出に用いたサンプル数別にみた日最大電力の減少率の推移（群馬県、2011年夏期、対前

年度比） 

 

 

図5 - 16 算出に用いたサンプル数別にみた日最大電力の減少率の推移（山梨県、2011年夏期、対前

年度比） 
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5.6.2 減少率の地域差異についての考察 

 日単位で算出した減少率について、東京電力需要家全体、群馬県および山梨県で比較してみる

と、減少率の水準は異なるが、増減の動きは夏期および冬期ともに同様な傾向にある（図5 - 17、

図5 - 18）。 

 

 

図 5 - 17 分析単位別にみた日最大電力の減少率の推移の比較（2011 年夏期、対前年度比） 

 

 

 

図 5 - 18 分析単位別にみた日最大電力の減少率の推移の比較（2011 年度冬期、対前年度比） 
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5.7 小括 

 本章では、気温変動による影響を考慮した日最大電力の減少率を期中の段階において日単位で

把握する見える化の手法を提示した。同手法は、当日も含めた直近６日分の前年同月同週同曜日

との比較結果から減少率を算出するものである。この手法では日単位のデータを用いていること

から、減少率の動きを前日（早ければ当日）までの実績を用いて毎日確認（早ければ当日夕方に

確認）することができる。再び電力の供給力が不足し電力需給が逼迫する事態が生じた場合には、

この手法を活用することによりその逼迫状況への追加的な節電への取り組みの必要性の有無を毎

日確認することが可能となる。 

 第４章で構築した手法により期間全体（夏期であれば７～８月全体、冬期であれば12～２月全

体）での日最大電力の減少率の結果を把握することができるが、それに加えて、本章で構築した

手法により期中段階での動きも把握できることとなる。 

 

 本章で構築した見える化の手法を用いて、2011年夏期（７～８月）における日最大電力の減少

率の日単位での動きをみると、東京電力需要家全体では、いずれも７月中旬以降、減少（悪化）、

増加（改善）、減少、増加で推移していた。減少率が小さかったのは７月中旬と８月下旬であった。

一時的ではあったが、節電目標であった15％減の水準を下回る時期が生じていた。節電目標15％

減に対して厳しい局面もある状況であった。 

 合わせて、2011年夏期における日最大電力の減少率と日最高気温の当日までの６日間の平均と

の推移をみると、日最高気温の平均が増加すると日最大電力の減少率と低下し、日最高気温の平

均が減少すると日最大電力の減少率と増加する動きが観察される。2012年以降も同様な傾向が観

察される。電力消費そのものに加えて、日最大電力の減少率も気温変動による影響を受けている

ことが確認できる。群馬県、山梨県、東北電力需要家全体、新電力の需要家分も含んだ実績であ

る関東地方、および東北地方についても2012年度以降も同様であった。 

 

 同様に、冬期について、2011年度（12～２月）における日最大電力の減少率の日単位での動き

をみると、いずれの分析単位（群馬県、東京電力需要家全体、東北電力需要家全体、関東地方、

および東北地方）とも、気温が低下するとともに減少率が小さくなる動きが観察される。2012年

度以降も同様であった。 

 

 なお、2016年４月より電力消費の実績データの公表内容が変更されている。東京電力の供給管

内の全ての需要家を対象とする関東地方については、引き続き公表されており、本章と同様な分

析が可能である。しかしながら、東京電力需要家全体および支店単位での日最大電力の実績デー

タは公表されなくなっており、これらの分析単位について今後は同様な分析はできなくなってい

る。 
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第6章 夏期および冬期における日最大電力の気温感応度の見える化 
 

6.1 本章の目的 

 電力需要は気温変動による影響が大きく、夏期に気温が１℃上昇（冬期であれば低下）した場

合の電力消費への影響は、気温感応度と呼ばれている（電気事業連合会 2014）。本章では、日最

大電力を対象とした気温感応度を算出する見える化の手法を構築するとともに、その手法を用い

て2010年度以降（震災以降）におけるその動向を明らかにする。 

 

 

6.2 研究の方法 

6.2.1 研究の方法 

 本章では、気温感応度の新たな算出方法として、同年度の前日、前週同曜日、および前年同月

同週同曜日との気温と日最大電力の比較から気温変動による影響を考慮した日最大電力の気温感

応度を算出する手法を提示するとともに、その手法を用いて2010年度以降（震災以降）における

気温感応度の動向を明らかにする。 

 

 

6.2.2 本章での見える化の手法 

 本章での見える化とは、前日、前週同曜日、および前年同月同週同曜日との比較により得られ

る気温の差分と日最大電力の差分の散布図を用いて、視覚的に直観的かつ簡易に日最大電力の気

温感応度を算出することを指す。この見える化の手法により、夏期において気温の１℃上昇（冬

期であれば低下）があった時の日最大電力の増減分を散布図により数値として把握できることと

なる。大型火力発電機１基分の最大出力は100万 kW 15であることから、日最大電力の増分を数値

として確認できることにより、電力供給にあたっての追加的な発電機の稼働との関係性を把握で

きることとなる。 

 本章での日最大電力の気温感応度の算出にあたっては、図6 - 1のような比較対象日（ここで

は、例として比較日を前日としている）との気温の差分と日最大電力の差分の関係性を描いた散

布図を活用し、そこより両者による一次の回帰式を導出し、その回帰式の傾きを気温感応度とし

ている。夏期（７～８月）または冬期（12～２月）について期間全体を対象として算出した一次

の回帰式の傾きのｐ値は、いずれの年度においても１％未満の水準にあり有意な結果となってい

る。一方、一次の回帰式のＹ切片のｐ値は大きく、有意な水準ではない。このため、Ｙ切片が０

であるか否かは特定できない。 

 

                            
15 東京電力ホールディングス（2017）「数表でみる東京電力」での電力供給設備（火力発電所）、

東京電力（1996）を参考とする。 
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図 6 - 1 気温の差分と日最大電力の差分との関係性を描いた散布図（関東地方、2016 年夏期） 

 

 

6.2.3 気温感応度の算出方法 

 本章では、前日、前週同曜日、および前年同月同週同曜日との比較より得られる気温の差分と

日最大電力の差分の散布図より、両者による１次の回帰式を導出し、その回帰式の傾きを日最大

電力の気温感応度とした。この算出方法は、本研究独自の手法である。第４章および第５章での

分析で使用した同月同週同曜日比較の方法を参考に、その比較対象を前日、前週同曜日、または

前年同月同週同曜日としたものである。なお、前日比較にあたって、月曜の場合は、前週金曜（平

日に限る）の実績を比較対象とした。 

 

 

6.2.4 分析対象地域と分析対象期間 

 分析対象地域は、新電力の需要家分を含んだ実績であり年次比較が可能な関東地方とした。 

 分析対象期間は、前章までと同様に、夏期については７～８月、冬期については12～２月とし

た。また、各年度の土曜、日曜、祝日、お盆期間（8月 12日～16日）、および年末年始（12月28

日～１月５日）を除いた平日を分析対象とした。 

 

 

6.2.5 研究で使用した電力消費の実績データ 

 分析で使用した電力消費の実績データは、前章までと同様に、電力広域的運営推進機関が公表

したデータである。 

 

  

日最大電力の差分（対前日比、単位：万kW） 関東地方､平日､2016年度

日最高気温の差分（対前日比、単位：℃）
注） １． 実線は、一次の回帰式である。式は、図中に記載した。

２． 自由度調整済み決定係数ｒ2 0.8520

３． ｔ値、ｐ値等

係数 標準偏差 ｔ値 ｐ値
傾き 88.655 6.06 14.63 0.0000 ***

Ｙ切片 -0.090 24.38 0.00 0.9971
***､**､* は､それぞれ､有意水準1％､5％､10％で有意であることを示す。

４． 対象期間：2016/7/1 (金)～2016/8/31 (水)

y = 88.655x - 0.0902
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6.3 先行研究のレビュー 

 先行研究では、気温変動と電力消費との直接的な関係性を踏まえ、両者による一次の回帰式を

導出し、その傾きを気温感応度として分析しているケースが多い。また、気温感応度の算出対象

としては、①日最大電力を対象とするもの、②各時間帯別の電力消費を対象とするもの、これら

２種類がある（表6 - 1）。 

 2011年度以降を研究対象とした先行研究をみると、橘高・宮崎（2014）は、平均気温の指標を

用いて気温感応度を夏期および冬期の 2010～2012 年度における動向を報告している。2013 年度

以降については、日最大電力を対象とした気温感応度についての報告はみられない。 

 

 

表 6 - 1 気温感応度に関しての指摘事項 

先行研究 指摘事項と分析方法 

 
環境省（2001） 
  

・東京電力管内（１都８県）の夏期（７月の梅雨明け～９月第１週）の日最大電力の気温
感応度は約166万 kW／℃（概ね 14時）と報告している。 
・算出方法についての記載は、みられない。 

 
鳴海ほか（2004） 

・日最高気温と日最大電力の散布図より、一次の回帰式を導出し、その傾きを気温感
応度としている。 
・算出に用いたデータは、日最高気温が 29℃以上の日である。 
・分析対象地区は、大阪府内の下記地区である。 
   －業務用途中心地区 
   －住宅用途中心地区 
   －住宅・業務用途混在地区  

 
石原ほか（2006） 

・日最高気温と１時間単位でみた電力消費の散布図より、一次の回帰式を導出し、そ
の傾きを気温感応度としている。 
・算出にあたっては、電力消費が上昇し始める気温（分岐点温度）を特定し、分岐点温
度以上のデータのみから算出している。 
・分析対象は、下記である。 
   －福岡市、熊本市の電力供給エリア 
   －2004年 4月～2005年 3月  

 
橘高・宮崎（2014） 

・１時間単位での電力消費と人口（昼間人口または夜間人口）で重み付けした時刻別
の平均気温より、一次の回帰式を導出し、その傾きを気温感応度としている。 
・算出にあたっては、データを高温側（夏期）と低温側（冬期）に２分し、それぞれにつ
いて気温感応度を算出している。境界値は、26.9℃である。 
・分析対象は、下記である。 
   －東京電力管内需要家全体 
   －2010年 3月～2013年 2月 
・夏期の 9～18時における気温感応度（高温側、平日）は、以下と報告している。 
   －2010年度 198.9万 kW／℃ 
   －2011年度 121.0万 kW／℃ 
   －2012年度 147.1万 kW／℃ 
・冬期の 9～18時における気温感応度（低温側、平日）は、以下と報告している。 
   －2010年度 98.9 万 kW／℃ 
   －2011年度 93.0 万 kW／℃ 
   －2012年度 77.3 万 kW／℃ 
・夏期の気温感応度は、冬期の２倍程度の水準であったと報告している。 
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6.4 日最大電力の気温感応度の算出結果 

6.4.1 前日比較による日最大電力の気温感応度の算出結果 

（1） 気温と日最大電力の前日との比較結果 

 前日との比較（平日に限る）による気温の差分と日最大電力の差分について、時系列グラフに

よりその関係性をみると、夏期および冬期のいずれにおいても両者は高い相関がある。夏期は正

の相関、冬期は負の相関となる。ここでは例として直近の2016年度を記載した（図6 - 2、図6 - 

3）。 

 

 

図 6 - 2 日最高気温と日最大電力の前日との比較結果の推移（関東地方、2016 年夏期） 

 

 

図 6 - 3 日平均気温と日最大電力の前日との比較結果の推移（関東地方、2016 年冬期） 

  

関東地方､平日､2016年度

日最大電力の差分（前日比、単位：万kW） 日最高気温の差分（前日比、単位：℃）

日最高気温の差分（前日比、単位：℃）

注）月曜の場合は、前週金曜を比較対象とする。
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（2） 前日比較より算出した日最大電力の気温感応度 

 前日比較より得られる気温の差分と日最大電力の差分との関係性を描いた散布図をみると、夏

期、冬期のいずれにおいても、高い相関がある。散布図より得られる一次の回帰式の傾きは、日

最大電力の気温感応度と見込むことができる。ここでは、例として直近の2016年度を記載した（図

6 - 4、図6 - 5）。 

 

 

図 6 - 4 前日比較による日最高気温の差分と日最大電力の差分の散布図（関東地方、2016 年夏期） 

 

 

 

図 6 - 5 前日比較による日平均気温の差分と日最大電力の差分の散布図（関東地方、2016 年冬期） 

 

  

日最大電力の差分（前日比、単位：万kW） 関東地方､平日､2016年度

日最高気温の差分（前日比、単位：℃） 日最大電力（単位：万kW）
対象期間：2016/7/1 (金)～2016/8/31 (水)

y = 88.655x - 0.0902
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6.4.2 前週同曜日比較による日最大電力の気温感応度の算出結果 

 比較対象日を前週同曜日とする前週同曜日比較による気温の差分と日最大電力の差分との関係

性を描いた散布図をみると、夏期および冬期のいずれにおいても高い相関が確認できる（図6 - 6、

図6 - 7）。 

 

  

図 6 - 6 気温の差分と日最大電力の差分の散布図（関東地方、2016 年夏期、対前週同曜日比） 

 

 

図 6 - 7 気温の差分と日最大電力の差分の散布図（関東地方、2016 年冬期、対前週同曜日比） 

  

日最大電力の差分（単位：万kW） 関東地方､平日､2016年度､N=29

日最高気温の差分（単位：℃）

注） １． 実線は、一次の回帰式である。式は、図中に記載した。

２． 自由度調整済み決定係数ｒ2 0.7115

３． ｔ値、ｐ値等

係数 標準偏差 ｔ値 ｐ値

傾き 94.96 11.35 8.37 0.0000 ***

Ｙ切片 48.72 46.12 1.06 0.3001

***､**､* は､それぞれ､有意水準1％､5％､10％で有意であることを示す。

４． 対象期間 分析日 2016/7/8 (金)～2016/8/31 (水)

比較日 2016/7/1 (金)～2016/8/24 (水)

y = 94.963x + 48.724
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日最大電力の差分（単位：万kW） 関東地方､平日､2016年度､N=45

日平均気温の差分（単位：℃）

注） １． 実線は、一次の回帰式である。式は、図中に記載した。

２． 自由度調整済み決定係数ｒ2 0.7686

３． ｔ値、ｐ値等

係数 標準偏差 ｔ値 ｐ値

傾き -89.01 7.34 -12.13 0.0000 ***

Ｙ切片 -0.38 25.36 -0.02 0.9880

***､**､* は､それぞれ､有意水準1％､5％､10％で有意であることを示す。

４． 対象期間 分析日 2016/12/8 (木)～2017/2/28 (火)

比較日 2016/12/1 (木)～2017/2/21 (火)

y = -89.015x - 0.3827
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6.4.3 前年同月同週同曜日比較による日最大電力の気温感応度の算出結果 

 第４章および第５章で使用した前年同月同週同曜日との比較が考えられる。前章での手法と異

なる要素は、被説明変数の指標を日最大電力の差分（前章では、差分の比率としている）として

いる点である。 

 前年同月同週同曜日比較による気温の差分と日最大電力の差分との関係性を描いた散布図をみ

ると、夏期、冬期のいずれにおいても、高い相関が確認できる。ここでは、例として直近の2016

年度を記載した（図6 - 8、図6 - 9）。 

   

 

図 6 - 8 前年同月同週同曜日との比較結果（関東地方、2016 年夏期） 

   

 

図 6 - 9 前年同月同週同曜日との比較結果（関東地方、2016 年冬期） 

  

日最大電力の差分（単位：万kW） 関東地方､平日､2016年度､N=38

日最高気温の差分（単位：℃）

注） １． 実線は、一次の回帰式である。式は、図中に記載した。

２． 自由度調整済み決定係数ｒ2 0.8555

３． ｔ値、ｐ値等

係数 標準偏差 ｔ値 ｐ値

傾き 108.17 7.29 14.83 0.0000 ***

Ｙ切片 -148.50 43.32 -3.43 0.0015 ***

***､**､* は､それぞれ､有意水準1％､5％､10％で有意であることを示す。

４． 対象期間 分析日 2016/7/1 (金)～2016/8/31 (水)

比較日 2015/7/3 (金)～2015/9/2 (水)

y = 108.17x - 148.5
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注） １． 実線は、一次の回帰式である。式は、図中に記載した。

２． 自由度調整済み決定係数ｒ2 0.7103

３． ｔ値、ｐ値等

係数 標準偏差 ｔ値 ｐ値

傾き -73.27 6.59 -11.12 0.0000 ***

Ｙ切片 -39.76 18.21 -2.18 0.0338 **

***､**､* は､それぞれ､有意水準1％､5％､10％で有意であることを示す。

４． 対象期間 分析日 2016/12/1 (木)～2017/2/28 (火)

比較日 2015/12/3 (木)～2016/3/1 (火)

y = -73.269x - 39.765

-1,000

-800

-600

-400

-200

0

200

400

600

-10 -5 0 5 10



116 

6.4.4 気温感応度の算出結果の比較 

 前日比較、前週同曜日比較、および前年同月同週同曜日比較より得られる気温の差分と日最大

電力の差分との関係性を１つの散布図でみると、これら３つの算出方法による差異は、夏期およ

び冬期のいずれにおいても、散布図からは見いだせない状況にある。以下では、例として、2016

年度での比較結果を記載した（図6 - 10、図6 - 11）。 

 

 

図 6 - 10 ３つの方法で算出した日最大電力の気温感応度の年次推移の比較（関東地方、2016 年夏

期） 

 

 

図6 - 11 ３つの方法で算出した日最大電力の気温感応度の年次推移の比較（関東地方、2016年度冬

期） 

日最大電力の差分（単位：万kW） 関東地方､平日､2016年度

日最高気温の差分（単位：℃）

注）１． 対象期間　2016/7/1 (金)～2016/8/31 (水)
２． 一次の回帰式の傾きとそのｐ値等

ｻﾝﾌﾟﾙ数 傾き ｐ値 決定係数ｒ2

前日比 38 88.65 0.0000 *** 0.8520

前週同曜日比 29 94.96 0.0000 *** 0.7115

前年同月同週同曜日比 38 108.17 0.0000 *** 0.8555
***､**､* は､それぞれ､有意水準1％､5％､10％で有意であることを示す。
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日平均気温の差分（単位：℃）

注）１． 対象期間　2016/12/1 (木)～2017/2/28 (火)
２． 一次の回帰式の傾きとそのｐ値等

ｻﾝﾌﾟﾙ数 傾き ｐ値 決定係数ｒ2

前日比 54 67.00 0.0000 *** 0.6632

前週同曜日比 45 89.01 0.0000 *** 0.7686

前年同月同週同曜日比 51 73.27 0.0000 *** 0.7103
***､**､* は､それぞれ､有意水準1％､5％､10％で有意であることを示す。
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6.4.5 気温感応度の算出結果の年次推移とその比較 

 前日等との比較より算出した日最大電力の気温感応度の年次推移をみると、夏期については減

少もしくは横這い、冬期については横這いの結果となっている（図6 - 12、図 6 - 13）。 

 減少の可能性のある夏期について、気温感応度の増減の有無を確認するために、2012年夏期を

基準とした気温と日最大電力の散布図による年次比較結果をみると、2013～2015年夏期はいずれ

も両者による二次の回帰式は同程度の結果となっており、日最大電力の気温感応度の減少は確認

できない。また、2016年夏期をみると回帰式の傾きは小さいが、気温分布をみると日最高気温が

35℃超であった日数は少なく、暑さは厳しくなかったことにより、回帰式の傾きが大きくならな

かったと考えられる。以上を踏まえると、夏期における日最大電力の気温感応度の減少は確認で

きない状況であった（図6 - 14～図6 - 17）。 

 

 

図 6 - 12 日最大電力の気温感応度の年次推移（関東地方、夏期） 

 

 

図 6 - 13 日最大電力の気温感応度の年次推移（関東地方、冬期）  

日最大電力の気温感応度（単位：万kW／℃） 関東地方､平日､夏期

年度
（単位：万kW／℃）

比較方法 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

前日比較 133.77 108.27 88.82 119.88 92.14 76.28 88.65

前週同曜日比較 133.77 138.92 125.44 153.90 125.85 99.37 94.96

前年同月同週同曜日比較 - 153.40 146.37 146.03 120.99 109.18 108.17
注）日最高気温より算出。
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日最大電力の気温感応度（単位：万kW／℃） 関東地方､平日､冬期

年度
（単位：万kW／℃）

比較方法 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

前日比較 86.16 92.78 77.26 97.07 89.79 74.54 67.00

前週同曜日比較 86.16 89.91 76.64 97.17 99.24 56.68 89.01

前年同月同週同曜日比較 - 78.07 90.37 87.99 91.87 90.76 73.27
注）日平均気温より算出。
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図 6 - 14 日最高気温と日最大電力との関係性を描いた散布図（関東地方、2012-2013 年夏期） 

 

 

図 6 - 15 日最高気温と日最大電力との関係性を描いた散布図（関東地方、2012-2014 年夏期） 

 

 

図 6 - 16 日最高気温と日最大電力との関係性を描いた散布図（関東地方、2012-2015 年夏期）  

日最大電力（単位：万kW） 関東地方､平日

日最高気温（単位：℃）

日最高気温（単位：℃）
注）１．対象期間

基準年　2012/7/2 (月)～2012/8/31 (金)

分析年　2013/7/1 (月)～2013/8/30 (金)

２．回帰式は、二次である。
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図 6 - 17 日最高気温と日最大電力との関係性を描いた散布図（関東地方、2012-2016 年夏期） 

 

 

6.5 日最大電力の気温感応度の算出結果についての考察 

 前日比較等の場合、被説明変数を日最大電力の差分とすることに加えて、第４章および第５章

で分析したように日最大電力の差分の比率とすることもできる。この場合、気温感応度の単位は％

／℃となる。2011年夏期のような％値での節電目標が設定された場合には、その目標値との関係

性を把握するにあたって、この指標の活用が考えられる。 

 上記を踏まえ、％値の指標による気温感応度の年次推移をみた結果、下図の結果であった（図

6 - 18、図 6 - 19）。％値指標でみた日最大電力の気温感応度は、夏期は２～３％／℃、冬期は

２％弱の水準であった。先述の万kW／℃指標での気温感応度、ならびに大型火力発電機１基分の

最大出力は 100 万 kW 16であることを踏まえると、夏期における日最大電力の気温感応度は、100

～150万 kW／℃、比率でみると２～３％／℃、大型発電機１基強相当分であることが確認できる。

冬期におけるにおける日最大電力の気温感応度は、80万 kW／℃程度、比率でみると２％／℃弱、

大型発電機１基弱相当分であることが確認できる。 

 

  

                            
16 東京電力ホールディングス（2017）「数表でみる東京電力」での電力供給設備（火力発電所）、

東京電力（1996）を参考とする。 

日最大電力（単位：万kW） 関東地方､平日

日最高気温（単位：℃）

日最高気温（単位：℃）
注）１．対象期間

基準年　2012/7/2 (月)～2012/8/31 (金)

分析年　2016/7/1 (金)～2016/8/31 (水)

２．回帰式は、二次である。
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図 6 - 18 ％値指標でみた日最大電力の気温感応度の年次推移（関東地方、夏期） 

 

 

 

図 6 - 19 ％値指標でみた日最大電力の気温感応度の年次推移（関東地方、冬期） 

 

  

日最大電力の気温感応度（単位：％／℃） 関東地方､平日､夏期

年度
（単位：％／℃）

比較方法 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

前日比較 2.47% 2.65% 2.09% 2.57% 2.08% 1.73% 2.01%

前週同曜日比較 3.94% 3.22% 2.89% 3.42% 2.65% 2.40% 2.23%

前年同月同週同曜日比較 - 2.40% 3.54% 3.15% 2.47% 2.33% 2.48%
注）日最高気温より算出。
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比較方法 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

前日比較 1.76% 2.00% 1.69% 2.08% 1.96% 1.68% 1.56%

前週同曜日比較 1.84% 1.92% 1.66% 2.13% 2.16% 1.33% 2.03%

前年同月同週同曜日比較 - 1.58% 1.92% 1.92% 2.03% 1.97% 1.67%
注）日平均気温より算出。
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6.6 小括 

 本章では、気温と日最大電力の関係性から日最大電力の気温感応度を算出する見える化の手法

を構築した。本章にて新たに提示した見える化の手法は、比較対象日との気温の差分と日最大電

力の差分との関係性を描いた散布図より一次の回帰式を導出し、その回帰式の傾きを気温感応度

とする手法である。比較対象日は、前日、前週同曜日、および前年同月同週同曜日の３ケースと

した。本章では、この手法を用いて、関東地方での2010年度以降における日最大電力の気温感応

度を算出した。 

 第２章では、気温変動と日最大電力との直接的な関係を示す散布図より両者による一次または

二次の回帰式を導出し、その回帰式の傾きまたはその接線の傾きより日最大電力の気温感応度を

算出している。これら両者の直接的な関係より算出した気温感応度は、夏期および冬期のいずれ

においても、温度帯および分析対象年度により変動が大きい結果であった。気温変動と日最大電

力との関係性を分析するにあたっての回帰式は、基本的には二次の回帰式での分析が妥当と考え

られるが、年度によっては一次の回帰式の採用も可能な年度もある結果であった。気温変動と日

最大電力との直接的な関係から気温感応度の動向を把握するにあたっての代表指標について、特

定の手法および特定の温度帯による絞り込みによる選定は困難な結果であった。 

 そこで本章では、上記の分析結果を踏まえ、気温感応度の新たな算出方法として、前日、前週

同曜日、および前年同月同週同曜日の実績との比較により日最大電力の気温感応度を算出する手

法を構築した。 

 本章で構築した日最大電力の気温感応度の見える化の手法を用いて、関東地方での2010年度以

降における気温感応度の算出結果をみると、2011 年夏期の気温感応度は 2010 年夏期より減少し

ていた。気温感応度の面でも2011年夏期はその抑制効果が得られていた。 

 2012年度以降における夏期の動向をみると、2013年度に増加がみられたものの、概ね横這いの

結果であった。しかしながら、前述のように日最大電力は気温変動による影響が大きく、その夏

期の暑さの厳しさの状況によりその数値は大きく変わる状況にある。2016年夏期の日最大電力の

減少は、暑さが厳しくなかったことによる影響が大きい可能性がある。本章での分析結果から、

夏期における日最大電力の気温感応度が削減されていることは確認できなかった。 

 同様に、冬期における日最大電力の気温感応度をみると、関東地方においては横這いの状況で

あった。本章での分析結果から、冬期における日最大電力の気温感応度が削減されていることは

確認できなかった。 

 日最大電力の気温感応度の算出結果をみると、①夏期に日最高気温が１℃上昇した場合には、

日最大電力の指標でみると 100～150 万 kW／℃程度の増加があること、②比率の指標でみると２

～３％／℃であること、③大型火力発電機１基分の最大出力は100万 kWであることから、日最大

電力が１℃増加する場合には、電力消費の増加を見越して大型発電機１基強相当分の追加的な稼

働が必要とされること、これらが確認できる。 

 同様に、冬期についてみると、日平均気温が１℃低下した場合には、①日最大電力の指標でみ

ると 80 万 kW／℃程度の増加があること、②比率の指標でみると２％／℃弱であること、③大型

発電機１基弱相当分の増加が見込まれること、これらが確認できる。日最大電力の気温感応度と

電力の供給力との関係を結びつけることにより、電力事業の採算性との関係性を検討することも

考えられる。 
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第7章 結論 
 

7.1 はじめに 

 本研究では、１時間単位でみた電力消費の１日の中での最大値である日最大電力に焦点を当て、

日最大電力の変動を視覚的に直観的かつ簡易に把握する手法（見える化の手法）を構築するとと

もに、その手法を用いて日最大電力の動向の実証分析を行った。電力需要は気温による影響が大

きいため、分析にあたっては気温による影響を考慮している。本論文は、全体で７章の構成とし

た（図7 - 1）。 

 結論である本章では、まず本研究が提示する見える化の手法の内容とその手法を用いた実証分

析より得られた発見事項を記述し、次に本研究から得られた知見、政策的含意について述べる。

最後に、将来研究への示唆を提示する。 

 

 

図 7 - 1 本論文の構成 

 

 

7.2 本研究で構築した見える化の手法 

 本研究で構築した見える化の手法は、次の３つである。本研究での見える化とは、気温変動に

よる影響を考慮した電力消費（日最大電力）の変動を散布図、時系列グラフ、および数値指標に

より視覚的に直観的かつ簡易に把握できるようにすることである。 

 １つめは、前年度の同月同週同曜日の実績との比較より得られる気温の差分と日最大電力の差

分の比率との関係性を描いた散布図より両者による一次の回帰式を導出し、その回帰式のＹ切片

を日最大電力の減少率と見込む手法である。この回帰式のＹ切片は、気温差がなかったとした場

合の日最大電力の減少率であり、気温変動による影響を考慮した減少率とみなすことができる。

本研究では、この手法を適用し、2010年度比または前年度比でみた日最大電力の減少率を算出し

ている。使用する気温情報は、夏期は日最高気温、冬期は日平均気温とした。 

第６章　夏期および冬期における日最大電
力の気温感応度の見える化

第１章　序論

第２章　地方全体、電力会社需要家全体、
および県単位でみた日最大電力の動向

第３章　先行研究のレビュー

第７章　結論

第４章　夏期および冬期の期間全体でみた
日最大電力の減少率の見える化

第５章　夏期および冬期における期中段階で
の日最大電力の減少率の動きの見える化
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 ２つめは、上記の手法を当日も含めた直近６日間分のデータに適用し、対前年度比でみた日最

大電力の減少率を日単位で算出し、その推移を時系列グラフにより把握する手法である。日単位

のデータを用いていることから、日最大電力の減少率の推移を毎日更新し、確認することができ

る。この手法は、本研究独自の手法である。 

 ３つめは、前日、前週同曜日、および前年度の同月同週同曜日の実績との比較より得られる気

温の差分と日最大電力の差分との関係性を描いた散布図より両者による一次の回帰式を導出し、

その回帰式の傾きを日最大電力の気温感応度とする手法である。これにより、気温が１℃上昇（ま

たは低下）した場合における日最大電力の増減分である気温感応度を散布図により把握すること

ができる。この手法も、本研究独自の手法である。 

 

 

7.3 各章での分析による発見事項 

・第１章 序論 

 第１章では、序論として研究の背景、目的等を記載するとともに、日最大電力の実績データの

分析にあたって踏まえるべき事項を抽出した。留意事項として、①関東地方および東北地方とも

に、新電力による販売電力量は徐々に増加してきており、日最大電力の実績データの分析にあた

っては、新電力への電力の購入先の変更（電力会社からの離脱）による影響を考慮する必要があ

ること、②2012年度以降での年次比較にあたっては、新電力の需要家分も含めた実績である地方

全体（関東地方、東北地方）を主たる分析の対象とすべきこと、これらを明らかにした。 

 

・第２章 地方全体、電力会社需要家全体、および県単位でみた日最大電力の動向 

 第２章では、地方全体、電力会社需要家全体、および県単位での日最大電力の実績データの分

析を行った。第４章以降での分析にあたっての留意事項として、①関東地方および東北地方全体

でみた場合、日最大電力の最大ピークは平日に生じていること、②休日の日最大電力は平日の水

準を下回っており、平日のみに絞った分析が可能であること、③2011年度以降における日最大電

力の最大ピーク値をみると、夏期は関東地方および東北地方ともに、2011年は大きく減少したが、

2012年は増加に反転し、その後は徐々に増加が続いており、日最大電力の最大ピーク値の指標か

らは節電が進んでいることは確認できないこと、④気温と日最大電力との関係性を描いた散布図

より、両者による一次または二次の回帰式を導出し、その回帰式の傾きまたは接線の傾きより日

最大電力の気温感応度を算出したが、2011年度以降、その減少は確認できないこと、これらを明

らかにした。 

 

・第３章 先行研究のレビュー 

 第３章では、先行研究のレビューを行った。先行研究のレビューより、①電力消費の見える化

への取り組みは開発途上にあること、②地方全体などの広域での日最大電力の実績データの分析

にあたっては、気温情報のみで統計的に十分な説明力があること、これらを明らかにした。 

 

 日最大電力の実績データを用いた見える化の手法の構築とそれを用いた実証分析は、第４章か

らである。第４章以降での分析より得られた発見事項は、以下である。 

 

・第４章 夏期および冬期の期間全体でみた日最大電力の減少率の見える化 

 第４章では、前年の同月同週同曜日との比較による手法を用いて、気温変動を考慮した 2010
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年度比でみた日最大電力の減少率を算出した。電力使用制限令の対象であった2011年夏期におけ

る東京電力需要家全体でみた日最大電力の減少率の算出結果は、18％減の水準であった。節電目

標であった15％減を上回る結果であった。東北電力需要家全体、群馬県、および山梨県の減少率

は18～19％減の水準であり、東京電力需要家全体と同様に節電目標であった15％減を上回る結果

であった。 

 2012年度以降の日最大電力の減少率の年次比較が可能であるのは、新電力の需要家分も含んだ

実績である地方全体（関東地方、東北地方）である。夏期について、2012年以降における減少率

の推移をみると、関東地方および東北地方ともに2015年までの減少率は横這いの状況であった。

直近の2016年夏期の減少率は若干増加していたが、これは夏の暑さが厳しくなかったことによる

と考えられる。 

 冬期について、2012年度以降における減少率の推移をみると、関東地方では増加基調、東北地

方では横這いの状況であった。関東地方での冬期については、日最大電力の水準は減少しており、

電力需要のピーク時における電力消費の削減（節電）が進んでいると考えられる。 

 

・第５章 夏期および冬期における期中段階での日最大電力の減少率の動きの見える化 

 第５章では、第４章で構築した前年の同月同週同曜日との比較による手法を用いて、2011年夏

期における期中段階での日最大電力の減少率を日単位で算出した。東京電力需要家全体での算出

結果をみると、電力使用制限令が求める15％減の水準を下回る時期が生じていた。節電目標15％

減に対して厳しい局面もある状況であった。東北電力需要家全体、群馬県、および山梨県も同様

であった。 

 2012年以降の夏期における日単位でみた減少率の推移をみると、関東地方および東北地方とも

に、日最高気温が増加するに伴い減少率が低下している。同様に、2012年度以降における冬期の

減少率の推移をみると、関東地方および東北地方ともに、日平均気温が低下するに伴い減少率が

低下している。日最大電力の減少率は、気温変動による影響が大きいことが確認できる。 

 

・第６章 夏期および冬期における日最大電力の気温感応度の見える化 

 第６章では、年次比較が可能な関東地方をケースとして、前日、前週同曜日、および前年同月

同週同曜日の実績との比較より日最大電力の気温感応度を算出した。夏期における関東地方での

日最大電力の気温感応度をみると、2011年度以降、その減少は確認できなかった。冬期は横這い

の状況であった。第２章での気温と日最大電力との直接的な関係から算出した気温感応度も同様

な結果となっており、夏期および冬期ともに、日最大電力の気温感応度の低下は確認できなかっ

た。 

 

 

7.4 得られた知見 

 ここでは、本研究により得られた知見として以下を提示する。 

 

・日最大電力の動向把握にあたって直近６日分のデータを用いた分析が有効であること 

 第５章では、期中段階での日単位でみた日最大電力の減少率を算出するにあたって、当日を含

めた直近６日分のデータを用いて算出している。直近６日分のデータであれば、統計的にみて有

意な結果を得ることができている。先行研究では、電力需要に対する気温の累積的影響を反映さ

せるために直近３～５日分のデータを使用した分析等が行われてきているが、本研究では、日最
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大電力の減少率を分析する場合には、直近６日分のデータを用いた分析が統計的にみて有意であ

ることを明らかにした。 

 

・前日比較、前週同曜日比較等による日最大電力の気温感応度の算出手法の提示 

 第６章では、日最大電力を対象とした気温感応度の新たな算出方法として、前日、前週同曜日、

および前年同月同週同曜日の実績との比較より得られる気温の差分と日最大電力の差分より日最

大電力の気温感応度を算出する手法を提示している。具体的には、両者の差分の散布図より一次

の回帰式を導出し、その回帰式の傾きを気温感応度とする手法である。気温と日最大電力との関

係性を描いた散布図から直接的に気温感応度を算出する場合には、算出に用いるデータの範囲の

設定等についての検討が別途必要とされるが、前日比較等の手法で算出する場合には、その検討

が不要となる。より簡易に、日最大電力の気温感応度を把握する手法を提示している。 

 

・時期別にみた日最大電力の見える化の手法の提示 

 本研究では、日最大電力のデータを対象として、その変動状況を把握する見える化の手法を提

示している。本研究で使用した見える化の手法を一覧化するととともに、把握の時期別に整理す

ると表7 - 1となる。用いる手法は時期により異なる。 

 

表 7 - 1 把握の時期別にみた日最大電力の見える化の手法 

把握時期 見える化の対象 
見える化にあたっ
て使用するグラフ 

備考 

夏期 ６～７月 
冬期 11～12月 

日最大電力の増加の動きの有無 
時系列グラフ 
散布図 

第３章で記載 

夏期 ７～８月 
冬期 12～２月 

日最大電力の減少率の推移（日単位） 時系列グラフ 第５章で記載 

夏期 ９月（夏期終了後） 
冬期 ３月（冬期終了後） 

期間全体でみた日最大電力の減少率 
期間全体でみた日最大電力の気温感応度 

散布図 
第４章、第６章
で記載 

 

 

 節電が課題となった2011年夏期をケースとして、散布図または時系列グラフにより関東地方で

の日最大電力の変動をみると、以下となる。 

 まず、６月当初より日最大電力の増加が始まる６月下旬または７月中旬までは、時系列グラフ

および気温と日最大電力との関係性を描いた散布図により、日最大電力の増加の動きを確認する

ことができる（図7 - 2）。散布図からは、気温の上昇に伴い日最大電力が増加することが確認で

きる（図7 - 2の右図）。2011年夏期の実績をみると、増加が始まった６月中旬（６月17日以降）

においては、１日で300万 kW程度が増加（対前日比）していた。ちなみに、大型火力発電機１基

分の最大出力は100万 kW 17であることから、大型発電機３基相当分の追加的な電力の供給が必要

とされていたこととなる。 

 

                            
17 東京電力ホールディングス（2017）「数表でみる東京電力」での電力供給設備（火力発電所）、

東京電力（1996）を参考とする。 
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図 7 - 2 日最大電力と日最高気温の時系列グラフと両者の関係性を描いた散布図（2011 年 6 月） 

 

 

 次に、期中の段階においては、前年同月同週同曜日の実績との比較より、対前年度比でみた日

最大電力の減少率の動向を日単位で把握することができる（図 7 - 3 の左図）。2011 年夏期にお

ける期中の動きをみると、7月中旬および８月下旬において、一時的ではあったが節電目標15％

減の水準を下回る状況が生じていた。７～８月全体でみた日最大電力の減少率は、18％減の水準

であった（図 7 - 3 の右図）。７～８月全体でみると節電目標であった 15％減の水準を上回って

いた。 

 

 

図 7 - 3 日最大電力の減少率の推移と日最高気温の差分と日最大電力の差分の比率との関係性を

描いた散布図（関東地方、2011 年夏期、対前年度比） 

 

  

■時系列グラフ ■散布図 関東地方､2011年度

日最大電力（単位：万kW） 日最高気温（単位：℃） 日最大電力（単位：万kW）

注）対象期間　2011/6/1 (水)～2011/6/29 (水) 日最高気温（単位：℃）
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 合わせて、前日比較等による日最高気温の差分と日最大電力の差分との関係性を描いた散布図

より、期間全体でみた日最大電力の気温感応度を把握することができる（図7 - 4）。前年度実績

と比較することにより、日最大電力の気温感応度の変動状況を確認することができる。 

 

 

図 7 - 4 前日比較による日最大電力の差分と日最高気温の差分との関係性を描いた散布図（関東地

方、2015-2016 年夏期） 

 

 

・2012年度以降における日最大電力の実績データの分析結果からみた節電の状況 

 第４章では、地方全体（関東地方、東北地方）、電力会社需要家全体（東京電力需要家全体、東

北全力需要家全体）、および県単位を分析単位として日最大電力の減少率を算出した。このうち、

電力会社需要家全体および県単位の実績データには、新電力の需要家分は含まれていない。この

ため、日最大電力の減少分には、新電力への電力の購入先の変更による減少分が含まれることと

なり、節電による減少分以外も含まれることとなる。2012年度以降の減少率の年次比較は、新電

力の需要家分も含んだ実績である地方全体のみが適用可能であることに留意する必要がある。 

 2011年度における夏期および冬期の日最大電力の減少率をみると、関東地方および東北地方と

も大きく減少していた。加えて、夏期における 2012 年度以降の減少率をみると、両地方ともに

2015年夏期までは横這いであった。2016年夏期は、前年比増加であったが、これは暑さが厳しく

なかったことによると考えられる。このため、日最大電力の減少（節電）が追加的に進んでいる

か否かは確認できない。 

 冬期についてみると、2011 年度以降、関東地方では日最大電力の減少率の増加が続いており、

ピーク時における電力消費の抑制（節電）が進んでいる。東北地方では、日最大電力の水準は横

這いの状況にある。冬期における日最大電力の動向は、地方により異なる結果となっている。 

 以上を総括すると、冬期の関東地方については、日最大電力の減少率が増加しており、節電が

進んでいる可能性がある。一方、夏期の関東地方、夏期および冬期での東北地方については、い

ずれも日最大電力の減少率は横這いの状況にあり、節電が進んでいるか否かは確認できなかった。 

 

  

日最大電力の差分（単位：万kW） 関東地方､平日

日最高気温の差分（単位：℃）
注）１． 前日比較による。

２． 実線は2016年度の一次の回帰式、破線は2015年度の一次の回帰式である。
３． 対象期間

分析年 2016/7/1 (金)～2016/8/31 (水)

比較年 2015/7/1 (水)～2015/8/31 (月)
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7.5 政策的含意 

 第４章と第５章では、気温変動による影響を考慮した日最大電力の減少率を算出している。両

章での分析結果からは、減少率を把握する時期により、日最大電力の減少率の算出方法として２

つの方法が利用可能である（表7 - 2）。夏期の電力需要の増加が始まる６月から８月末までの夏

期の期中の段階においては、当日も含めた直近６日分のデータを用いて前年同月同週同曜日の実

績との比較から減少率を算出することができる。最終的な７,８月を通じた期間全体での減少率は、

夏期が終了した９月初期に、前年同月同週同曜日の実績との比較から把握することができる。冬

期についても、夏期と同様に把握することができる。 

 既存の日最大電力の減少率の報告は、主として結果報告型であった。本研究では、結果報告型

に加えて期中段階から日最大電力の減少率を把握し、追加的な節電への取り組みの必要性の有無

を確認することができる動向把握型の手法を提示している。既存の期中段階での報告は、電力消

費のベースラインを推計し、それとの差異から減少率を算出しているが、本研究が提示する手法

は、ベースラインの推計を不要とするものであり、実績データのみから直接的に減少率を算出す

ることを可能としている。仮に、2011年夏期のように電力需給が逼迫し、電力需要の抑制が必要

とされる事態が生じた場合には、この手法を活用することにより、期中の段階においてその逼迫

状況（減少率）を把握することが可能となり、追加的な節電への取り組みの必要性の有無を判断

するにあたっての参考情報を得ることができる。 

 

表 7 - 2 夏期における時期別にみた日最大電力の減少率の把握方法 

把握時期 把握方法 備考 

 
６月～８月の期中 
  

・前日（または当日）までのデータを用いて
前年同月同週同曜日の実績と比較 

第５章参照 

９月初期 
（７～８月全体を対象） 

・７～８月全体のデータを用いて前年同月同
週同曜日の実績と比較 

 
第４章参照 
  

 

 

7.6 将来研究への示唆 

 ここでは、将来研究への示唆として以下を提示する。 

 

・県単位での日最大電力の詳細分析 

 第１章で分析したように、東北地方の県庁所在都市等での気温の相関をみると、日平均気温で

みた冬期の相関は高いが、日最高気温でみた夏期は相関が低い状況にある。このため、東北地方

全体の分析において仙台での気温の観測値を使用するにあたって、夏期についてはその代表性の

点で課題を有している。加えて、第２章で分析したように青森県および秋田県での日最大電力を

みると、岩手県以南の地域とは異なる特性を有している。また、関東地方についてみた場合、圏

内の県庁所在都市等での気温の相関は、夏期、冬期ともに高い状況にある。ただし、甲府および

三島と他都市との相関は、夏期、冬期ともにやや低い状況にある。 

 上記ならびに電力消費は気温変動による影響が大きいことから、分析に使用する気温情報の代

表性の面での課題解消の点からも、地方全体での分析と合わせて、県単位についても同様に詳細

な分析が必要と考えられる。例えば、東京 23 区については、2011 年以降、夏期における１時間
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単位でみた電力消費の実績データが公表されてきており、その活用が可能となっている。 

 

・地方全体での１時間単位の電力消費の詳細分析 

 震災に伴い電力需要の抑制に向けた取り組みの一環として電力消費の実績データが公表されて

きたが、電力の小売自由化等の市場環境変化により、2016年４月以降、電力消費の実績データの

公表範囲は縮小されている。また以前は、電力会社需要家全体の数値をみれば大凡の電力需要の

実績と経年変化を確認することができた。しかしながら、新電力への電力の購入先の変更（電力

会社からの離脱）の増加の動きにともない、電力会社需要家全体でみた電力消費の減少分は、電

力需要の減少によるもののみではなくなっており、年次比較が困難となっている。2017年４月時

点で、今後も継続的にデータが取得できるとともに、集計範囲が同一であり年次比較ができるの

は、電力広域的利用推進機関が公表する地方全体での１時間単位でみた電力消費の実績データに

限られる。今後の研究にあたっては、同データの詳細分析を通じた更なる知見の蓄積が期待され

る。なお、本研究では、日最大電力のみを分析対象としたが、今後の研究領域として地方全体で

の各時間帯別の電力消費の実績データの分析が考えられる。 
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